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第1章 序論

1.社 会環境の変化と交通安全対策

2.交 通安全対策に関する従来の研究

3.本 砺究の昌的と意義

4.本 研究の構成



1.社 会環境の変化 と交通安全対策

わが国の今日における道路交通環境を、交通事故死者数が1万6千 人を越 えだ昭

和45年 頃と比較すると、次のようなことがいえる。自動車台数は、道路整備の進

捗度合の数倍の勢いで増加しだ。なかでも、自転車、自動二輪車ならびに原付自

転車が急増しており、道路交通場面での車種の混在化が進んできている。また、

高齢者 ドライバーならびに女性ドライバーが次第に増えてきており、自動車利用

層の中での交通弱者と呼ぶぺき新だな存在が浮かび上がってきている。さらに、

流通、運輪業界の業務拡大は道路交通量の一層の増大を招き、慢性的な交通渋滞

の一因ともなっている。(図1-1参 照)

以上のような量的、質的な交通環境の変化に加え、人間の精神面における変化

を見逃すことができない。すなわち、社会全体にわたり人々の意識変化が起こり

つつあると考えられるからである。交通事故に限って論ずれば、交通事故加害者

としての犯罪者意識の希薄化、加害者に対する社会全体の容認化の傾向が進んだ

ことがあげられる。このような意識変化の背景としては、国民皆免許時代を迎え、

多くの国民が潜在的に交通事故の加害者になる可能性が高まっていることが考え

られる。ま泛、自動車損害賠償保険ならびに任意保険による被害者救済制度が発

達し、事故を起こしても何とか保険で処理できるという、事故処理に対する他者

への依存性が強まっ泛ことも考えられよう。さらに、自動車を衣服のようなファ

・ソションとして捕える若者の風潮は、安全性よりも快適性を重視する傾向をも彪

らし海といえよう。

この間、交通事故防止を国家的重要事項として取り組んだ政策のもとで、交通

安全施設等の整備は、特定財源の確保を含む交通安全施設等整備事業などの法制

的裏ずけにより飛躍的に進んだ。(図1-2参 照)し か しながら、交通安全対策の

財源に関する国の予算額の推移をみると、行政改革推進のもと大幅な増額を望む

ことはできない状況にあるといえよう。(図1-3参 照)特 に、道路交通環境の整

備に関しては、その対策の有効性が今後一層問われる情勢にある。だとえば、都

市部における歩道整備などにみられるように、用地の確保に時間、費用を多く必

要とされるものに関しては、計画の見直しが必要になってくると思われる。(図

1-4参 照)
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2.交 通安全対策に関する従来の研究

交通事故を削減するための施策は、大きく、道路交通環境の整備、交通安全教

育 ・活動ならびに交通規制 ・取締りに分けられる。このうち、本研究が分析の対

象として主に取り扱う項目は、道路交通環境の整備に関しだものである。その中

でも、交通事故多発地点の発見、交通安全対策効果の評価に関しだ課題を取り扱

っており、以下に、それに関連しだ従来の研究について述ぺる。

(1)交 通安全計画の立案

a)交 通安全計画のシステム化

米国においては古 くからこの課題に取り組んでおり、交通磆究委員会(T.R.B.)

か ら1975年に道路交通安全対策のマニュアル(Mea七hodsforEvaluatingHighway

SafetyImprovement)1》 が発行されている。この米国の道路安全管理システムは、

今日もなお、日本における交通安全計画立案に参考となる所が大きい。すなわち、

わが国においては、このようなシステム的な計画が作成されないまま、交通安全

対策に従事しだ担当者の試行錯誤的な経験によって、対策を実施することが多か

っだからである。上記マニュアルが示す交通安全計画評価システムの手順は、次

の6段 階から構成されている。

①危険箇所の発見 ②安全対策代替案の選出 ③代替案の評価と優先順位の決定

④安全対策の設計、実施 ⑤安全対策の事後評価 ⑥安全計画の総合評価

まだ、1981年 にOECDか ら、各国の交通安全対策の評価方法について比較検討し

だ報告書2)が 出版されている。

これらの国において実行されている交通安全計画は、交通安全対策の予算措置

の立案にさいし、計画 ・プログラム ・予算システム(PlanningandProgramming

BudgetingSystems)を 採用 している点に特色がある。特に、米国においては、

対策種類別に交通安全対策の費用効果値を推計しており、その資料を活用しだ予

算配分の立案がなされている。3).4fし かしなが ら、PPBSに よる計画の推進には

中央集権的な機能が要求されたこと、大量の基礎データが必要なこと、さらには
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PPBS手 法の根幹 をなす費用効果分析 の開発が不十分 であ ったこと、石油危機 の

発生な どにみ られ るような不確実性 への対応ができなか ったことなど、当初 の計

画 どう り推進す ることは難か し点 が指摘 されている。5).6iわ が国においても、

1973年 千葉県・yおいて信号機、歩道 の整備に関する先駆 的分析がな されている。

しか し、 この例 においても、効果指標 の不十分性、実証デ ータの未整備な どの課

題 が残 されている。7)

その後の米国の動向をみ ると、連邦政府、州 など行政段 階の比較を前提 と し炬

交通安全対策の事前事後分析の評価が地道に行 われ、計画 の立案 に供されて いる。

8)9)・ 働 わが国においては、斉藤iPが 交通安全問題 をシステム ・マネージメン

ト問題 として再検討 している。 また、大蔵 らの グル ープ12)に よって交通事数防

止対策の策定 プロセス案の提示がなされ てい る。最近では、各方面か ら交通安全

対策に関 して、 「安全性」のみな らず 「安全 ・円滑 ・快適 」、 「地域 との合意」

などを考えだ新 しい視点か らの提言 がな されている。13)・1A7・15)

b)交 通事故 による社会的損失

つぎに、交通安全計画の立案 を考 えるさいに、欠 くことがで きな い問題 である

交通事故に よる社会的損失について述べ る。わが国では、日本交通政策研究会の

プロジtク トと して、19?7年16)、1979年177、1986年Z$)に 、 これに関 した調査

研究 がなされてお り、米国におけ る1983年 の報告書19}の 紹介 も行 っている。 こ

れ らの調査研究は、被害者の救済 や自動車保険料率 を考 える基礎資料 と して利用

されてい る。交通事故 による社会的 ・経済的損失は、1982年 の 日本 において約3

兆3千 億円とな り、国民総 生産額の約1.3%を 占めると推定 されている18i。 この

うち人 的損失、物的損失の構成率 は、それぞれ50%、25%と 推定 されてい る。 こ

れ らの損失額を推定す るさい、交通事故の損傷程度 に対応 しだ交通事故ヂ ータの

整備 が必要 とな る。この点 に関 して、 日本 は米国に比べ、かな り遅れ をとってい

るように思われる。特に、物損事故(PropertyDamageOnlyAccidents)ヂ ータ

の記録、管理、運用 について、わが国では明確な方針 が確立されておらず 、今後

の大 きな課題 とな っている。捌 ・2Pそ れに対 し、米 国な らびにヨーロッパ諸 国

における物損事故デ ータの情報の管理 、利覆については、 日本 に比べい くらか進

んで いるといえる。2)・9)・22)

c)黄 用便益分析 、費屠効果分析
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先 に示 し泛米国の交通安全計画手順 において、第3段 階 に位置 ずけ られ 炬安全

対策代替案の評価 、優先順位 の決定 に用い られ る分析手法 と して、費用便益分析

(Cost-BenefitAnalysis)、 費用効果分析(Cost-EffectivenessAnalysis)が

ある。費用便益 と費用効果の相違 は、対策の効果 を経済的単位(金 銭)で 計量 で

きるか否か による。一般 に、費用効果分析 の場合、効 果 として交通事故減少数、

交通事故減少率が使われ る。 これ らの分析 に用い られ る一般的な手法は、事前事

後分析(Before-and-AfterStudy)で あ り、安全対策の事前 と事後 におけ る交通

事故数 や交通事故率 の変化 をも とに、安全対策投資額 あた りの事故 減少数な どが

計算 され る。さ らに、事前事後分析の評価に関 しては、事故減少率の分布 の検定

に より検討 され ることが多い。23》.24)

この ような研究例 として、19?6年 の米国運輪省 による"TheHighwaySafety

NeedsReport"が 有名であ る。 これは、1977年 以降10年 間に実践 され る37項 目に

わた る対策の費用対効果を提示 し、国な らび に州 レベル で行 う実行計画 を示 した

ものであ り、D.R.T,illi・g・5・、T.A.H・U26'に よ腰 約 されてG'る ・最近 では・

M.」.Stel、lenl27・ による各種対策の複合効果 に関す る研究・」・Ad・・s28'の シー ト

ベル トの効果 に関す る研究な どがある。わが国では、1969年 日本交通科学協議会

の委員会29)に よる先駆的な アブローチ を経 て、1980年 日本交通政策研究会30)

が本格 的な分析 を行 ってお り、い くつかの交通安全対策の費用対効果が示 されだ。

しか し、この結果 については、分析に用い泛デ ータの制約か ら、対策間の優先順

位の決定、他箇所への適用、対策の併用効果な どについて未解決の点 が残 されて

いる。 また、栗本31)は 案 内標識の設置効果 について報告 している。

(2)交 通事故危険箇所の発見

危険箇所の発見は、交通安全対策の策定プ ロセスにおいて第一段階の作業 とし

て位置づけ られてい る。危険箇所 と しては、カーブな どの地点(Sp◎ 七S)、 交差

点(int,,secti。,s)、 道路区間(HighwaySecti。 ・s)が あ り・各箇所乙こ対応 し

だ検討 をしな ければな らない。危険箇所 を発見す るだめ に、種 々の交通事故指標

が用 いられている。

a)交 通事故指標

交通事故指標は、交通事故危険箇所の発見のみな らず、交通安全対策の効果の
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判定にも用いられ、交通事故分析における重要な尺度である。交通事故指標に関

する詳しい検討は次章以降で述べるので、ここでは簡単に触れておく。

斉藤32)は 、交通事故の危険度評価法をマクロ ・ミクロ的に整理し、交通事故

指標を概説している。同様なものとして河島as)の 報告がある。ま炬、建設省土

木研究所においては、全国の国 ・県道を対象としだ区間ならびに交差点の事故率

に関して、詳細な調査結果をまとめ報告している。34).35)一 般に、交通事故指

標の開発は、交通事故発生数と関連の深い自動車交通量など道路交通要因を駆使

して作成されるが、運転者の意識、行動特性などを取り込んだ指標の開発も、わ

ずかであるがなされている。36)

また、最近では、交通事故データを用いずに、実際の交通場面において、道路

利用者の交通挙動を画像に収録しだ資料をもとに、危険行動を計量化する錯綜手

法(ConflictAnalysis)の 開発がなされている。37)日 本においては、池之上38)・

3y)山 田401ら によって研究がなされており、交通事故率に代わる新だな危険度指

標として注目をあびている。しかしながら、コンフリクトの存在についての客観

的な検証が難しいこと、分析方法の妥当性の検討が不十分なこと、実測データの

解析に多くの時間を要することなどの課題が残されている。

b)危 険箇所の発見

交通事故の危険箇所を発見する手法には、①事故件数によるもの ②事故率に

よるもの ③事故率コントロール法(RateQualityC◎nもr◎lMeathod)に よるも

のなどがある。

①の事故件数による手法は、道路路線網図あるいは交差点現況図の上に、交通

事故発生地点をプロットした図面を用い、危険箇所を選定するものである。わが

国では、路線別事故類型図、ピンマップとして、主に警察関係者により作成され

ている。この手法の欠点は、交通事故発生地点の地図への特定化作業が難しいこ

と、人手を要すること、分析対象箇所が隈られること、地図の縮尺が小さい場合

に危険箇所の選定が困難なことなどがあげられる。

②の事故率法は、対象とする箇所の事故率を、それら一群の平均事故率と比較

し、危険箇所を選定するもので、通常、①の方法と併用されている。

③の事故率コントロール法は、現在、国の内外を問わず、最も使用されている

手法であり、品質管理限界により求め距限界事故率を基準にし、危険箇所の選定
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を行 うものである。34).41).42》.43)し か しなが ら、この手法は、各年 において

選定 され る危 険箇所が事故率 の高い同一の箇所に偏 る傾向 にあ り、選定箇所 を中

位以下 とした場合 には、限界事故率の近 くに数多 くの選定対象箇所 が出現 し、選

定が困難 にな るという問題が残されてい る。

c)危 険箇所の発見 に関す る近年の問題点

危険箇所の発見 に関す る近年の問題 として、平均値への回帰(Regressionto

Mean)、 転移(Migration)の 問題が ある。前者 につ いては、E."auer44)・45)が

投げか けた問題で ある。事前事後分析の効果 を評価す るさい、 ある年度 に安全対

策 を実施す るため に選定 され 泛危険箇所 は、選定 の対象 とな っ炬箇所 の中では、

平均値 あるいは限界値 よ り高い事故率 をもつものであ り、次年度 は前年度 より低

い事故率 にな る確率が高い。Nauerは これを統計的に示 し、その補正方法 を提示

している。 この統計的な偶然変動 を取 り扱 っ泛ものと しては、C..Abbess46)の 研

究、岡本47)ら の研究な どがあ る。

後者 の転移問題 とは、ある危 険箇所の安全対策 により、その箇所 での交通事故

は減少 す るものの、隣接 し拒他の箇所 において交通事故が増加す る可能性が ある

ことを示 したもので あ り、A。」.Boyleら48)に より提起され炬。 これに対 し、実

際にその ような事実があ るか否かについての議論がな されている。49).50)

まだ、 これ らの問題提起 によ り、危険箇所の発見法 を再検討す る動 きが起 こ り、

交通事故の発生頻度の分布特性 に関す る研究な どが再び活発 とな って きて いる。

51).52)

3.本 研究の目的と意義

わが国では、昭和52年 を境として交通事故は減少傾向から増加傾向へと反転し

ており、過去15年 余 りにわだり精力的に整備され拒物理的な交通安全施設などに

よる施策のあり方を見直す気運が起こってきている。53)ま た、新だな交通安全

対策理念を再構築すべきであるという声が高まっている。54)そ こで、これまで

に実施されだ交通安全対策の問題点を整理してみると、次のようになる。

① 交通安全施設等の整備があまり行われていなかっだ時期においては、どん

な対策でも実施すれば顕著な効果があがった。しだがって、あえて対策効果
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の評価をする必要性は少なかったといえよう。そのような環境下では、対策

効果の評価に必要な各種の基礎的データの確保は軽視される傾向にあった。

その炬め、昭和46年以降の急激な事故減少の原因究明に関しても、十分な研

究がなされていない実状にある。

② 交通安全対策の効果の評価手順が未整備であっだため、安全対策に関する

情報は1安 全対策を担当する者の経験としては蓄積されたが、情報処理機器

の未発展な事情も手伝って、他の担当者ならびに組織へは十分に活用されて

いなかったといえよう。

③ 交通安全対策をシステム論的にとらえ、科学的手法を用いた分析手順が開

発された今日においても未解決の課題が残されている。すなわち、分析に使

用される各種データの蓄積が不十分であること、同一地点での交通事故発生

L関 する偶然性の高さなどから起こる、対策項欝の優先性、他箇所への対策

の適用性、対策の併用効果に関する問題がそれである。さらに、安全性と円

滑性、対策に付随した新たな問題の出現など、安全対策の トレードオフ問題

についても十分に究明されていない。

④ 危険箇所の選定に関して、事故多発箇所のほとんどは過去何らかの対策が

すでに実施されている。したがってa危 険箇所の選定ランクを中位、下位に

下げた場合、その選定基準の妥当性、対策効果の評価法などをさらに検討す

る必要がある。

このような問題点を踏まえ、本研究では、将来のための基礎資料として、社会

環境の変化に対応した交通安全対策の策定を確立するにあ炬り、対策実施主体別

の交通安全対策評価法について検討を行うことを目的とし泛。すなわち、地域性

を考慮した新しい交通事故指標についての評価を試み、交通安全対策の効果分析

に対して一つの方法を提案したものである。

本観究では、分析の対象として都道府県、警察署管内、市町村、小学校区、横

断歩道ならびに信号交差点と、多様な地域段階 ・地点を選んでいる。このように

分析対象を多く設定した理由は、今後の交通安全対策の理念は交通安全問題に対

する意識(自 由な意志に支えられだ道路利用者の遵法性、交通安全に関する地域

住民の合意)の 向上化により、形成されていくものであると考えたことに起因し

ている。すなわち、そのような地域段階 ・地点ごとに交通安全対策の策定手順は

一9一



検討されるべきであり、ここに各段階ごとの交通事故分析、交通安全対策評価の

必要性があるものと考えている。

まだ、本研究では、従来あまり取り扱われていない物損事故に焦点をあてた分

析を行っている。物損事故データは、データとしての信頼性が一一定水準に達して

いる場合、人身事故データの希少性を補うものとして、データの利用が可能とな

る。したがって、分析データ数が増えることにより、これまで統計的処理ができ

にくかった中小規模交差点の分析を行うことが可能になるといえよう。

さらに、交通事故データを記録化している警察においては、今後のOA化 の進

展に併い、警察署単位での交通事故情報の蓄積化が進み、現場担当者の経験を活

用できる機会が高まるものと思われる。その際には、人身事故のみならず物損事

故データについても適正な交通事故調査項目の選択を行い、両データを電算機に

記録化することにより、交通安全対策の推進に貢献できるものと考えられる。

4.本 研究の構成

本研究は8っ の章によって構成されている。そのうち、交通事故データとして

物損事故をも考慮し炬分析は、第2章 と第7章 のみであり、第3章 から第6章 ま

では、データ収集上の制約から物損事故を加えて分析することができなかっだ。

分析目的ならびに分析対象により、物損事故データの利用の有効性は違ってくる

と思われるが、第4章 の市町村の交通事故特性に関する分析、第6章 の小学校区

における交通安全対策の各種指標の関連分析に対して、物損事故データを加えた

分析をするならば、より詳しい成果を得ることができるものと考える。各章の内

容の概略は次の通りである。

第1章 では、まず、本研究の背景となっている交通ならびに社会環境の変化に

ついて述べだ。次に、交通安全対策に関する従来の研究を、交通安全計画の立案、

交通事故危険箇所の発見と大きく2つ に分け整理 しだ。続いて、本研究の目的と

意義について述べた。

第2章 では、従来、取 り扱われることの少なかった物損事故について、統計的

な見地から説明を行い、次に、物損事故をも含めた交通事故指標の開発を行っ泛。

引き続いて、いくつかの地域段階 ・地点に対し、指標の適用を試み、各段階 ・地
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点別の事故率の代表値を提示しだ。

第3章 は、都道府県を分析対象としたものである。 「交通事故の発生は、地域

の社会経済の活動量と交通安全対策の蓄積量によって説明される」という事故モ

デルを開発し、将来の安全対策量を設定した場合、各地域の安全対策の効果がど

の位になるかについて検討した。

第4章 は、市町村を分析対象としたものである。事故当事者の居住地など市町

村の地域特性を反映した交通事故指標を作成し、地域の道路交通条件を表す説明

因子により、交通事故の安全性に関する市町村の判別を行っだ。さらに、市町村

の地域類型ごとの交通事故指標の推移により、交通安全対策のあり方について検

討した。

第5章 は、居住区に最も近い小学校区を対象とした分析である。まず、小学校

区における交通安全対策の分析フローを示し、学区別交通事故率の検討を行った。

次に、住民の交通安全対策に対する認識 ・評価 ・要望の実態を把握する目的で行

っ泛住民意識調査の結果についてまとめ泛。さらに、その結果をもとにした交通

安全意識の計量化を行い、交通事故率ならびに地区における交通安全施設 ・交通

規制の整備水準との相互の関連性について考察した。

第6章 は、歩行者横断施設を対象とした分析である。歩行者事故の発生地点を

横断歩道施設からの距離帯により区分し、道路交通要因ごとにその危険性を評価

し1と。次に、道路交通要因を説明変数として、歩行者横断施設の危険度モデルを

作り、その結果について検討した。

第7章 では、再び物損事故デ ータをも用い、信号交差点を対象として分析を行

った。まずi交 差点における事故指標 として、重み付き事故率の優位性を示し炬。

つぎVy、交差点における交通事故発生件数の経年変化について考察した。さらに、

交差点改良事業)yLおける事前事後分析のための評価指標の開発を行い、その妥当

性を明らかにした。

最後に、第8章 で本研究の結論と交通事故指標の有効的利用について述べた。
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第2章 物損事故をも含め た交 通事故指標 とその評 価D・2》 ・3)

1.は じめに

2.物 損事故統 計につ いて

3.物 損事故をも含めだ交通事故指標の作成

4.交 通事故指標の地域段階 ・地点別評価

5.ま とめ



1.は じめに

衆知のごと く、警察機関な らび に新聞などの報道機関 によ り公表 される交通事

故は、人身事故 に限 られ ている。 しか しなが ら、交通事故 には人身 事故の ほか に

物損事故があ る。物損事故の件数 の規模につ いて は、確定が困難であ るといわれ

ている。図2-1に 示す ように、警察&'報 告 された事故 のほか に、暗数 として夫報

告 とな ってい る物損事故が存在Vて いるか らである。

交通事故数

被害度

物損事故 人身事故

図2-1被 害度による交通事故数の分布

(注)物 損事故と人身事故の分布が重なっている部分は、

物損から人身への変更があることを示す。

わが 国において物損事故を扱 った研究は、非常 に少 ない。海外に おいては、物

損事故 の問題 は古 くか ら扱われている。例 えば、P一⑪.Ro◎smarkら4)は 、交通事故

のデ ー タを、警察署 あるいは保 険機関への報告事故 と未報告の事故 とに分類 し、

入身な らびに物損事故の量 を推定 して いる。 また、発生規模か らみ ると、物損事

故 は事故の潜 在的 な可能性 を表す錯綜(Conflices)、 回避行動(EvasiveActi-

◎ns)に 続 く大 きさにあることが明 らか とな っている。5)・6)本 研究 は、 この物損

事故デ ータをも用 いだ交通事故指標 の開発 を行 うもの である。これまでに、種 々

の理 由か ら利用され ることの少 なか っだ物損事故デ ータを有効 に活用す ることが

で きれば、今後、 よりきめ細かな交通安全対策の資料 として役立つ ものと思 われ

る。たとえば、特定の交差点 などに対 し、交通安全対策を実施す るさいには、物
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損事故データをも加えた検討が有効であると考えられる。

このような視点から、本章では、第一に、物損事故の定義ならびにその取り扱

いについて述べ、第二に、人身事故に物損事故をも加えた交通事故指標の開発を

行った。第三に、都道府県、警察署管内、小学校区、交差点ならびに高速道路と

分析対象を段階的に設定し、交通事故指標の評価を行い、各地域段階 ・地点にお

ける、交通事故指標の目安値を求めることにし炬。最後に、結論ならびに課題に

ついて述べだ。

2.物 損事故統計について

(1)物 損事故の定義

物損事故(Property-Damage-OntyAccidents)と は、その字のごとく人身事故

でない交通事故をさす。法的には、道路交通法7)第 二節r交 通事故の場合の措置

等d中 、第72条 一項前段に定義されており、 「車両等の交通による人の死傷又は

物の損壊」のうち、物の損壊に限定しだ事故であり、物の全部あるいは一部の効

用を害することと解釈される。まだ、物損事故は物件事故と呼ばれることもある

が、以下、物損事故と呼ぶことにしだ。

(2)物 損事故統計の取 り扱いについて

a)交 通事故報告義務について

前述の道路交通法同条同項後段には、事故当事者の事故報告義務が記されてい

る。要約すれば7)、 事故当事者は警察官に対 して、①交通事故が発生した日畴・

場所 ②その交通事故における死傷者の数および負傷者の程度 ③損壊した物お

よび損壊の程度 ④その交通事故について講じだ措置を報告しなければならない。

このさい、交通事故が人身事故であるか物損事故であるかを問わないのが原則

である。しかしながら、軽微な物の損壊のみによる物損事故の場合、事故当事者

はその報告義務を怠ることが多いといえよう。

通例、交通事故報告を受け炬警察側は、事故原因を捜査し、実況見聞を行うこ

とになっている。特に、人身事故の場合には詳細な調査がなされる。このような

調査は、業務上重過失傷害、道路交通法違反被疑事件としての資料のための調査

として行われる。8)一 一
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さて、物損事故の場合となると、交通事故報告を受けた警察側の対応として、

事故発生現場ly.Lい て実況見聞を行うことは少ないようである。交通事故当事者

の警察署への届出により、事故証明書のもとになる事故報告書を作成しているの

が実情であり、物損事故に対する警察側の対応は、地域によりかなりの相違があ

ると推測される。この問題については、本研究では深くは触れないが、今日の警

察の人員能力では、多大な物損事故の実況見聞業務に対処することができないこ

とに原因があるものと考えられる。9)4日 》

b)物 損交通事故統計について

今日、交通事故統計とは、人身事故統計のことをさしている。高速道路上での

事故の場合を除いて、物損事故統計は信ぴょう性が低いとして、警察庁をはじめ

各都道府県警察本部では、物損事故に対する統計に注意を払っていないようであ

る。警察庁の発表する全国合計慎でみても、昭和41年以降、物損事故統計の公表

が中止されている。

しかしながら、近年に至り(昭 和54年 ぐらいから)物 損事故統計の集計化が再

び進め られているようである。U)各 都道府県の警察本部において毎年刊行され

ているU交 通事故統計書dを みると、約半数の都道府県において、県計ならびに

警察署別の物損事故件数を公裘している。

このような背景には、自動車事故の保険請求の手続きが厳正になりつつあるこ

とが関連しているものと思われる。すなわち、交通事故による自賠責保険、任意

保険の請求には、事故届け出にもとずき自動車安全運転センターなど公的機関が

発行し拒人身事故あるいは物損事故の 「事故証明書」の提出が必要である。しか

し、近年、不正請求や無届け事故による保険請求が多発し、12>保 険収支の悪化

が進んでいる。このような状況下、交通事故の記録化を担当している警察当局に

おいて、物損事故統計についての対処が変ってきているといえよう。13).14)ま

だ、警察当局においても、物損事故統計の蓄積、活用化を望む声が高まってきて

いる。15)・i6)

以上のような背景を踏まえると、近年における物損事故データは、暗数として

の未報告の部分があるものの、限られだ期間で、限られ炬地域 ・地点を、分析す

るさい〉〉>Yt-1(、有効なデ ータとして利用できるといえよう。そのような海外の例と

して、交差点における信号設置の効果を評価したものe17)安 全施設設置の費用
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対効果について述べ たもの18}が あ る。国内 においては、事前事後分析 と して、

単純な比較 をしだ例があ る。19).20).21).22)

3.物 損事故 をも含めた交通事故指標 の作成

(1)交 通事 故指標の作成

交通事故指標 を作成す る意義 は、交通安全対策 を実施す る主体にとって、対策

の 「種類」が所与であれば、対策 を実施す る具体的箇所 を選定 す るさいに、 ある

いは、対策の 「箇所 」が所与であれば、対策の種類を決定す るさ いの尺度 と して

利用す ることに あるといえる。さ らに、それ らの具体的な対策の効果 を判定す る

さいの評価尺度 としても用 いられる。

交通事故指標 は、一般 に次の3つ に分け ることがで きる。

第1は 交通事故数(Accidents)で あ り、交通事故の発生数そのもの の大 きさ

を表す 「絶対数」であ る。一般的には、絶対数 は他の対象 とは直接比較 がで きな

いものの、同一対象 に対 しては、その 「前年比(減)」 という努力 目標 の結果 と

して使われ、使用頻度の高 いものである。例えば、 「死者何人」 とい う表現 は一

般市民に対 しての アピール性が高い。 しか しなが ら、科学的 に詳 しい考察 を行 う

さいには十分な注意が必要 であ り、本分析では取 り扱 っていない。

第2は 、交通事故率(AccidentRates)で あ り、交通事故数 を何 らかの基準変

数 で除 した 「比率 」で ある。

A
R=:一 ・・・…(2-1)

V
R:交 通事故率A:交 通事故数V:基 準変数

交通事故率(R)と いえば(2-1)式 をさ してお り、基準変数(V)と しては、

自動車走行台キロ、人 口、 自動車台数 な どが用 いられることが多 い。 この うち、

自動車走行台キロを用 いだ事故率が最も よく利用されるが、 自動車走行 台キロの

推計 は、主 として調査地点が主要路線に限定 された全国道路交通情勢調査(3年

に1回 実施 され る)の 結果 を用いることが多 く、路線 におけ る事故率 と しては有

効で あるが、個 々の地点 を対象 とす る事故率 には、資料 を直接利用 することに難

点が あ り、必ず しも適当で あるとはいえない。
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本分析では、分析 対象 に応 じて、デ ータの収集が容易な基準変数 を選択 し、人

身事故数のみによる人身事故率(R;)、 人身事故 と物損事故 を合計 し距総事 故数

による総事故率(Rt){yつ いて計算 を行 っだ。

Al
R;=・ ・・…(2-2)

V

Rt=A・-A・+A・ ……(2.3)
VV

ここで、Alは 人身事故数、Apは 物損事故数、Atは 総事故数 を表 している。 ここで、

人身事故 に対 して物損事故の数が大 きな場合 、総事故率 は実質的 に物損事故率 に

近似 したものになる。

第3は 、交通事故指数(.AccidentIndexes)で あ り、交通事故数 の対比な らび

に交通事故率を罵いだ合成変数な どをさ して いる。海外 においては、人身事故と

物損事故 を合成 しだ交通事故指標がい くつか開発 されている。事故 当事者の負傷

度や物損の大 きさによ り交通事故 を分類 し、それぞれに率や係数 を与 え交通事故

の計量化 を行 うもので、 この係数 は簡素係数(SeverityFactor)と 呼ばれて い

る。23)そ の ような例の一つ として、K.R.Agentz°)に よる物損事故等価損傷指数

(Equivalent-Property-!..;.-OnlyAccident)を 示 す。

EPDO=9.5(K+A)+3.5(B+C)+PDO・ ・・…(2-4)

ここで、Kは 死亡者数、Aは 重傷者数 、Bは 軽傷者数 、Cは 外傷 はな いものの

痛みが ある負 傷者数、PDOは 物損者数 である。同様な研究例 としては、Glenn◎n

25) 、Zegeer2s'.27'の ものがある。 これ らの指標 は、交通事故率 の算定 にも使用

され、交通安全対策の箇所選定 に生かされて いる。

本分析では、交通事故率 を補完す るもの と して、物損/人 身の対比(1)と い

う簡便な指標を下式の ように提案 した。

AP
I=......C2-5)

A;
1;物 損/人 身の対比AP:物 損事故数A;:人 身事故数
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(2)箱 型図の説明

以下の分析 において、 「探索 的デ ータ解析法」(ExploratoryDataAnalysis)

28)に よる箱型図を多 く用いて いる。 この解析法 は、 ①デ ータを集約 して得 られ

た統計量が、一部 の不適切なデ ータの影響を受 けに くいとい う抵抗性が高いこ と、

②残差 の分析 を重要視 していること、③デ ータの適 当な変換 による再表 現の分析

が しば しばなされ ること、④デ ータをで きる限 りわか りやす く図示す ることな ど

に特徴が ある。特に、本分析では事故率の分布 に焦点 をあて、一次元デ ータの分

布の特 徴を直感的に把握 するの に役立つ 「箱型図」を用 いている。

図2-2に 、箱型図の説 明を しだ。あ る一組のデ ータをその大 きさの順 に並べ炬

さい、中央の順位の値が 「中央値」(Median)で あ る。上 ヒンジとは、それ以上

にデ ータ数の25%、 それ以下 に75%の デ ータ数があ る値 をいう。下 ヒンジ とは、

それ以上 にデ ータ数の75%が 、それ以下 に25%が あ る値 をいい、50%の デ ータが

含 まれる上 ヒンジと下 ヒンジの距離 を 「ヒンジ散布度 」(HingeSpread;HS)

とい う。 ヒンジ散布度 は、標準偏差 と同種類の統計値である。標準偏差 は異常値

に対す る抵抗性が低 いの に対 し、順位をもとに算定 され泛 ヒンジ散布度 は、抵抗

性が高 いといえる。さ らに、 「内境界点」、 「外境界点」とは下 式で計算 され 炬

値であ る。

内境界点=上(下)ヒ ンジ ±1.5×HS ・・・…(2-6)

外境界 点=上(下)ヒ ンジ ±3.0×HS

「内境界点の隣接値」 とは、 ヒンジ寄 りの範囲内で内境界点 に最も近 い観測値

をいう。 まだ、 「外 れ値」 とは、 この内境界点 を超 えた区域の観測値の ことをさ

し、デ ータの分布 の中央部か らの隔 た りが大 きいものをさ し、 「外側値 」と 「極

外値」があ る。標準正規分布を箱型図で裘 した場合、中央植 は平均値 と同 じ0で

あ り、上(下)ヒ ンジは+(一)0.6745、 ヒンジ散布度は1.349(≒4/3)と な る。

ヒンジ散 布度の3!2倍 は2.0235(≒2)で あ り、内境界点は ±2.698(≒2+

2!3)と な り、分布 に対 し外 れ値が 占め る確率 は、両側で0.7%に しか すぎな い。

な お、平行箱型図 とはい くつかの観測データ ・指標を検討す るだめに、箱型図 を

な らぺだものである。
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図2-2箱 型図の説明

(3)分 析デ ータ

本分析で用い泛交通事故データの一覧を表2-1に 示す。分析対象として都道府

県、高速道路、警察署管内、小学校区ならびに交差点をとっている。分析Y用 い

泛交通事故の期間は各対象異なっており、5年 間の累計値あるL・は1年 間の値を

用いた。また、交通事故数として、人身ならびに物損事故の発生件数を用いだ。

4.交 通事故指標の地域段階 ・地点別評価

(1)都 道府県における分析

a)府 県別物損事故件数の予測

図2-3は 、東京、北海道、沖縄を除 く44府県{yVJLける昭和55年 から59年の物損

ならびに人身の累計事故件数をプロットしたものである。また、図2-4は 、昭和

59年 中における県内の警察署管内別の物損事故件数が判明している18県について、

物損/人 身の対比(Dを 、県ごとに図示した平行箱型図である。
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表2-1本 研究で用い拒交通事故データ

対 象 期 間 内 容 資料の出典および調査

①r交 通統計」、全日本交通
安全協会

高速道路"② 蔽 灘 韈 怠 日本道

③日本道路公団名古屋管理局
のデータを閲覧調査した。

ad
55-59程 ①各都道府県の擦 本鮫 通
累 計 部に対し電語でヒアリング

都道府県 端 ②攤 購 魏 岐矍

した。

警察署 物鰍 ①,職 編 通軸'愛

管 内 昭和59年総件数 雛 糶 幕暴鬻
察署

ならびに名東警察署が保管

小学校区 翻 姦騰1臨 嬲
昭和57年 事故について必要な箇所のみを転記した

。

交差点 驪 蒹讌 飜}
物損(3320件)

図2-3都 道 府県別の物損 、人身事故の散布図

淦b昭 和5葺 ～59年 の累訐の事散件数.」 一.齒 ・一.
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図2-4県 別警察署データによる物損/人 身の対比(1)

注1)昭 和59年の県(T～K)別 事故件数から作成

これ らの図 より、府県別の物損事故デ ータは、府県間格差が大 きい。物損/人 身

の対比(1)の 値 は、本来 それ ほど大 き く変動 しないと仮定 すると、物損 事故の

統計化の方法 に関 して府県 問に相違があることが推測 され る。

そこで、 い くつかの説明変数 を用いて、都道府県別の物損事故件数 く年 間)の

予測 を、重回帰分析 によ り行 な ってみた。その結果、つぎの最終結果 を得 た。

P⑪=-4924+56.1X璽+8.81×2-11.OX3・ ・・…(2-7)(F=
9.86)(F=185.6)(F=61.7)

重相関係数=0.923ダ ービン・躰労比=1.28

PO:物 損事故件数(件 、昭和55～59年 の累計値の年平均)

X1:道 路面積 巛m2、 昭和58年4月)

X2:警 察官政令定員数(人 、昭和5マ年)

X3:ひ き逃げ、不申告事件交通事故(件 、昭和55～59年 の累計値の年平均)

(2-7)式 で採 択された説明変数 は、警察 における業務 の多忙さ と関連 の深 い変数
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とな ってお り、物損事 故デ ー タの地域 的な特性が反映 されたもの といえ る。

b)県 別の交通事故率の算定

っぎに、県別の人身事故率 な らび に総事故率 を算定 し彪。基準変数 と しては、

種 々検討 し!4結 果、次 の3変 数 を用い ることに した。

①P:夜 間人 口(千 人)

②V:登 録 自動車台数(千 台)

③R:自 動車走行台 キロ(億 台 キロ年)(一 般国道 、都道府県道 における昼

間12時 間交通量〕

ま炬、交通事故数 としては、次の3変 数 を用 いた。

①1⑪:人 身件数(実 際値)

②TO:人 身件数(実 際値)+物 損件数 く実際値)

③TP:人 身件数(実 際値)+物 損件数(予 測値)

ここで、◎ の物損件数(予 測値)は 、(2-7)式 に より推定 したもので ある。

上記 の変数の組 合せ よ り、事故率 は以下 の9種 類の ものがで きる。こ こで 、記

号の始 め2文 字 は交通事故数 を示 し、残 り1文 字 は基準変数 を示す。

人身事故率IQP,iov,VOR

総事故 一 一一一一 一TOP,TOV,TOR;TPP,TPV,TPR

なお、これ ら事故率 の算定 は、東京、北海道、沖縄を除 く44府 県につ いて行 っ

てお り、1年 間の事故発生率であ る。

図2-5は 、各事故率の値 を箱型図で図示 したもので ある。 これ によれば、各事

故率 ともに、予測値 を用いた総事故率 の方が、実 際値の総事故率 に比べ、変動幅

が小さ くな っていることがわかる。

袤2-2は 、各事故率の要約値 を示 し叛もの である。夜 間人 口当 りの事故率でみ

ると、人身事故率では約4件/千 人 、総事故率で は約15件/千 人 とな る。自動車

台数 あた りの事故率 でみ ると、人身事故率では約20件/千 台、総事故率 では約74

件/千 台とな る。さ らに、自動車走行台キロあ泛 りの事故率でみると、人身事故

率では約174件/億 台 キロ年、総事故率 では約600件/億 台キロ年 とな る。
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事故率 基準変数 単位 MED NS MEAN SD

人 身
夜間人口車総台数

車走行台km

件/千 人
件/千 台
件/億 台km

4.1

18.6

170

i.8

97

4.3

12.1121.4

185

1:3

7.2

78

総

(実)

夜間人口
車総台数
車走行台km

件/千 人
件/千 台
件/億 台km

15.2
73.9

631

6.5
38.2

257

15.8
78.7

681

4.2
25.4

298

総

(予)

夜間人口
車総台数
車走行台km

件/千 人
件/千 台
件/億 台km

15.1

73.9

570

3.3

22.1

216

15.6

76.9

669

3.5

19.6

278

図2-5夜 間人口、自動車台数、自動車走行台キロによる 一

人身事故率ならびに総事故率の箱型図

(注1)事 故率の記号3文 字のうち、初めの2文 字は交通

事故数を表す。最後の1文 字は基準変数を表わし、

Pは 夜間人口、Vは 自動車台数、Rは 自動車走行

台キロを表す。

表2-2都 道 府県別の交通事故率 の要約値

(注1)MED:中 央 値NS:ヒ ンジ散 布度
MEAN:平 均 値SD:標 準 偏差

(注2)事 故 率の算定 は5年 間の事 故数 を用 いて行 ったが、

事故撃の値 は1年 間にお け る発生率であ る。

(注3)総 事 故率の うち、(実)は 実際の物損件数、(予)

は予測 した物損件数を用 いて計算 しだものであ る。
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以上の ように、府県を対象 としだ交通事故指標 の変動 は相 当に大 きい。 し炬が

って、府県において物損事故 を用 いた分析 は、県内での分析 にとどめるか、地域

特性が類似 しだ府県間での比較 に限定すべきであると考える。

(2)警 察署管 内における分析

ここでは、愛知県下の43警 察 署管内 において、昭和55年 か ら59年 まで に発生 し

だ交通事故の累計件数 をもとに分析 を行 った。

a)交 通事故率に よる検討

交通事故率の炬めの基準変数 として、次の6種 類 をとっだ。

① 夜:夜 間人口(千 人)

② 昼:昼 間人 口(千 人)

③ 車:自 動車発生集中(TE)量(千 トリツプ 日)

④ 免:免 許人口(千 人)

⑤ 台:自 動車総保有台数(千 台)

⑥ 走:自 動車走行 台キロ(億 台キロ年)

6種 類の交通事故率を、表2-3に 示 した。な お、交通事故率は1年 間 における

事故発生率で ある。

表2-3警 察署管内別の交通事故率の要約値

事故率 基準変数 単位MEDHSMEANSD

夜間人口 件/千 人40164217昼間人
口 件/千 入42i54319

人 身 毒齲 驪 プ2.29
.1

10.31.14.34.42.29.910.2°.74.23.0

車走行Km件/億 台Km989488goo8322

齲 俎 縡拜 炎22.°22.97.76.424.123.713.28.4

総 麑 言輪 鱗 ゼ11.548
.9、5.94.912.456.8・9.33.1

車 総 台数 件/千 台530251567209

車 走 行Km件/億 台Km5210266056161939

(注DMED:中 央値HS:ヒ ンジ散布度

(注、)爨 醤 鵬 鑼 舗 華故委攵を用いて行ったが、事故率

(注・)鑿鯊 響 驪 蠡靄鱗 響
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また、図2遍 は、6種 類の 人身事故率(R;)、 総事故率(Rt)の 平行箱型 図で

ある。い くつかの事故率の うち、夜間人口、昼間人 口による事 故率 は、R}な らび

にRtと もに同様の分布特性 を示 し、Riで は約4件/千 人、Rtで は約23件/千 人の

事故率 とな っている。

自動車発生集 中量 による事故率は、R;で は約2件/千 トリップ 臥Rtで は約12件

/千 トリツプ 日とな っている。

免許人 口、 自動車総保有 台数 による事故率 をみ ると、ほぼ似か よった値 をと り、

寂iでは約10件/千 人(台)と な り、Rtで は約50件/千 人(台)と な る。

自動車走行台キ ロによる事故率で は、程}が約100件/億 台キロ年、Rtが 約500

件/億 台 キロ年の事故率 とな る。なお、6種 類の交通事故率 は、いずれも正規分

布 にし炬がう分布形状 であることが確かめ られて いる。

図2-6警 察署別の人身事故率(Ri)、 総事故率(Rt)

の平行箱型図

(注1)図 中の夜、昼、車、免、台、走は、それぞれ、

夜間人口、昼間人口、自動車発生集中量、免許人口、

自動車総保有台数、自動車走行台キロである。
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b)物 損/人 身の対比(IP)

つぎに、物損/人 身の対比(IP)に ついてみると、 図2-7に 表 した両事故

の散布図より、人身事故が増加するにしだがい物損事故のとる範囲の変動幅が大

きくなるものの、線形関係は保持されていると解釈できる。中央値でみると、年

間にして人身事故が400件 か ら800件(図2-7で は2千 件から4千 件)の 範囲の

管内でのIpは4.0と なる。地域的にみると、名古屋市内の中心市街地に相当す

る管内では、人身事故に対して物損事故の発生度合が高いことがわかっだ。まだ、

全管内での平均値は4.7、 中央値は4.5と いう結果となった。

以上のように、同一県内の警察署管内を対象とした場合、交通事故指標の分布

特性は安定している。これは、同一県内では物損事故統計の取り扱いの規格が統

一されており、基準変数の多くが地域の特性をよく反映していることによるもの

と思われる。。したがって、警察署管内における分析では、物損事故をも含めた

交通事故指標の活用性が高いと考えられる。

物損事故件数(件)

30

21]

10

人身事故件数(件)

図2-7警 察署管内別の人身、物損事故の散布図

(注1)愛 知県下43警 察署の昭和55年 ～59年 の

累計交通事故件数より作成



(3)小 学校区におけ る分析

a)交 通事故率に よる検討

ここでは、名古屋 市の3っ の行政区の合計34小 学校区 において、昭和57年 中 に

発生L7L交 通事故 につ いて検討を行 った。

交通事故率に用いた基準変数は次の4種 類で ある。

① 夜:夜 間人 口(千 人)

② 昼:昼 間人 口(千 人)

③ 車:自 動車発生集中(TE)量(千 ト象1ジプ 日)

④ 道:道 路面積(na)

各種事故率の要約値 を表2-4に 示 した。 まiL、 図2-8に 、人身事故率(寂i)な

らび に総事故率(震t)の 平行箱型図を示 した。

表2-4小 学校区別の交通事故率の要約値

(注1)MED:中 央値HS:ヒ ンジ散布度
MEAN:平均値SD:標 準偏差

(注2)事 故率は1年間における事故発生率である。
(注3)基 準変数の車TEは 自動車発生集中量(千 トリップ)を 表す。

夜間人口および昼間人口による事故率 は、代表値で、R;は 約5件/千 人、Rtで

は約27件/千 人 とほぼ似た値 をとるが、その分布形状でみると、R;の 夜 間人 口に

よる事故率分布 はその分布の尖度が小さ く、中央 に固 まって い るの に対 し、Rtで

は昼間人 口に よる事故率の分布の尖度が小 さ くな って いる。

自動車発生集 中量 による事故率 につ いてみ ると、Riで は約5件/千h'JJ7° 日、

Rtで は約30件/千 トリップ 日となるが、その分布 の散 らば りが大 きい。以上の基準

変数による事故率の変動原因は、基準変数 の値 が小学校区 より広 い地域か ら小学
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事故率 基準変数 単位 MED HS MEAN SD

人 身
夜間入口
昼間人口
車TE
道路面積

件/千 人
件/千 人

縡猛跡

4.9
4.8

4.9
1.9

2.9

3.4

4.6
1.2

5.1

5.2

5.9
1.9

2.°

2.4

3.4

0.8

総
夜間人口
昼間人口
車TE
道路面積

件/千 人
件/千 人
件/手 トリップ
件/ha

25.0

26.5

27.6

10.0

19.1

15.8

34.6

7。0

29.0

29.1

32.9
10.7

14.0

14.6
19.4

4.5



校区へ按分された値で あるために、正確な小学校区デ ータとはいえず、小学校区

の地区特性 を十分に表 していない ことによるもの と考 え られ る。

な お、道路面積に よる事故率 についてみ ると、R;で は2件/ha、Rtで は10件/

haと 安定 してお り、分布形状 も正規分布に近似 してい る。

一

図2-8小 学校別の人身事故率(Ri)、 総事故率(R七)の 平行箱型図

(注D図 中の夜、昼、車、道は、それぞれ基準変数

夜間人口、昼間人口、自動車発生集中量、道路面積を表す。

b)物 損/人 身の対比(Is)

物損/人 身の対比(1,)に ついてみ ると、図2-9に 示 し炬両事故 の散布図か

ら明 らかなように、線形関係が弱まってい ることがわか る。中央値 でみ ると、入

身件数が40件 以下においては、1,は4.3で あ り、40件 以上で は1。 は6.7と な

っている。全小学校区でみた時の平均値は5.4で あ り、中央値 は4.3で あ っだ。

以上の ように、小学校 区を対象 とし拒場合、交通事 故の発生数 と地域特性 を表

す基準変数 との対応が とれな いだめ、良好な交通事故指標 を得 ることが困難であ

っJL。 しか し、道路面積 を用 い艶交通事故率 はい くらか有効であると思われ る。
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物損事故件数(件)

d,IJ

2Ll

人身事故件数(件)

図2-9小 学 校区別の人身 、物損事故の散布 図

(4)交 差点における分析

ここでは、名古屋市の中心部に隣接し幹線道路密度の高い熱田区、名古屋市東

部の新興住宅地域で市街地化が進行中である名東区の2つ の区域内の信号交差点

(熱田:84,名 東:147)に おいて、昭和57年 申に発生 しだ交通事故を対象として分

析を行っ炬。

a)交 通事故率による検討

一般に、交差点およびその付近において発生し泛交通事故を考えるさい、基準

変数のとり方が問題となる。理想的には交差点交通量が望ましいが、幹線道路iY

おける交差点を除けば、そのような資料を得ることは難しいといえる。そこで、

本分析では、交差点に交差する道路の車道幅員より、次の基準変数を用意した。

図2-IOZL示 すように、交差点に交差する1,2,3,4の 道路の車道幅員をそれぞれ

鴇,盟,W3.W4と し、次のような車道幅員和、車道幅員積を定義しだ。

車道幅員和=主 道路の車道幅員(Vl>+従 道路の車道輻員(W3)
……(2-8)

車道幅員積=主 道路の車道幅員(wl)× 従道路の車道幅員(鴨)
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ここで 、W1.鴨 は相対 する道路の車道幅員wz,w4に 等 しいか大 きいもの とす る。

聾 熱 欝;:ua>ua)

図2-10交 差点の道路幅員による指標作成の概略図

表2-5は 、熱 田区 における人身な らび に総事故件数 を、数量化理 論1類 により

分析 した結果で ある。これ によれば、車道幅員和 は事故に影響が大 きい要因 と考

え ることができる。佐 々木29)は 、交差点におけ る交通事故数 と相関の大 きい基

準変数 には、交差点流入交通量 あるいは車道幅員和 があ り、その相関の強 さはほ

ぼ等 しいとしている。そ こで、交差点事故率の基準変数 と して車道幅員和(m)

を用い ることにしだ。

図2-11は 、熱 田区、名東区な らび に両区の合計を対象 と して 、事故率 を算出

した結果である。事故率 は熱田区よ り名東区の方が高 くな っている。これは、名

東 区に比べ熱 田区 は幹線道路が多 く、車道幅員和 が大 きい ことの影響 と考 え られ

る。両 区の合計 で見 た場 合、人身事故率 は0.1件/m、 総事故率 は約0.5件/m

とい う結果 とな っ炬。

b)物 損/人 身 の対比(1。)

一般に、同一交差点 において人身事故が発生す ることは、非常に希な現象であ

り、偶然性 に左右され るため、物損/人 身の対比(1。)の 値 は、変動 が大 き く

なると考 えられ る。図2-12は 、熱 田区 におけ る信号交差点 の人身、物損事故の

散布図であ り、1。 の値 は人身事故件数が小さ い範囲(1件 か ら2件)で 、変動

が非常 に大 きい ことが確かめ られ だ。 一
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表2-6信 号交差点の交通事故件数予測に用いた変数の
カテゴリースコアー(数 量化理論1類 による)

(注i)分 析対象は名古屋市勲田区内の信号交差点である。

一

図2-11信 号交差点別の人身事故率ならびに総事故率

一35一

カテゴリーの デ ー タ カ テ ゴ リー スコ ア ー

説明 変数
内 容 の 数 人身事故 総事故

幹線道路の なし ai 一〇.28 一2 .26

本敵 1本 44 一〇.35 一〇.89

2本 is 童,11 9.56

十字路, 48 一〇.oz 1.54

交差点形態 斜め十字路 16 0.82 2.13

T字 路 12 一童 .03 一4.99

多枝路 8 0.04 一6 .02

9,0m未 満 23 i.si 2.77

主道路の車 9.0^-12.9m 21 o.ia 一〇.94

道幅員 13.0^-19.9m 22 0.03 一〇.73

20.Om以 上 18
一2
.23

一藍.55

1。25来 満 16 一〇 .ii o.a4

交差道路の 1.25^-1.49 13 一〇.92 一2.35

車道幅員比 1.50^-2.49 32 0.17 1.06

2,5以 上 23 0.36 一〇.32

11.Om夫 満 13 一i .99 一5 .99

交差道路の 11.0^-14.9m 13 一1 .89 一s .zi

車道幅員和 15.0^-21.9m 32 一〇.79 一3 .26

22.0^-31.9m 15 1.is 2.35

32.Om以 上 ii 5.27 20.69

35m2来 満 17 ・0 。88 一s.as

交差道路の 35^-49m2 13 一〇.03 一2 .89

車道幅員積 50^-64m2 13 0.04 一〇.25

65^-119m2 20 0.25 1.96

童20m2以 上 21 0.46 5.14



物損事故件数(件)

入身事故件数(件)

図2-12熱 田区信号交差点の人身、物損事故の散布図

ま拒、図2-13は 、両区合計の申から人身事故件数が0な らびに7件 以上の信

号交差点を除き、人身事故件数別の1。 の平行箱型図を表したものである。中央

値でみると、人身事故件数が1件 ならびに6件 の所で、1。 が4のU字 形にな り、

人身事故件数が大きい場合も1。 の変動が比較的高いことがわかっだ。

c)箱 型図を用いだ危険交差点の選出

図2-11に おいて、事故率が異常に高い 「外れ値」に該当する交差点を危険交

差点とし、図示しだものが図2-14で ある。これらの交差点の事故数の内容をみ

ると、人身ならびに総事故率ともに外れ値の交差点は人身件数が6件 以上の高い

件数であり、物損/人 身の対比(該 当する交差点の事故数を累計 しIL値)は3.7

であっ炬。人身事故率のみ外れ値の交差点では、人身件数が3件 以上で、対比は

0.5と低い値であり、人身事故件数が小さい場合でも、車道幅員の狭い小交差点

が選出されているのがわかる。総事故率のみ外れ値の交差点では、人身件数は1

～9件 の範囲にあり、対比は7と 高い値をとっており、人身事故率では選出され

なかっ炬比較的中規模の交差点が選出されている。

-36一



物 損1人 身(1、) 〔}の 数 は 交 差 点 数

c

1

1234b6

人身事故件数(件)

図2-i3信 号交差点の人身件数別の物損!人身の対比(1。)の 平行箱型図

'

線

(注)●:人 身事故痢ならびに総事故率により選出したもの

q:人 身事故率のみにより選出したもの

◎:総 事故率のみにより選出したもの

図2-i4交 差点事故Utzよ る危険交差点の選出

(名古屋市熱田区内の信号交差点)
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この よ うに選 出 され た交 差点 に関 し、 事故 発生 の 諸要 因 に つ いて も 検 討 す れ ば 、

物損 事 故 デ ー タは 、事 故 防 止対 策 の有 益 な資 料 と して 活 用 が 高 まる と思 わ れ る。

(5)高 速道 路 に おけ る分 析

高速 道 路 上 で は 、 自動 車 運転 者 に対 す る行 動 の制 約 が あ る ことか ら、一 般 道 路

に く らべ 物 損 事故 の把 握 が よ り正 確 に行 わ れ て い る。 こ こで は 、第YyL、 日本 道

路 公 団 の大 阪 な らび に名 古 屋 管理 局 内 の各 路 線 に お いて 発 生 した交 通 事故 に つ い

て、 第 二 に 、 日本 道 路公 団全 路 線 の 交通 事 故 につ い て分 析 を行 った 。 いず れ も、

昭和55年 か ら59年 まで の 累計 デ ー タを用 い 炬。 な お 、交 通 事故 率 の 検 討 は管

理 局 の もの に限 られ て い る。

a)大 阪 、名 古屋 管 理 局 内 の 路線 を対象 と した分 析

表2-6は 、 当該 路 線 の交 通 事 故率 と して、 自動車 走 行 億 台 キ ロ あ た りの 人 身事

故率(R;)、 な らび に総事 故 率(Rt)を 表 しだ もの で あ る。

表2-6日 本道路公団大阪・名古屋管理局内の路線別事故率(昭 和55～59年累計)

{1}単位:KmIz)ジャンクション,インターチ=ンジ,サービスエリア,パーキングエリアの数
{3}昭和55～59年の累計儀㈲総件数/走行n告キロ(5)人身件数/走行億台キロ
16MbUf#数/人身件数⑰,大阪管理局内 ⑧昭和57～59年累計(9)名古置管理局内

さ らに、図2-15は 、基準変数の 自動車走行億台キロと事故件数の関係 を図示

したもので ある。この うち、2路 線(西 名阪、山陽)の 事故率が異常 に高 くな っ

ているが、R{に ついてみれば、交通量 と事故が線形 関係 にあることが明 らかで

あ る。Rtに つ いても関係 は弱いが、 ほぼ線形関係 になっていることがわかって

道路名 供用鑑長髀, 雄設致く2,
131走行偉台キ囗
繙件数171

匚3,
人身件数 Rtpl RI(51

16)le

m名紳0 se.s 9 69.106 259D 570 37.1 e.z 7.56

中国 119.T 16 55.100 2837 503 51.5 9.1 4。64

山陽 愉 ts.i 4 0.911 93 20 ,Ol。 ■ zi.e 7.65

西名販 n.x e 4.140 1263 254 gas.i 61.1 1.97

近e 16.9 7 io.eao ao2 80 27.9 7.嵋 2.78

粟各 95.6 is 86.100 1657 sae 19.2 6.2 z.oe

呂挿 閥藍動 1]0.9 23 103.300 3011 aie 29.1 T.9 zn

中央 149～196 2026 42.310 1611 」77 J6.9 a.e 3.12

東名阪 52.4 13 za.oso S51 170 21.6 6.5 x.26

北睦 23.4 5 6.280 227 56 36.1 9.2 2.91

伊勢 21.1 5 1.677 Ill 35 30.1 7.5 3.oa



人身事故件数(件)

30

r_,0

40

20

自動車走行台キロ(走 行億台Km)

図2-15管 理局内路線別の自動車走行台キロと人身事故件数の散布図

(注D人 身事故件数は、昭和55～59年 の累計である。

いる。 これ らの結果か ら、前述の2路 線 を除い た場合、人身事故率(Ri)の 平均

値 、中央値は ともに7.9件/車 走行億台キロで あ り、総事故率(Rt)の 平均値 は

33、 中央値は30で あった。

つぎに、物損/人 身の対比(1。)に ついて みると、その平均値 な らび に申央

値は ともに3.3で あ った。

b)日 本道路公団全路線を対象 と した分析

図2-16は 、 日本道路公団全路線 での物損/人 身 の対比(1,)の 経年推移 を

み たものである。全路線でみ ると、1.は 昭和43年 以降55年 まで漸増傾 向に

あ り、その後 は4.5の 値 に落ち着 いている。

各路線別 にIAを 計算 した結果 、1。 の平均 値 は4.9、 中央値 は4.8と な り、

人身事故1件 に対 し、物損事故は約5件 の発生規模 とな って いることが確かめ ら

れ た。

以上、高速道路 におけ る交通事故指標 は、統計的 にも安定 し炬特性 を有 し、他

の分析対象の交通事故指標 を比較す/Lめ の基準 と して活用 できるといえよう。
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物損/人身の対比(1。)

(年)

図2-16日 本道路公団の高速道路における物損/人身の対比

5.ま とめ

(1)ま とめ

本研究 は、都道府県、警察署管内、小学校区 、信号交差点な らび に高速道路を

分析対 象 として、人身事故な らび に物損事故 をも加 え炬総事故 についての交通事

故指標 の検討 を行 っだものであ る。

その結果を要約す ると、次の ようである。

1)表2-7は 、交通事故率 を分析対象別 にまとめたものであ る。 これ によ り、

地域段階 ・地点別の交通事故指標の目安の慎を提示す ることが できた。

2)府 県を対象 としだ交通事故指標は大 きな変動を示 した。 したが って、物損

事故デ ータの活用 は、県内におけ る分析 、あるいは類似 しだ地域特性 を有す

る府県間で行 うことが望 ましい。

3)同 一県 内の警察署管内 慈対象 と しだ場合 、物損事故をも加 えだ交 通事故指

標の活用性 は高 いといえる。

4)小 学校 区を対象 とした場合、有効 な交通事 故指標 を作成す ることは難 しい

ことがわか っだ。 一 一
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5)都 市部の交差点を対象とした場合、物損事故をも加えた交通事故指標の活

用性には高いものがある。

6)交 通事故と自動車交通量とが高い相関を有する高速道路を対象とした交通

事故指標は、他の分析対象の交通事故指標の基準として有効である。

7)物 損事故の発生頻度は、人身事故の約4～5倍 程度であることが確かめら

れだ。高速道路と都道府県、警察署の比較から判断して、一般道路は高速道

路に比べ、人身事故率で約13～20倍 、総事故率で17～20倍 の高い事故発

生率となっている。

(2)課 題

物損事故を事故分析に取 り入れることは、人身事故の希少性を補う観点からも、

実際的な交通安全対策にとつて意義があるといえよう。しかしながら、以下のよ

うな問題が残っている。

その一・つは、未報告の物損事故の問題であり、今後、その発生規模について、

さらに研究する必要がある。その二は、物損事故ヂータに関する情報管理の問題

であり、発生地点の特定化作業を能率よくする必要がある。たとえば、交差点コ

ードを作成することにより、事故情報の入力 ・検索を迅速にすることが望まれる。

3⑳

表2-7交 通事故率のまとめ

(注D各 事故率の値は、中央値、平均値を参考にした。
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分 析 対 象 基 準 変 数 単 位 人身事故率 隠 事故率

高 速 道 路 自動車走行台Km 件/億 台km 8 30

都 道 府 県
夜間人口
自動車台数
自動車走行台Km

件/千 人
件/千 台
件/億 台km

4

20

i70

15

74

600

警察署管内
夜間人口
自動車台数
自動車走行台Km

件/千 人
件/千 台
件/億 台km

4

10
100

23

50

500

小 学 校 区
自動車発生集中量
夜間人口
道路面積

件/千 トリップ
件/千 人
件/ha

2

5

2

12

27

io

信 号1細
名東

交差点 合計

車道幅員和
車道幅員和
車道幅員和

件/m
件/m
件/m

o.oa

O.12
0.ii

0.45

0.so

O.40
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第3章 都道府県における交通安全対策 に関す る分析D・2)・3'

1.は じめ に

2.分 析方法 とデ ータの収集

3.交 通安全対策指標 ・社会経済指標の作成

4.事 故モヂルの作成とパ ラメ ータの推定

5.事 故 モデルの説明変数の将来予測

6.県 別交通安全対策の効果 の検討

7.ま とめ



1.は じめに

(1)交 通安全対4Lつ いて

わが国の交通事故死傷者数は、昭和45年 のiao万 人をピークとして昭和52年 ま

で減少し続けたものの、昭和53年以後は微増傾向に反転 し、昭和61年 では昭和49

年の水準を上回る72万2千 人となっている。

交通事故の安全対策として、昭和41年 に制定 された 「交通安全施設等整備事業

に関する緊急措置法」にもとついだ第一次 ・第二次の交通安全施設等整備事業三

ヶ年計画、昭和46年 に制定された 「交通安全対策基本法」iyLもとつい泛第 一次 ・

第二次 ・第三次の交通安全施設等整備事業五ヶ年計画が策定され、公安委員会、

道路管理者により各種の事業が実施されている。また、民間の組織 ・団体による

交通安全活動 ・教育も非常に活発に実施されている。

しかしながら、経済学で述べられている収穫逓減法則が、交通事故対策にもあ

てはまり、対策の初期時点ほどの効果が後期の時点では得られないと考えられる。

4)過去の交通事故対策のうち、交通安全施設などの物的施設整備についてはその

傾向が強 く、新規施設の設置効果は限界効屠近 くの段階まで達Uて いるという指

摘もある。5》

交通事故対策を投資対効果の観点から研究した例はわが国では少なく、総理府、

建設省ならびに警察庁などの関連部局による調査報告があるのみである。越6)は

その間の実情を踏まえ、今後の事例分析の集積とその活用の重要性を強く唱えて

いる。

交通安全対策の投資対効果に関する分析は、ある特定交差点 ・路線区間におい

て、交通安全施設などの設置を実施した時点の事前と事後の比較を行い、その効 ・

果を検討するという方法がとられている。このような事前事後分析手法は、分析

対象期間における自動車交通量の変化の把握、調査対象となる交差点 ・路線の特

殊性を考慮して検討することが必要であり、多大な調査畴問 ・経費を伴うなどi

その検討結果を一般化するまでには至っていないといえよう。

(2>過 去の研究

マクロな視点から地域の交通事故発生状況を予測 ・評価することは、交通安全
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対策行政 を推進 す る上 で、基礎 的な作業段階であ ると位置づけ られている。わが

国 においては、三谷7)が 都道府県 を単位 とした重 回帰型の予測モデル を開発 して

いる。 さらに、過去、数次 にわだ る交通安全五 ヶ年計画策定の資料 として、都道

府県 を対象 と し炬交通事 故予測モデ ルの開発がなされている。第二次五 ヶ年計画

の資料 として大蔵8)ら の研究が ある。 これはシステムダ イナ ミックスを応用 した

シ ミュ レーシ ョンモデルを使 ったものであ り、事故因果連鎖 の中に安全 意識要因

を取 り込んでい る。第三次五 ヶ年計画 では、越9》らに よって地域格差 の問題、社

会環境 の変化 による対策効果の未知性な どを考慮 した自己回帰型の重回帰モデル

が開発 され泛。 また、斉藤10)はSmeedモ デル を改良 したマクロモデル により、

わが国の交通事故死亡者の予測を行 っている。米 国)y4Lおいては、連邦政 府 ・州 ・

郡の各行 政段階 でシステム的なプログラムが作成されて お り、その ような報告例

としてH.E.Strate")の ものが ある。また、全国事故標本調査(NationalAcci-

dentSamplingSystem)を 用いだ死亡事故数の長期予測 がある。12)

なお、最近の成果 として、わが国では第 四次五 ヶ年計画の だめの交通事故の長

期予測13)が ある。海外では、い くつかの事故率 を合成 した事故指標(accident

Hazardindex)を 開発 しだ例]4)、 道路種別ごとに交通安全対策事業に よる事故

減少率 を算定 し、それを合成 した指標 を開発 しだ例15)が 報告 されて いる。

(3)本 研究 の目的

交通事故のマクロ分析は、最終的に交通安全対策 の予算策定のための資料 とし

て使 われることが多い。その中で、交通事故発生の地域格差の実態把握 と原因究

明が大 きな課題 とな っている。 この視点か らの研究 として、自動車安全運転セ ン

ター16》、 日本交通科学協議会17)の ものがあ る。最近では、交通安全普及事業の

効果 を通 して地域格差の問題にアプローチ した例が ある。18)こ れ らの研究例か

ら、地域格差の存在な らび にその原 因につ いてある程度解明がな されているもの

の、交通安全対策 との関連 において十分な検討がなされて いるとはいえない。

本分析 は、 この ような背景 を踏 まえ、過去 に整備 され 炬交通安全施設等の対策

の効果 をいかに計測 するかについて、都道府県 とい う分析単位で検討 を行 ったも

のであ る。
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2.分 析方法とデータの収集

(i)本 分析の分析方法

本分析の対象は都道府県という地域であり、分析の時点は昭和43年 から53年 ま

での各年である。しだがって、本分析は個別の交通安全対策の効果を計測するの

ではなく、都道府県における交通安全対策の実施効果をマクロ的、時系列的に計

測することに目的を置いている。

また、分析の対象を都道府県に設定し/Lのは、各種の交通安全対策が都道府県

単位で実施されていること、関連統計データの収集が容易であることによる。さ

らに、時系列で検討を行うのは、時系列分析を通して断面的な各年別分析の妥当

性を点検することができると考えだからである。"Q3-1は 、以下に行 った分析の

手噸を示し炬ものである。

(第i段階)

(第2段階)

胃

(第5段階)

図3-1本 研究の分析フm

第1段 階では、分析の基礎となる交通事故、交通安全対策ならびに社会経済の

データの収集について述べ、データ相互の相関分析を行った。

第2段 階では、次の段階のモデル作成のための指標を作成しだ。

第3段 階では、交通事故、交通安全対策ならび)y社会経済指標からなる事故モ

デルの作成と検討を行った。

第4段 階では、事故モデルのパラメータを時系列分析により予測した。

第5段 階では、事故モデルの説明変数となる指標の時系列予測を行った。

,,

i 交通轍 資料i交 鞍 全聯 酬 ii 社会繍 資料1
ii i

1 交通事故量(A)II安 全化量(・) lI櫛 値 (Q)
11

i

一{ 事故モデルの作成1(第 鍛 階)
i

1 回帰係数の時系列予測(第4段 階) i都靴 齣 時系列予朗
i i

i

1鞦 燬 量の将来予副 (第6段 階)

量

1

1対 黝 果の研究 (第7段 階)



第6段 階では、事故対策量の将来予測を行った。

第7段 階では、事故対策量の予測結果をもとにした交通安全対策の効果指標を

提案し、都道府県別の交通安全対策効果の考察を行っ炬。

〈2)デ ータの収集と相関分析(第i段 階)

分析に用いるデ ータとして、沖縄を除く46都道府県について、昭和43年 から53

年までの10年間分を収集 しだ。データを交通事故データ、交通安全対hタ な

らびに社会経済データの3種 類に分類 し、以下に説明する。

a)交 通事故データ

以下の3デ ータを収集した。3デ ータいずれも年中の数値(1月1日 から12月

31日)で ある。検討の結果、②と◎を加えだ交通事故死傷者数を分析に使うこと

にしだ。

① 交通事故発生件数

② 交通事故死亡者数

③ 交通事故負傷者数

b)交 通安全対策データ

以下の12デ ータを収集 した。各データの経年変動、欠損値の有無を検討すると、

分析に有効なデータは、①、②、④、⑥、⑧、⑪の6変 数であることがわかった。

① 信号機設置数 ⑦ 右折禁止箇所数

② 規制標識数 ⑧ 一時停止箇所数

◎ 横断歩道数 ⑨ 一方通行区間延長

④ 警察官数,⑩ 歩行者横断禁止区間延長

⑤ 大型車通行禁止区間延長 ⑳ 交通法令違反件数

⑥ 追越し禁止、はみ出し禁止区間延長 ⑫ 救急病院数

c)社 会経済データ

交通事故の発生量は、地域の社会経済活動の量に呼応すると想定し3)、その活

動量を説明すると思われるデータを収集した。データは表3-1に 示すように道路

系、自動車系、輪送系ならびに墓本系の4つ の系に分類 し、合計47T一 タを収集
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した。

表3-1は 、交通事故死傷者数と各データとの相関係数を示したものであり、相

関係数は近年になるにしたがい低下傾向にあることがわかる。ある年度における

交通事故死傷者数と社会経済変数の相関関係を見ると、幹線道路のストックが高

く、自動車台数が多く、輪送量が大きく、人口、事業所ならびに行財政支出金額

が大きい地域ほど交通事故の発生量が高い傾向にある。すなわち都市化が進展す

るにしだがい交通事故は増大すると仮定できる。Lか しながら、都市化の進展は

量の拡大のみならず質の変化を伴うといえる。表3-1に おけるデータのうち、そ

の大部分は量的データであり、本分析は都市化の質的変化を十分に説明するデー

タがいくらか不足している。

『3
.交 通安全対策指標 ・社会経済指標の作成(第2段 階)

ここでは、第3段 階において事故モデルの変数として絹いる指標の作成を行う。

具体的にはi交 通安全対策データからなる合成変数と社会経済データからなる合

成変数を作成する。このような合成変数を指標として事故モデルに用いる理由は、

交通安全対策データならびに社会経済データの変数問に強い相関性があり、後で

述べるモデル作成における不都合を避ける炬めである。

(1)交 通安全対策指標の作成

交通安全対策指標として、以下のように計算される合成変数を作成し、 「安全

化量」と命名することにした。

s・=臓y・ ・ 一.'…(3-1)

V・J=1…Y;.r
JiJ'…(3-2)J

i=1,29… …mj:=1,2,… …n

こ こ で 、iは 交 通 安 全 対 策 の 変 数 番 号 、 」は 都 道 府 県 番 号 を 表 す 。S,はJ県 の

,;



表3-1社 会 経 済 デ ー タ と交 通 事 故死 傷 者 数 との相 関 係数

T 相 関 係 数
系
変 数 名 S43年 S47年 S51年

改良済道路面積 0.70 0.74 0.66
国県道実延長 0.24 0.24 o.aa

国県市道実延長 0.36 0.40 0.42

道 国県市道道路密度 0.58 0.65 1.S

国県道道路密度 0.59 0.66 0.65

路 高速自動車道道路密度 0.51 0.59 1.S

道路面積率 ...... 0.76 0.79
系 改良済道路広幅員の比率 0.83 1:. 0.87
市町村道改良率 0.47 o.si 0.44
国県市道改良皐 0.42 0.52 0.35

未改良道車両不可の比率 0.05 o.oa 0.07
市町村道実延長の比率 0.40 0.43 0.47

自 自動車総台数 0.97 0.90 0.92
トラ ック 台数 0.96 0.87 1::

動 バス台数 0.95 0.85 0.84
乗用車台数 0.95 0.85 0.90

車 ガソリン消費量 0.96 !i' 0.92
大型車の比率 一 〇,13 一 〇.03 o.ii

系 乗用車の比率 0.70 0.53 0.48

総旅客量 0.94 f:1 1:1

輪 乗用車輪送人 0.95 :. :S

自動車輪送rン 1i' 1i・ 0.84
送 バス旅客量の比率 ‐o .si 一 〇.44 一 〇.30

乗用車旅客量の比率 一 〇.29 一 〇.63 一 〇 .63

系 鉄道定期客の比率 o.sa 0.75 o.7i

鉄道普通客の比率 o.s7 0.74 0.75

住民基本台帳人口 0.95 0.92 0.92
免許取得人口 0.94 0.91 0.93

民有地のうち宅地の比率 0.79 0.77 0.77

農業戸数 0.22 0.工5 0.14
基 工業事業所数 1:. 0.82 0.83
工業従業者数 0.95 1i' 0.91

製造品出荷額 0.93 0.87 1S2

卸小売商店数 0.96 0.92 0.91
卸小売従業者数 0.94 0。86 0.85
卸小売販売額 0.83 0.73 0.72

本 県内生産額 0.91 0.81 0.79
農家入口の比率 一 〇.85 一 〇

.84 一 〇.85

工業従業者の比率 0.54 0.29 0.22
専業農家率 ‐o .os 0.05 0.02
小売販売額の比率 一 〇.63 ‐o .si 一 〇.63

小売従業者数の比率 一 〇 .54 一 〇.43 一 〇.42

系 卸小売販売額の比率 0.26 0.21 o.2a

国税収納税額 0.93 o.7s 0.74
歳出総額 0.91 1S' 1ii

警察費 0.96 0.79 0.78
警察費の比率 0.67 0.74 0.74



安全化量、Y;_,はi変 数の全国合計値に対 して 」県が占める割合、y;.Jは 」県の

i変数の数値である。

(3-1)式 の安全化量とは、種々の交通安全対策の実施量を全国合計値で除した

割合の総和から算定され、各都道府県の相対的かつ平均的な交通安全対策実施水

準を示すものである。したがって、安全化量は交通安全対策実施量の地域格差を

表す一つの指標と考えることができよう。また、大都市を含む都道府県ではEV

が非常に大きな僵をとり、通常ならばそのようなデータは異常値として分析から

削除される。しかし、本分析では(3-1}式 で、ザ の形にしてこのようなデータを

も含めることにした。

なお、安全化量を算定するために用いた交通安全対策データは以下の6変 数で

ある。

① 信号機設置数 ④ 追越し禁止、はみ出し禁止区間延長

② 規制標識数 ⑤ 一・時停止箇所数

◎ 警察官数 ⑥ 交通法令違反件数

(2)社 会経済指標の作成

各都道府県の社会経済活動を説明するだめの指標とTて 、次の(3-3)式 により

計算される合成変数を作成し、 「都市化量」と命名すること)Y4Lし距。

Q・=曙 π ・ …(3'3)

X・J=1° ° 弓1:1・ …(3剛4)

i=1,2,.-m,1=1,2,.° ・・n

ここで 、iは 社 会 経 済 変数 番 号 、 」は都 道 府 県 番 号 で あ る 。[1,_は 」県 の 都市 化

量 、x、 」はi変 数 の全 国 合 計値 に対 して 」県 が 占め る割 合 、x,Jは 」県 のi変 数

の 数値 で あ る。

(.3-3)式 の都 市 化 量 は 、(3-Z)式 の安 全 化量 と 同様 な 形 を と って お り、都 道 府 県
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の都市化水準 を表すものであ り、社会経済活動の地域格差 を表す一つの指標 と考

えることがで きよう。

なお、都市 化量 を算定す るために用 いた社会経済デ ータは以下の6変 数で ある。

① 国道 、都道 府県道、市 町村道の総実延長 ④ 住民基本台帳人 口

② 自動車総台数 ⑤ 工業事業所数

◎ 乗用車輪送人 ⑥ 国税収納税額

4.事 故モデルの作成 とパ ラメータの推定

(1)安 全化量、都市化量 を用 い泛事故モデル(第3段 階)

ここでは、交通事故の発生量を安全化量な らび に都市化量 の2指 標で説 明す る

モデルの作成を行 う。一般 に、県別の交通事故の発生量 を予測す るモヂ ルは、重

回帰式 を用 いたものが多い。 しか しなが ら、重回帰 モデル を用いると、多重共線

性 な ど説明変数間の相関性が高いことによる問題が起 こって くる。 しだが って、

本分析 では次 に示す ように、交通事故発生数 と安全化量 の積 を目的変数 とし、都

市化量 を説 明変数 とす るモデルを考 え、 「事 故モデル」 と命名 した。

AJt・SJt=f(QJt)・ ・・…(3-5)

ここで、A」t,SJt,Q」tは 、 」県のt年 度における交通事故死傷者数 、安全化量 、

都市化量 を表 す。

(3-5)式 の左辺 をA・Sと いう積の形 に したのは、ある都道府県 においてA・Sの

量が収束 する値を持つ と仮定 しだとき、安全化量(S)の 増加(減 少)に よ り交通

事故死傷者数(A)が 減少(増 加)す るという考 え方 を、以後の分析で行 うことに

よる。(図3-2参 照)

また、(3-5)式 の右辺の関数形 は次の ようなべ き関数 を採用 しだ。

f(Q、,)=a,.Q、 ρ ・ … …(3-6)

ここで、 衡,βtはt年 度におけるパラ メータであ る。

表3-2は 昭和43年 か ら53年 までのデ ータを用 いて分析 を行 っだ結果 であ り、相

関係数 は0.96と 良好な結果が得 られた。
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交通事故数

S)

図3-2交 通事故数と安全化量の関係

表3-2交 通事故 モデルA・S=。c・ ♂ ・の剛 紛 析結果

一52一

＼ 囎 相関係数 回帰定数 回帰係数

昭和(t)＼ (r) Cat) (βt)

43年 0.967 1.279 3.033

44年 0.965 1.857 2。886

45年 0.966 2.137 2.800

4G年 0.965 2.229 2.739

47年 0.967 2.086 2.736

48年 0.964 1.904 2.718

49年 0.964 1.463 2.771

50年 0.961 隻.386 2.777

51年 0.959 1.331 2.795

52年 0.950 1.298 2.790

53年 0.958 1.266 2.811



図3-3は 、事 故モデルの回帰 曲線 を一年お きに図示 しだものであ り、近年 にな

るにしだがい、曲線 が収束す るように思われ る。すなわち、事故モデルのパラメ

ー タの埴は収束す る可能性 があることを示す もの といえよう。

事故死傷者数×安全化量(A・S)

11

51

図3-3事 故モデルの回帰曲線の変化

(2)事 故モデル のパ ラメ ータの予測(第4段 階)

ここでは、事故 モデルのパラメ ータであ るαt,βtの 将来予測を時系列 で行 う。

図3-4は αt,βtの 経年変化を示 したものであ り、図3-5は αtと βもの関係 を

図示 したものである。 これを見 ると、昭和49年 以 降、 αt,βtと もになだ らかな

傾向を持 つことがわか る。

a)αtの 予測

事故安全 モデルの回帰定数 αtの予測式 は、atの 値 がな だらかな変化 を示 す昭

和49年 以降のデ ータに より、次の直線回帰 式で求め ることに しだ。

at=3.807-0.04820t… …(3-7)

ここで、 七は昭和の年数で ある。なお、(3-7)式 の相 関係数は 一〇.980で あ っだ。

-53一



パ ラ メ ー タ(at,Rt)

3°

z.o

t.o
/3uIS16{7454・SOS15253

昭和(t)

図3-4事 故 モ デ ル の パ ラ メ ー タ の 経 年 変 化

回 帰 係 数(βt)

,.,

3,●

:.s

l.●1.5・2.●2・5

回帰定数(at)

図3-5事 故モデルのパラメ ータ(αt,βt)の 経 年変化
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b>atの 予測

事故モデルの回帰係数 βtの予測式 は、 αtとatの 関係 を考慮 して、次の回

帰式か ら求め ることに した。

-m .msims(3 -8)(3
t=2.865at"""

ここで、tは 昭和の年数であ り、 αtは(3-7>式 で予測 され 泛ものを用 いる こと

に した。なお、(3-8)式 の相関係数 は 一〇.922で あった。

表3-3は 、昭和53年 、55年 、6Q年 におけるαい βtの 予測 の結果であ る。

表3-3αt、 βtの将来予測値

(注)at、atの 予測式は、昭和49～53年 の5ケ年の
データから作成 したものである。

5.事 故 モデルの説明変数の将来予測

(1)都 市化量の予測(第5段 階)

ここでは、事故モデルの説明変数 となる都市化量(① の予測 を行 う。方法 と

しては、昭和43年 を0と した年度(t)の 回帰式か ら求め る。回帰式の形 は、以

下の ように7種 類の形 を考 え、最 も適合度が よいものを選ぶ ことに しだ。なお、

都市化量の予測 は、各都道府県ご とに作成 している。

①Q=a+b七

②Q鶉a・tb

◎Q=:a+b●logt

-55一

パ ラメータ

昭和(年)(t)

回帰定数(αt) 回帰定数(Rt)

at=3.807‐0.0482t

r=-0.980

Rc=2.865at-e.esiea
r=-0.922

S53年(t=53) 1.252 2.807

S55年(t=55) 1.156 2.828

S60年(t=60) 0.915
...



④Q蠶a・ebt… …(3-9)

⑤Q=a+b毛 ÷cも2

⑥Q=a+bt+ct2+d毛3

⑦Q=し/(1÷eF自 囀bt)

また、(3-9)式 における各年度の都市化量(① は3項 移動平均値 を用いて いる。

すなわち、 も年度における都 市化量(Qt)は 、(3-10)式 の ように計算され る。

Q・=13(Q・-Q・ ・+Q'…)… …(3-IO)

ここで、Qtが(3-9)式 の分析 に用 い炬都市化量 であ り、Q'tは(3-3)式 に よ り求 め

た都市化量 である。

袤3-4は 、各都道府県の都市化量 の予測式を示 し泛もので ある。な おi46都 道

府県の うち10府 県 については、都市化量の経年 変動 が大 き く、時系列の回帰式 で

は予測 が不可能であ り、以後の分析か ら除外す ることに した。

(2)事 故対策量の予測(第6段 階)

事故モデルの目的変数 に相 当す る指標(A・S)の 将来予測値は、第4、5段 階

の予測結果か ら簡単 に求 めることがで きる。次式は、(.A・S)の 将来予測値 をr

事故対策量」(v.!±)と して定義 し炬ものであ る。

β†1く
」重=:αtOQ」f・ 輔鱒・(3-11)

ここで、 αt。 βt,Q.Ttは 、 それぞれ、第4.5段 階(3-7),(3-8),(3-9)式 に よ り

計算 され た饐である。

図3-6は 、事故対策量 の予測方法 を図示 したものであ り、各都 道府県 ごとに時

系列で予測 され る都市化量 に対応 し、事故モデルの曲線式の縦軸 の値が、事故対

策量 とな ることを表 したもので ある。
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T目 予測式の 相関係数 回帰定数 回帰係数 飽和値
都道府県 タイブ (r> (a) (b.) (L)

1
2
北海道
青森 8

0.965
0.981

5.175
2.35?

0.00399
0.00759

3 岩手 ④ 0.987 2.595 0.00517

4 宮城 ④ 0.994 2.927 0.0070s

5 秋田 ④ 0.995 2.421 0.00359

s 山形 ④ 0.997 2.337 0.00533

7 福島 ④ 0.990 3.141 0.00622

8
9 髞 0⑦ 0.996

0.995

o.i200
0.1199

0.4899
0.2599

3.87
.3.17

10 群馬 ⑦ 0.995 0.0433 0.2139 3.54

11 埼玉 ⑦ 0。998 0.1628 0.2325 4.85

12 千葉 ⑦ 0.995 0.1450 0.1797 4.28

13 東京 ② iii 9.637 一〇.05011

14 神奈川
15 新潟
16 富山 ② 0.982 2.273 0.01747

17 石川 ② 0.853 2.558 0.00832

18 福井 ② 0.714 2.181 0.00447

19 山梨
20 長野 ⑦ 0.992 0.0509 0.5795 3.69

21 岐阜
22 静岡 ② 0.875 4.423 0.00675

23 愛知
24 三重
25 滋賀 ② 1':' 2.152 0.03398

as 京都
27 大阪 ④ 一〇.986 6.880 一〇.00saa

28 兵庫 ④ 一〇.975 5.027 一〇.00402

29 奈良 ⑦ 0.983 0.0623 0.3485 2,32

30 和歌山 ④ 一〇.994 2.521 一〇.00502

31 鳥取 ⑦ 0.995 0.1213 0.1556 1.76

32 島根 ④ 0.940 2.080 o.00asa

33 岡山
34 広島
35 山 口
36 徳島 ⑦ 0.981 0.0617 0.0979 2.15

37 香川 ⑦ 0.992 0.085? 0.1382 2.32

38 愛媛 ⑦ 0.982 0.2391 0.0332 3.10

39 高知 ② 0.951 2.079 0.00933

40 福 岡.
41 佐賀 ④ 0.962 1.886 0.00393

42 長崎 ⑦ 0.906 0.0434 0.15童6 2.56

43 熊本 ④ 0.948 2.723 0.00481

44 大分 ⑦ 0.994 0.0703 0.0978 2.46

45 宮崎 ⑦ 0.993 0.1557 0.1064 2.50

46 鹿児島 ⑦ 0.991 0.1934 0.0823 3.14

表3-4都 市化 量(Q)の 予 測 式

(注)1、 予 測 式 の タ イブ は(3-9)式 を参 照 の こ と。
2、 飽 和 馗(L)と は、 ロジ ス テ ィ ック曲 線 【(3-9)⑦ 式 】
を用 いた と き のLを さす 。
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事故対策量

(Kt

K2t

Kit

市化量

凄;)
((t)

図3-6事 故対策量の予測方法

6.県 別交通安全対策の効果の検討(第7段 階)

ここでは、第6段 階で求め た事故対策量 巛」t)と 、交通事故死傷者数(氏 」t)、

安全化量(SJt)の3っ の指標か ら、各都道府県 の交通安全対策の効果 を検討す る。

(1)対 策効果量比の提案

図3-7は 、ある年度 における特定 の県の安全化量 と交通事故死傷者の関係を概

念 的に示 したもの である。図中 において、A。S=hの 曲線 は、任 意の予測年度に

おける事故対策量(K)に より描かれ るものである。も し交通事故死傷者数(A)

と安全化量(S)の 実際埴 が事故モデルの モデル式の憧 に一致す るな らば 、座標

値(5,A)は この曲線上のどこかに位 置する ことにな る。 したが って、過 去の年
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交通事故死傷者数(A)

S)

図3-7安 全対策の効果に関する概念図

度 におけ る両指標 の位置は、次 の3ケ ースが考え られ る。

ケ ース1:曲 線上 に位置 す るもの(図 中の座標 値の印:○)

ケ ース2:曲 線に対 し凸の位置に あるもの(図 中の座標埴の印:口)

ケ ース3:曲 線に対 し凹の位置 にあるもの(図 中の座標値の印:△)

ここで、ケース2に 位置す る場合 は安全化量 に対 して交通事故死傷者数 が過多

な状況 にあ り、ケ ース3の 場合は、逆 に過小 な状況 にあることを表 してい る。

一般 に、あ る年度に実施 しだ交通安全対策が安全化量の変化 とな る。安全化量

の変化(dS)に 対す る交通事故死傷者の変化(∠A)の 対比 が、事 故対策の効

果 とな り、次式 のEと して表す ことができる。 このEを 「対策効果量 」 と呼ぶ こ

とにする。

E=dA=A,‐A2=Y/S,‐K/SadSS
2‐SIS2‐S,

・・・…(3-12)

_K・(s・-S,).1=K-S
10S2S2-SIS,ゆS2

も し、安全化量の変化がな い場 合には、S2ニS,で あ り次の ようにな る。

Kへ1●SIAl.._,
E__=......3-13

s12Sl2s!

-59一



また、ケ ース2、 ケ ース3の ケ ース1に 対す る偏 りを表すために、次の指 標を作

成 し、EEを 「対策効果量比」 と呼ぶ ことに した。

真噛Kギ ◆S,
ER:=(一 〉/(一 へ〉=:一 一 ・…鱒(3-14)s

ls!とK

対策効果量比がLO以 上の場合はケース2、1.0以 下の場合 はケース3に 相 当す

ることにな る。

(2)対 策効果相対比率の提案

つ ぎに、将来 における対策効果量比が1.0と な り、交通事故死傷者数が現状維

持の ままであると仮定 したときの安全化量を、f余 裕安全化量j(S')と 定義

すると、(3-14)式 よりA`・S'/K'=1.0と な り、以下の ようにな る。

S'=A.・ ・・…(3-15)

さらに、墓準年度 の安全化量(S1)に 対 す る余裕安全化量 くS,)の 差の大 き

さを、相対的に表す指標 と して、以下の よう3YbL「対策効果相対比率」(SR)を

定義 す ることに した。

SR=1…S二 評 … …(3-16)

この対策結果相対比率 によ り、都道府県 間での交通安全対策の結果を相対的 に比

較す ることがで きるといえ よう。

(3)適 用倒

都市化量、事故対簧量、対策 の効果量比 な らび に対策効果相対比 率を、昭和53

年 、6◎年 において計算 した結果 の一部を表3-5)yL示 す。 ま炬、図3-8に 都道府県

別の対策効果量比(昭 和53年)の 状況を図示 しだ。 さらに、図3-9に 都道府県別

の対策効果相対比率(昭 和60年)の 状況 を図示 した。

まず 、図3-8の 昭和53年 における対策効果量比か らみ ると、安全化量 に対 して

交通事故死傷者数の高い県 をあげると、佐賀県、兵 庫県 、埼玉県t大 分県、徳島

県、鳥取県、静岡渠の順 で高 くな っている。逆に、秋田県、岩手県 、東京都、長
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表3-5都 市化量、事故対策量、対策効果量比、対策効果相対比率の予測

囎 孟豊都市 孟型都市 薑故聯 薑故対策 翌箆効果 黼 櫞

都 道 府 県(S53)(S60)(S53)(S60)(S53)(S60)

1北 海 道5.3865.539141.47128。490.8951.51

2青 森2.5432.68217.2115.821.179-22.04

3岩 手2.7332.83321.06i8.540.58151.57

4宮 城3.1423.30131.1428.821.139-18.72

5秋 田2.5092.57316.5814.030.57547:23

6山 形2.4642.55815.7513.800.77013.77

7福 島3.3433.49137.0733.880。8695.19

8茨 城3.8673.87055.7945.620.950-13.93

9栃 木3.1413.16531.1325.521.215-32.50

10群 馬3.5223。53642.9335.150.8041.83

11埼 玉4.7744.835100.8386.781.432-39.90

12千 葉4.1804.25169。4159.791.072-19.68

13東 京8.5878.361523.92422.270.64325.42

14神 奈 川

15新 潟

16富 山2.3662.38814.0511.310.7980,81

17石 川2.6072.61918.4514.760.980-18.37

18福 井2。2042.20911.519.030.922-14.94

19山 梨

20長 野3.6853.68648.7639.630.64526。03

21岐 阜

22静 岡4.4924.50985.0170.921.342-37.85

23愛 知

24三 重

25滋 賀2.3272.36913.4111.050.947-12.90

26京 都

27大 阪6.4656.189236.17177.111.205-37.78

28兵 庫4.8294.695104.1379.731.500-48.95

29奈 良2.3122.31613.1610.350.7327.40

30和 歌 山2.3982.31514.5910.341.107-35.96

31鳥 取1.7161.7455.704.571.344-40.37

32島 根2.1402.18310.608.720.67422.03

33岡 山

34広 島

35山 口

36徳 島2.1012.12510.078.081.377-41.77

37香 川2.2712.30112.5310.161.100-26.22

38愛 媛2.6462.72919。2316.621.151-24.93

39高 知2.1242.13410.388.181.040-24.25

40福 岡

41佐 賀1.9622.Ol78.316.941.801-53.60

42長 崎2.5362.55217.0713.700.987-18.71

43熊 本2.8572.95523.8720.931。198-26.80

44大 分2.3972.42814.5711.861-.415-42.47

45宮 崎2.3732.43814.1612.010.976-13.09

46鹿 児 島2.8942.99724.7421.801.033-14.75
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図3-8都 道府県別の対策効果量比(昭 和53年)

野県、島根県などの県では、安全化量に比べて交通事故死傷者数が低いといえる。

また、図3-9よ り、昭和60年度の対策効果相対比率から検討すると、図3-8と

ほぼ同一の都道府県で相対比率の高低が見られる。相対比率がプラスに高い県は、

安全化量の余裕があり、マイナスに高い県は、今後の交通安全対策の効率が高い

県であると解釈できる。しかし、該当する都県の問に共通する特徴を読み取るこ

とは、現段階では難しく、今後の研究を待たなければならない。

-62一



図3-9都 道府県別の対策効果相対比率(昭 和60年)

7.ま とめ

本章のまとめを述べると、以下のようである。

1)交 通事故発生量の地域格差を説明するための指標として、地域の社会経済

の活動量ならびに交通安全対策の実施量を、全国に占める相対的割合からな

る都市化量、安全化量で表した。

2)「 交通事故の発生童は、地域の社会経済の活動量(都 市化量〉と交通安対

策の実施量(安 全化量)に よって説明される」というぺき関数型の事故モデ

を開発し炬結果、高い相関係数(r=0.96)を 得 ることができだ。

3)事 故モデルのパラメータな らびに説明変数(都 市化量)の 予測を、変数操

作性の高い時系列分析で行った。
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の 事故モテ ルの将来 予測値(事 故対策量)を 設定 することに より、地域 の交

通安全対策の効果 を評価 する指標(対 策効果比、対策効果 相対比率)を 開発

し、その評価を行 った結果 、交通 安全対策の効果 に関す る地域格差の実態 を

把 握することができた。

しか しなが ら、本分析 には、以下 に示す ように今後さ らに検討を必要 とす る課

題が残 されている。

1)安 全化量の作成 につ いて、交通安全教育 ・活動に関す るデ ータを加 えて分

析 することにより、分析 の精度が高 まると思われ る。

2>事 故安全モデルのパラメ ータを、将来 の交通事故発生状況 を増加型 、現状

維 持型、減少型なとのケ ースにあ らか じめ分 けて推定 し、その後 の分析 を行

うことも考 えられる。

3)都 市化量の将来予測 につ いては、時系列 による回帰式で は予測不可能 な府

県が あり、これ らの府県に対す る予測方法 を考案す るこど、都道府県別 に予

測 した都市化量を日本全国の都市化量でコン トロール ・トータルす る補正方

法 な どが考 えられよう。
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第4章 交通事故当事者の居住地を考慮し泛市町村の交通事故

発生特性に関する分析1)

1.は じめに

2.交 通事故当事者の居住地を考慮 した交通事故指標の作成

3.道 路交通指標の単純化

4.判 別分析による市町村の交通事故特性

5.地 域類型別にみた交通事故指標の推移

6.ま とめ



1.はUめ に

交通事故による死傷者数を全国計でみると、昭和45年以降昭和51年 まで減少の

一途をたどったが、この傾向を地域別にみると必ずしも同じではない。たとえば、

愛知県における人身事故死傷者数は昭和44年 の57,112人 のピークから、昭和49年

の29.746人 まで減少 したが、昭和50年 の31,226人 、昭和51年 の32,514人 と漸増傾

向にあり、昭和61年 では39,199人 となっている。このように、交通事故の発生状

況は都道府県、都市の地域間の格差を考慮して論議する必要がある。

地域を分析単位とした交通事故の分析には、従来から多くのものがある。それ

らには、道路疎通指数を定義し都市別の交通事故発生件数の予測精度を高めた分

析2)、混雑度を定義 し地域別の危険度を考察した分析3》、地域の社会経済ならび

に道路交通の指標の組合わせから、交通事故発生量の重回帰分析を詳細に検討し

海もの4iな どがある。最近では、システムダイナミクスを応用し安全意識要因を

取り込んだシミュレーションモデルならびに回帰モデルにより、事故推移動向の

説明と将来予測を行っだ大蔵らの研究5)の研究がある。さらに、斉藤 らによる交

通事故当事者の居住地を考慮し炬先駆的な0-R分 析6).7)数 量化皿類を用いて

道路を数グル ープに分類し、交通事故の傾向を検討した道下の研究8)、 自動車事

故の発生様式と発生要因について疫学的探究を行い、路線と地域の特殊性につい

て記述した東田の研究9)が ある。

これらの研究成果から1地 域における交通事故の予測や交通事故防止策の検討

を行うさいに、予測式における説明変数の内容は、地域の道路交通特性を十分に

反映したものにすること、冒的変数となる交通事故指標として、発生地のみなら

ず事故当事者の居住地をも検討することが必要といえよう。

そこで、本分析は、道路交通特性の類似性にもとついて地域の類型化を行い、

類型ごとに交通事故の特性を把握することを研究の旨的とJL。 そのさい、交通

事故指標としては交通事故の発生地のみならず、死傷者の居住地をも考慮した指

標を作成し、地域別の交通事故防止対策を考える資料とした。分析の手順は次の

ようである。

1)因 子分析法をもちいて、地域の道路交通特性を表す指標を単純化し、共通

因子を見出す。

..



2)発 生地 ・居住地を考慮した交通事故指標により危険あるいは安全と区分し

た都市群について、道路交通特性を表す共通因子を説明変数として判別分析

を行う。

3)共 通因子ky{..もとつくクラスター分析の結果から地域の類型化を行い、類型

ごとの交通事故指標の経年変化をみることにより、各地域類型の交通事故の

特性を考察する。

なお、分析に用いた種々の指標は昭和49年 度における数値を用いており、分析

対象は名古屋市を除く愛知県下87市 町村である。(注1)

2.交 通事故当事者の居住地を考慮 し拒交通事故指標の作成

従来、地域における交通事故の発生状況を表す指標として、人口当たり死傷者

数、自動車台数当炬り死傷者数、走行台キロ当だり死傷者数などが用いられてい

る。これら交通事故発生地を単位とする交通事故指標に対し、交通事故死傷者の

居住地を考慮し、地域の交通事故の特性を検討したものは少ない。そこで、新だ

な交通事故指標を以下に提案した。指標の内容を概念的に図示すると、図4°1の

ようになる。

RN,

RN,

図mlR,H,RHの 概 念図

(注)H,i:i以 外の地域の居住者が、i地 域内で事故に遭遇したケース

RHi:i地 域の居住者が自地域内で事故に遭遇したケース

R,i:i地 域の居住者が自地域外で事故に遭遇したケース
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① 交通事故居住地発生地率 〈R/H):

R,段',+RN,.
(R/H>i=一 一一一一=… ・…・・(窪一1)H

;巴 ÷RH;

この指標 は、ある地域の居住者が、他の地域で どれだけ多 く事故 に遭遇 したか

を表す指標 である。

② 交通事故居住者死傷比率(RH/H):

RH;RH;(
RH/H)・=

H、=巴 、RHi"…(4"2)

この指標 は、ある地域の事故死傷者の うち、 自分 の地域の人 々の割合がどれだ

けあるかを示 す指標であ る。

③ 自転車歩行者事故死傷者率(BP/R):

BP;
(g{)/R)、=・ ・のσ・…。〈4-3)

R、

地域iの 居住者 が遭遇 した交通事故死傷者数(R;)に 対す る、地域iで 起 こ った

自転車 ・歩行者事故の死傷者数(BP;)の 割合 である。

ここで、H;は 地域iに おいて発生 した交通事故死傷者総数 であ り、従来 か ら地

域の交通事故数 として用 いられているものであ る。R,は 地域iに 居住す る居住者

が遭遇 した死傷者総数で ある。RH、 は地域iの 居住者が地域iで 遭遇 した死傷者

総数である。 また、H',は 地域i以 外の居住者 が地域iで 遭遇 した死傷者総数で

あ り、R'、 は地域iの 居住者が地域i以 外の地 域で遭遇 し泛死傷者総数であ る。

まず、RIHの 特性 としてはR'が 高 くなるほ ど、 さらに、H'が 低 くな るほ どR/N

は高 くな り、大都市近郊 の住宅衛星都市な ど人 口流出型 の交通特性 をもつ地域に

おいてR/Nが 高 くな るといえよう。なお、RHに 比べH'な らび にR'が 低す ぎると、

R/Hに よって地域間の交通事故の特色 を比較す ることができな くな る。

つぎに、RH/Hの 特性 としては、R紐に比べ"'が 高 くな るほどR照 は低 くな り、業

務商業活動 が活発な大都市 あるいは中核 的都市、工場が集積 した工業都市な どの

流 入型の特性 をもつ地域 において、その傾向が顕著 とな る。また、地域 への 自動

車 の流入が少 ない山間部の過疎地域 では、この値 は1.0に 近 くなる。

.:



一般に、都市化の進展 した地域 ほど、R/H,RH/Hが 低 くな る傾向にあ るが、幹

線道路網の整備状況な ど地域の道路交通特性 を考慮 して、詳 しく検討す る必要が

あ る。

図4-2.図4-3は 、昭和49年 中 におけ るR!H,RHIHの 累積頻度グラ フを示 した

ものである。R/Hが1.0以 上 の市町村が約2/3あ り、RH!Hが0.5以 上 の市 町村 は、

約2/3あ ることがわかった。

累積頻度(%)
100

67

33

0.00.51.01.5

交通事故居住地発生地率(R/H)

図4-2交 通 事 故 居 住地 発生 地 率(R/H)の 累 積 頻 度図

累積頻度(%)

100

67

33

0

交通事故居住者死爆比率(RH/H)

図4-3交 通事故居住者死傷比率(RH/H)の 累積頻度図
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また、BP/震についてみると、歩行者 ・自転車事故の被害者は事故発生地点の近

くに居住する住民が多いと考えられる。したがって、この指標は地域の歩行者の

通行環境を表す指標と考えられ、指標値が大きいほど環境が不十分であると推測

される。

なお、上記の3指 標 と従来の交通事故指標 との比較を行う炬めに、以下の 指

標を分析に加えだ。

④ 人口当り交通事故死傷者数(H/P):

H、(
H/P),=… ……(4-4)

Pl

地域1に おける住民基本台帳人口(Pi)あ たりの発生地別交通事故死傷者数(Hゆ

であり、交通事故発生の都市間比較をするさい、よく用いられる事故率である。

3.道 路交通指標の単純化

(i)道 路交通指標

地域における道路交通特性を表す`Lめ に、いくつかの指標を作成する必要があ

る。そのために、基礎的な都市指標として14指標、道路に関連する指標として12

指標、交通安全施設に関連する指標として5指 標、自動車に閣する指標として9

指標、合計40指標を屠意 した。(注2)

(2)因 子分析による道路交通指標の単純化

地域の道路交通特性を検討するとき、多くの変数をそのまま用いて分析するよ

り、変数がもつ情報を保ちながら少ない変数で分析した方が分析しやすい。その

ような分析手法として因子分析,,が ある。その適用にさいしては、各指標の分

布が正規性をもつこと、欠損値がないことなどの統計的性格を満たさなければな

らない。さらに、指標の選択については、地域の道路交通特性を十分に表現して

いること、指標の収集が容易であることが必要である。以上の条件を考慮して最

終的に分析に電いた指標は、表4-1に 示 した25の道路交通指標である。

以下に、愛知県下87市 町村を対象と125の 道路交通指標を用いて因子分析を

行うことにより得られた新たな指標(共 通因子)に ついて述べる。
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表4-1道 路交通指標一覧

注:1)昭 和44年に対する昭和49年の増減率。
2)従 業員1～29人の事業所のみを対象としている。
3)道 路幅員1'.5～4.5mの道路。
4)道 路幅員4.5m以上の道路。
5)自 動車発生集中 トリップ/自 動車総台数。
6)自 動車発生集中トリップのうち内々トリップの割合。

出典:1)愛 知県統計年鑑
2)1975年 農業センサス農村環境総合調査、市町村調査報告書
3)昭 和49年度全国交通情勢調査自動車表
4)車 社会一その現状 ・推移 ・比較(愛 知県企画部編)

25の 道路交通指標 の情報量 に対 して、共通 因子の説明力の度合を表 す因子寄与

率は、第3因 子 までの累積で59%、 第5因 子 までの累積で72%で あ った。以下、

第5因 子 までを考察の範 囲と し、 その内容を考察 する。表4-2は 、共通因子 と道

路交通指標 との関連の強 さを表す因子負荷量 を示 し炬ものであ る。

a)第1因 子の内容

プラスに高い因子負荷量 を示 す指標は、可住地面積率 、県道改良済延長率、県

道舗装済延長率、 自動 車保有率、人 口変動率 であ っ炬。マ イナ スでは県道道路密

一71一

変 数 名 称 平 均 値 単 位

人 人口密度 1,514.4 人/km2

口 人口変動率D 114.8 %
◆ 人口当たり事業所数2, 409.0 所/万 人
面 人口当たり歳出額 8.902 万円/人
積 可住地面積率 74.16 90
系 宅地面積率 16.37 %

市 道路密度 13.63 km/km2

町 狭幅員道路延長率3, 65.00 %
村 非狭幅員道路延長率4) 27.1童 %

道 道路率 3.355 90
関 改良済延長率 25.39 go

連 舗装済延長率 31.02 %
系 自動車不通道延長率 27.39 90

県 道路密度 2.035 km/km2
道 改良済延長率 71.82 %
関 舗装済延長率 95.15 %
連 道路率 0.013 90

安 防護棚延長率(市 町村道) 1.235 %
全 信号機設置率(県市町村道) 0.069 所/km
系 カーブミラー設置率(〃) 0.479 所/km

自 貨物車の割合 24.10 %
動 乗用車の割合 49.71 %
車 自動車保有率 0.423 台/人
関 自動車交通発生原単位5, 2.514 トリップ/台
連 自動車交通内々率6, 32.49 %



表4-2因 子負荷量

道 路 交 通 指 標 第1因 子 第2因 子 第3因 子 第4因 子 第5因 子

人 口密度0.3500.3890.747轄0.2460.108

人 口変動率0.563詐0.1620.0880.415-0.528*

人 口 当たり事業所数 一〇.076-0.0260.147-0.1050.796詐

人 口当た り歳出額 ・0.776*0.005-o.182-0.055-0.057

可 住地面積率0.777#0.2330.387-0.042-0.198

宅 地面積率0.4190.3510.642詐0.3580.040

道 路 密度(市 町村道)-0.281-0.529*0.396-0.1610.110

狭 幅 員道路延長率(〃)-0.057-0.567*-0.503*0.1190.146

非 狭 幅員道路延長率(〃)0.3150.759盤0.344-0.171-0.067

道 路 率(〃)0.4660.1810.747警 一〇.177-0.052

改 良 済延長率(〃)0.2100.756#0.393-0.042-0.050

舗 装 済延長率(〃)0.3160.644詐0.2020.3420.071

自動 車不通道延長率 一〇.365-0.564*-0.0090.1810.181

道 路 密度(県 道)-o.965*-0.071-0.023-0.0240.005

改 良済延長率(〃)0.760辞0.2940.229-0.084。0.139

舗 装 済延長率(〃)0.696#0.0740.2280.Oli-o.156道 路 率(
〃)-o.927*-0.0240.083-0.023-0.039

防護 棚延長率(市 町村 道)-0.2380.632菖0.2900.3120.142

信 号 機設置率(県 ・市町村道)0.4130.588詐0.2530.3920.209

カ ー ブミラー設置率(〃)-0.1630.592詐0.0040.112-0.163

貨 物 車の割合0.034-0.009-o.074-0.810*0.163

乗用 車の割合0.1730.2090.514鉾0.548詐 一〇.428*

自動 車保有率 一〇.182-0.129-0.762*-0.2910.100自動 車交通発生原単位0
.590#0.1620.2840.252-0.020

自動 車交通内 々率 一〇.004-o.128-0.442-0.0490.668鈴

#:正 の相関が高いもの

*:負 の相関が高いもの

度 、 県 道 道 路 率 、 人 口 あ た り歳 出 額 な ど の 因 子 負 荷 量 が 高 い 。 し だ が っ て 、 第1

因 子 は 県 道 な ど幹 線 道 路 の 整 備 状 況 、 な ら び に 自 動 車 交 通 の 発 生 量 の 大 き さ を 表

ず 共 通 因 子 と い え よ う 。

b)第2因 子 の 内 容

プ ラ ス に 高 い 因 子 負 荷 量 を 示 す 指 標 は 、 市 町 村 道 に 関 係 し だ も の で 、 非 狭 幅 員

道 路 延 長 率 、 改 良 済 延 長 率 、 舗 装 済 延 長 率 、 防 護 棚 延 長 率 、 カ ー7`ミ ラ ー設 置 率 、

信 号 機 設 置 率 な ど で あ る 。 マ イ ナ ス で は 狭 幅 員 道 路 延 長 率 、 自 動 車 不 通 道 路 延 長

率 、 道 路 密 度 が 高 い 。 こ れ は 、 地 域 内 に お け る 生 活 道 路 の 整 備 状 況iな らび に 交

通 安 全 施 設 の 整 備 状 況 を 表 す 共 通 因 子 と い え よ う 。

c)第3因 子 の 内 容

プ ラ ス に 高 い 因 子 負 荷 量 を 示 す 指 標 は 、 市 町 村 道 道 路 率 、 人 口 密 度 、 宅 地 面 積
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率、乗用車の割合であ り、マイナ スでは 自動車保有率 、市町村道狭幅員道 路延長

率 の因子負荷量 が高い。 これは、都市 化の進展状況 、自動車依存の低 さ と関連 が

あ る公共交通機 関の整備状況 を表す共通因子 といえよう。

d)第4因 子の内容

因子負荷量 の高い指標は、プラスでは乗用車の割合、マ イナ スでは貨物 車の割

合であ り、住宅 都市的要素を示 す共通因子 と考 え られ る。

e)第5因 子の内容

因子負荷量の高 い指標 は、 プラスでは人口当た り小規模事業所数、 自動 車交通

内内率、 マイナ スでは人 口変動率や乗用車の割合 であ り、独立 しだ都市 としての

圏域性 あるいは都市の工業化 を表す共通因子 と考 え られる。

4。 判別分析 による市町村の交通事故特性

地域の交通事故の特性 を示 す4つ の交通事故指標 それぞれ について、地域の道

路交通特性 を表 す5つ の共通 因子 を説明変数 と して、線形判別分析11)を 行 った。

な お、判別関数の説明変数の値 は共通因子 の因子得点を使 っ泛。さ らに、判別 さ

れ る都市群 は、各道路交通指標 の累積頻度グラ フ(図4-2、 図4-3な ど)に おい て、

累積頻度を3分 割す ることに より区分 されだ、指標値の高い都市群 と低 い都市群

の2群 である。

(1)単 年度 における分析

表4-3は 、判別分析の精度を表 し艶ものであ る。F検 定 に よって判別の有意性

の検定 を行 ったところ、交通事故居住地発生地率(R!の の場合 は有意 であ るとは

いえない。 自由度(1,56)、 α=0.◎1で

FO=1.y5C7.08=F

ここで、Foは 観測デ ータによるF値 、FはF分 布表のF{直 であ る。

また、人 口当た り交通事故死傷者数(N/の についても、有意性 はあるが判別の信

頼性に乏 しい。自由度(3.54)、a=0.01で

Fo:=4.20≒4.13:=F

判別結果 が最も高かっ泛交通事故指標は、自転車歩行者事 故死傷者率(BP/R)で

ある。 自由度(4,53)、 α=0.01で
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表4-3判 別分析の精度

注)累 計とは昭和46年から50年までの累計である。

Fo=11.05>3.65=F

ついで、交通事故居住者死傷比率 ㈹/の が良い判別 を示 してお り。 自由度(3,54>

、α=0.01で

Fo:嵩10。16>4.13=F

すなわち、穎 たな交通事故指標 としての 自転車歩行者事 故死傷者率(BP/R)、 交

通事故居 住者死傷比率〈R躙 〉が、地域の道路交通特性"GLTJ反,.す る交通事故指

標である ことがわか った。

つぎに、上記の2っ の交通事故指標 に影響 を及ぼす基本因子の特性 を、判別 関

数の説明変数の係数か ら考察す る。標準化 され炬判別関数¥は 次 のように表 され

る。

4、RH/H)ニ0.31茎FACS1-0.333FACS3十 ◎.883FACS5・ ・。(4-5)

V`Bp/R、=:一 ◎.590ジACS1-0.158F'ACS2-0.18FACS3‐d.315FACS4…(4-6)

ここで、FACS1… …FACS5は 第1か ら第5ま での共通因子得点であ る。表翼 に、

判別 された都市群の平均因子得点を示す。

その結果 、交通事故居住者死傷比率(RH/H)は 第1因 子、第3因 子 、第5因 子 に

よ り判別 され、なかでも、第5因 子がプラス側に強 く影響 をおよぼすことがわか

った。すなわち 、幹線道路が整備され、都市 として独立性が あ り、公共交通機関
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が未整備な状況下で自動車の利用が高い地域では、地域内の居住者の事故比率が

高くなるということがわかっ拒。

自転車歩行者事故死傷率(BP/R)は 、第1因 子から第4因 子までの因子により判

別され、第3因 子、第1因 子の影響が大きい。公共交通機関ならびに道路の整備

が不十分であり、非住宅都市的な地域で、自動車交通量が少ないところでは歩行

者 ・自転車事故が起きやすいということを示す。また、4っ の共通因子の因子得

点が高い程BP凧 が高くなる傾向にあるが、道路関連施設の整備状況を示す第2因

子の平均因子得点に関して、BP/Rの 高い都市群と低い都市群 との間で大きな差異

がないことが認められる。すなわち、道路および交通安全施設の整備状況は、自

転車 ・歩行者事故の特性を左右するほどの地域格差がないことを示すものであり、

今後の施設設置はより効果的に行う必要があることを示すものといえよう。

(2)累 計年における分析

以上の判別分析は昭和49年 中の単年のみの交通事故死傷者にもとついた分析で

あり、ある時間断面における結果を示しだにすぎない。そこで、昭和46年 から昭

和50年 に至る5年 間の累計交通事故死傷者数にもとついだ判別分析を行うことに

し泛。なお、説明変数となる共通因子は昭和49年 の分析と同一の値を用いている。

その結果、表4-3、 表4-4に 示すように、ほぼ昭和49年 の分析結果と同様な結

表II判 別関数の説明変数係数(上段)と判別都市群の平均因子得点(下段)

注)判別関数の係数は標準化されている。また、各都市群の数は29都市である。
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判別に用いた交通事故指標 分析年次 第1因 子1第 ・因子[第 ・因子1第 姻 子i第 ・因子

交通事故居住者死傷比率
昭和49年

0.311-0.3330.883

比率の高い都市群
比率の低い都市群

o.2is
-o .2zs

一〇
.ois

O.085

一〇.281

0.135

o.oai
-0 .109

0.627
-0 .497

交通事故居住者死傷比率
累 計

0.302-0:2070.908

比率の高い都市群
比率の低い都市群

0.150
-0 .366

一〇
.048

0.156

lii
-0 .029

0.133
-0 .069

0.716
-0 .432

自転車歩行者事故死傷者率
昭和49年

一〇.590-0.158-0.718-0.315

比率の高い都市群
比率の低い都市群

0.320
-0.644

一〇.051

-0.220

o.sae
-0 .438

0.046
-0 .301

一〇.oaa

-0 .179

自転車歩行者事故死傷者率
累 計

一〇.551-0.241-0.786-0.145

比率の高い都市群
比率の低い都市群

0.385
-0 .750

一〇
.024

-o .2i2

0.724
-0 .610

一〇.oii

-0
.153

一〇
.200

-0 .065



果が得られた。しかし、交通事故居住者死傷比率(RH/H)に ついては、第3因 子の

かわりに、第2因 子が入り、生活道路な らびに交通安全施設の整備が不十分な程、

地域内での居住者の死傷比率が高くなるという順当な結果が得られた。

以上の分析結果から、地域の道路交通特性を示す共通因子のうち、第1因 子、

第3因 子、第5B子 が地域の交通事故の特性をよく説明していることがわかった。

さらに、地域の道路交通特性とよく対応する交通事故指標は、交通事故居住者死

傷比率(RH/H)、 自転車歩行者事故死傷者率(BP/R)で あることがわかった。

5.地 域類型別にみた交通事故指標の推移

(1)地 域の類型化

ここでは、次節において地域の交通事故特性の推移を検討するための準備段階

として、道路交通特性にもとつい炬地域の類型化を行う。愛知県下87都 市を類似

した地域に分類する手法としてi共 通因子の因子得点を変数値としたクラスター

分析を用いることにした。

図4-4は 、最終結果として得 られだクラスター樹状図である。図4-4か ら、87

段階の結合順位の過程がわかるが、結合順位が高くなる程クラスター問距離が大

きくなり、クラスターの結合の強さが弱まっている。そこで、87段階の3/4に

あたる結合順位65(ク ラスター問距離1.66>ま でに形成されだ主要クラスター

を、道路交通特性が類似し炬クラスターであるとして、以下の分析を行うことに

した。

結合噸位65ま での段階で主要なクラスターといえるものは5っ(総 都市Sc59)

あり、明確なクラスター形成に至らなかっ泛28都市は道路交通特性の類似性が乏

しい都市と考えられる。図4-5に 、類型化されたクラスターの市町村を明示した。

各クラスター別に第1因 子から第5因 子 までの平均因子得点をみると、表争5

のようになる。以下、各クラスター一の特徴を簡単に述べてみる。

幹線道路の整備状況、自動車交通量の多さを表す第1因 子が負に高い第4ク ラ

スターは、そのほとんどが山間地域であり、自動車に対する依存が高いと思われ

るが、地形的に道路関連整備に限界をもつ交通条件にある地域といえよう。また、

第2因 子より交通安全施設の整備状況が高い地域として第2ク ラスターがあり、

公共交通機関の整備状況が高い地域類型は第3ク ラスターであった。さらに、第
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図/1道 路交通因子にもとずく市町村の樹状図
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5ク ラス ターは非住宅都市 、第1ク ラスターは独立 した都 市圏を持つ地域 といえ

よう。

TER

図4-5類 型 化された市町村のクラスター

表4-5ク ラ スター別の平均因子得点
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クラスター(都 市数) 第1因 子 第2因 子 第3因 子 第4因 子 第5因 子

第1ク ラスター(11都 市)

第2ク ラスター(5都 市)

第3ク ラスター(24都 市)

第4ク ラスター(12都 市)

第5ク ラスター(7都 市)

0.499

0.539

0.446

-1 .209

0.532

一〇.144

0.230

-0.536

-0 .486

-o
.00i

一〇.166

-0
.905

0.206

-0 .848

-1
.099

0.194

0.765

0.234

0.292

-1 .700

1.048

-1 .391

-o .soo

O.252

0.ass

全都市の平均(87都 市) 0.093 0.031 o.ois 一〇
.013 0.029



(2)地 域類型別 の交通事故指標の推移

ここでは、地域類 型別に交通事故指標の推移 をたどることによ り、交 通事故防

止対策 に関する留意 点を考 えてみた。な お、検討に用 いる交通事故指標 は、地域

の道路交通特性 との対応が とれ た交通事故居住者死傷比率(RH/H)と 自転車歩行者

事故死傷者率(BP/R)と した。

a)交 通事故居住者死傷比率(RH/H)の 推移

図4-6は 、地域類型別のRN/Hの 経年変化を図示 しだものである。全体 的な経年

動向 をみ ると、変動 が激 しい第5ク ラスターを除いて、他の4っ のクラス ターは

漸増傾向にある。 この ことは、あ る地域 に発生 し彪交通事故の死傷者の うち、地

域外の居住者の交通事故死傷者が、相対的 に減少 し続 けてい ることを表 している。

交通事故居住者死傷比率(RH/H)
u.

0・

464748495051昭 和(年)

図4-6ク ラ ス ター別 の交 通 事 故居 住 者死 傷 比率

(RH/H)の 経 年 変 化
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したが って、交通事故当事者の観点か ら事故防止対策 を考 えると、地域内の居住

者 を対象 と した安 全対策が有効であ ると思われ る。

さらに、RH/Hが0.5以 下 のクラ スター2、 クラスター4に ついて は、地域外

の居住者 による死傷者率が高いため、地:域外の居住者 に対 する交通事故防止対策

に焦点 をあてることが必要 となろう。

この ように、交通事故居住者死傷比率(RNIN)はi交 通規制、交通安全教育 など

の交通事故防止対策を考 えるさいに、有効な資 料 とな るものと思われる。

b)自 転車歩行者事 故死傷者率(BP/R)の 推移

図4-7は 、地域類型別の..の 経年変化を図示 したものである。 まず、経年的

にBP廡 が増加傾 向にあ る地域類型 は、クラスター2、 クラスター3、 クラ スター

5で あ り、減少傾 向にあ る地域類型 はiク ラスター1、 クラス ター4で あ る。

自転車歩行者事故死傷者率(BP/R)

0.9

°.3

o.2

0.1
964748495°51昭 和(年)

図4-7ク ラ ス タ ー別 の 自転 車歩 行 者事 故 死 傷 者率

(BP/R)の 経 年 変化
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BP/Rは 、交通弱者 と呼ばれる自転車、歩行者の交通事故死傷者の割合を表すも

のであり、行動範囲の狭い老人や子供などの割合が高く、地域内の居住者を対象

にし拒対策をだてるさいに有効な資料となるものといえよう。

地域類型のなかで、名古屋市周辺部の市町村が多く含まれるクラスター3に お

いて、8P/Rが 高 く、交通環境の見直 しが必要であると考えられる。このような地

域に対しては、歩道 ・自転車道ならびに信号機つき横断歩道などの交通安全施設

を重点的に整備することが望まれる。

6.ま とめ

本分析によって得られた結果をまとめてみると、つぎのようになる。

1)因 子分析を通 し、地域の道路交通特性を表す25の指標を、5っ の共通因子

に単純化することができた。第1因 子は幹線道路の整備状況ならびに自動車

交通量の大きさを示し、第2因 子は生活道路ならびに交通安全施設の整備状

況を表している。さらに、第3因 子は公共交通機関の整備状況を表すことが

わかっだ。

2)地 域における交通事故特性を表す指標として、発生地のみならず居住地を

考慮しだ新だな指標を定義し、共通因子を説明変数として交通事故の特性か

ら区分した都市の判別分析を行っ拒ところ、交通事故居住者死傷比率、自転

車歩行者事故死傷者率の妥当性を確かめることができた。

3)地 域内の居住者の事故比率が高い地域は、幹線道路が通過し、公共交通機

関の未整備な地域であり、近年、全域的にこの比率が高まっており、地域居

住者に対する対策の重要性を明らかにしだ。

4)自 転車や歩行者の割合が高い地域は、全般的に交通施設が未整備であり、

必ずしも自動車交通量が多くない所であり、大都市の周辺部がそれに該当す

ることがわかった。

また、本分析に残された課題としてつぎの事項がある。

D第2因 子に関連した交通安全関連指標について、物理的な施設指標のみな

らず、交通規制、交通安全教育などの指標を用いて検討すること。

2)地 域の類型化からもれた地域に対 し、その原因を究明し、交通事故防止対
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策の方向を検討す ること。

なお、本研究の発表後、本研究 と類似 した紐究がな されてお り、東田iG)は 疫

学 的研究 をさ らに進めている。さ らに、本研究 の分析対象 とした愛知県の道路 に

ついて は、佐 々木B冫 、久保 田らta>の 硝究 がある。 また、竹本 ら15)は 道 路区

間の分類 について試行的研究 を行 っている。なお、統計手法 として因子分析 、ク

ラスター分析 を用 い地域問格差 を論 じた誘究1G).i')も ある。海外 でも、事故多

発 区間の選定 を判別分析 によ り行 っ拒例18)、 あ る州内の郡を対象 と して、新Lf

い交通事故指標 を開発 した例19冫 な どがある。

(注)

(注1>名 古屋市 を除いた理 由は、都市規模が著 しく大 きいこと、また、区別で

分析 したな らば欠損デ ータが多いため、他の都市 との整合が とれない こと

に よる。

(注2)分 析 に用いたデ ータ(袤 牛1)の ほか に、基礎的指標 と して中規模事業

所数 ・大規模事業所数 ・総土地面積 ・耕地面積 ・耕地面積転屠率 ・道路屠

地への転用率 ・歳出に占める土木費 ・財政力指数、道路関連 として市 町村

道実延の延び率 、交通安全施設開連で歩道延長率 ・歩道橋設置数、 自動車

関連 で自動車登録総台数 ・軽 自動車保有総 台数 ・小型四輪総台数 ・原付 自

転車総 台数の15=r一 タ6yつ いても、当初検討 した。
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第5章 都市部小学校区における交通安全対策に関する分析1)G).:i)

1.は じめに

2.学 区別交通事故指標の検討と小学校区の類型化

3.小 学校区における住民意識など各種調査の概要

4.交 通安全対策に関する住民意識調査の結果

5.住 民意識にもとつ く安全対策評価指標の作成

6.事 故指標、安全対策評価指標な らびに交通安全施設 ・交通規制

水準指標の相互間連分析

7.ま とめ



1.は じめに

地域を分析単位とし遊交通事故分析は、都道府県、市町村といった行政区分が

主であり、これより小地域での分析は少ない。その大きな理由は、交通事故が同

一地点において起こることはまれであり、分析単位を小さくすると交通事故の絶

対量が小さくなり、統計的な信頼性が下がることにあると思われる。しかしなか

ら、交通安全教育、交通安全運動などの対策は、小学校区など小地区を主体とし

て実施されることが多い。そのさい、饕察署ならびに市役所などの行政側は、地

域住民に対して適切な情報の提示をする必要がある。

小学校区などの小地区を対象として、交通事故の分析ならびに交通安全対策の

評価を行った例は非常に少ない。東田ら4)に よる、歩行者事故防止地区に指定さ

れた大阪の関目地区を対象として、安全対策前後の交通事故、住民意識の変化に

ついて検討した例、あるいは、都市計画的見地から地区の交通環境の一つとしてY

交通安全の評価を行った◎εCD5,報告などに限られている。

そこで、本研究は、小学校区における交通事故発生状況の実態を把握t交 通

安全対策に関する住民意識調査、交通安全施設 ・交通規制実態調査ならびに交通

安全推進委員に対する面接調査を行うことにより、小地区を対象とした交通安全

対策の資料を作成することにした。

各種の調査を行った本研究では、各調査の位置づけを明確にしておく必要があ

る。図5-1は 本研究の分析フローを表し炬ものである。具体的には以下の項目に

ついて検討を行った。

① 小学校区における交通事故率の検討

② 小学校区の類型化

③ 類型別小学校区における各種調査の実施

㊥ 交通安全対策に関する住民意識調査結果の検討

⑤ 住民意識に基づく安全対策評価指標の作成

⑥ 事故指標、安全対策評価指標、交通安全施設 ・交通規制水準指標の相互間

連分析

なお、本研究は小学校区別データの収集が可能であった愛知県名古屋市を対象

とした。rr"..i昭稠5年.50年 における小学校区数は、それぞれ170,191で ある。
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1ソ フ トな対策1 1ハ ードな対策1

1小 学校区の交通安全対策評価法1

図5-1分 析のフロー

2.学 区別交通事故指標の検討と小学校区の類型化

(1)学 区別交通事故率

地域単位での事故率を算定するさい、絶対量としての交通事故発生量(件 数、

死傷者数)を 基準化する炬めの変数が必要となる。しかしながら、小学校区別に

整理されだ統計は極めて少ないのが実情である。本分析では国勢調査による人口

統計データから検討することにしだ。表5-1は 、交通事故発生件数 ・死傷者数と

人口系指標との相関係数を示し炬ものである。統計的に有意な関係を示す指標の

中では、昼間人口が最も相関係数が高かった。したがって、学区別事故率として

昼間人口あたり交通事故数を用いることにしだ。

(2)小 学校区の類型化

交通事故は地域での交通活動や社会経済活動と密接な関係にあると考えられる。

また、小学校区の道路交通環境や土地利用をみると、類似性の高い小学校区があ
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表5-1交 通事故量と人口系指標の相関係数

*:相 関係数が0.6以上の交通事故量と非常に相関が強いもの

る。そ こで、社会経済活動 を表す指標 か ら、小学校区の類型化を行 い、その後 の

分析 に用 いることに しだ。類型化の方 法と して、表ひ2に 示 した人 口系指標 聾変

数 をデ ータとす る因子分析 を、昭和45年 な らび に50年 の2時 点 について行 った。

表5-2に 示 した分析結果 より第1因 子か ら第3因 子 までの累積因子奇与率は68

%で あ り、共通 因子 の考察 については第2因 子 まで と した。因子の内容 をみると、

第1因 子 は4才 以下、5-9才 、10-14才 とい う若年人 口比率 と正 に強い相関 を持

ってい る。第2因 子は昼間人口密度、昼間人口指数 、昼間人口の就業者比率 と正

に強 い相 関を持 ってい る。

この第i因 子な らび に第2因 子の因子得点を小学校 区ごとに布置 した散布図か

ら、図5・2に 示す ようなクラスターを描 き、小学校 区の類型 とした。
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交通事故量

人口系指標

昭和45年 昭和50年

件 数 死傷者 件 数 死傷者

夜間人口 .187 .169 .435 .392

学区面積 .023 .oaa .183 .184

世帯 .07i t.: .466 .422

昼間人口 .824# .814# .770* .780

昼間人口指数 .642 .635# .442 .446

昼間人口指数(就 業者) .635 .626 .431 .451

昼間人口指数(通 学者) .042 .051 .135 .148

夜間人口の就業者比率 .500 .484 .406 .401

夜間人口の通学者比率
一
.isa

一
.169

一
.305

一.309

夜間人口のその他者比率
一
.499

一.487 一.391 一.379

昼間人口の就業者比率 .529 .512 .430 .417

昼間人口の通学者比率 一
.als

一.207 一.119
一
.116

昼間人口のその他者比率
一
.518

一.505 一.470 一.455

夜間人口密度 .oia .004 一.079 一.097

昼間人口密度 .517 .503 .324 .323



No.説 明 変数 子 第1因 子 第2因 子 第3因 子

i 人口増加率(昭 和45～50年) .608 .00i .277

2 4歳 以下人口比率 .937X 一
.194

一.004

3 5～9才 人口比率 .904・X 一
.192 .030

4 10～14才 人口比率 .939・X 一
.251

一
.019

5 65才 以上人口比率
一.841* .278 .080

6 昼間人口密度
一.432 .793・X .113

7 昼間入口指数
一
.147 .874X 一

.019

8 昼間人口の就業者比率
一.524 .610・X 一.382

9 昼間人口のその他者比率 .638 一.536 .231

io 昼間就業者の建設業比率 .ioi 一
.141 .015

11 昼間就業者の製造業比率
一
.044

一.132
一
.920

12 昼間就業者の卸小売業比率
一.187 .452 .514・X

13 昼間就業者の運輔通信業比率
一
.00a .100 一

.036

14 昼間就業者のサービス業比率 .123 一.285 .794・X

固有値 6.05 2.15 1.38

因子寄与率 43.2 15.4 9.8

異積因子寄与率 43.2 58.5 68.4

表5-2因 子負荷量・因子寄与率(昭 和50年 の分析)

※:正 の関係が強いもの

*:負 の関係が強 いもの

第1因 子得点 第1因 子得点

図5-2因 子得点による小学校区の類型化

(注)A～Eは 小学校区の類型を表す
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(3)小 学校区類型別の事故率の検討

表5-3は 、各類型ごとの事故率の平均値を昭和妬年、50年で比較 したものであ

る。全国的にも交通事故がピークであった昭和45年 に比べ、昭和50年 の事故率は

大幅に低下 している。 したがって、各類型の両年における事故率の減少率をも考

慮して検討してみた。都心部に相当する類型D・Eに おいて事故率の減少が高く

なっている。都心部周辺地区に相当する類型Bで は、逆に事故率の減少が低 くな

っている。さらに、mの 境界に近い新興住宅地域の類型Aで は、事故率の減少率

は平均よりやや低い状況にある。また、都心部と新興住宅地域にはさまれた地域

に位置する類型Cは 、平均的な事故率の減少率を示している。

表5-3類 型別学区の交通事故率の平均

単位:件/千 人、人/千 人

(注1)a交 通事故件数/昼 間人口

b交 通事故死傷者数/昼 間人口

(注2)事 故率の減少率=100XG一 昭和50年の事故率/昭 和45年の事故率)

3.小 学校区 におけ る住民意識な ど各種調査の概要

(1)住 民意識調査の概要

「交通安全対策 に関す るア ンケ ーFJと 題す る住民意識調査 を行 った。図5-3

はその実施地区を示 しだものである。表5-4に 示 しだ16小 学校 区の うち、小学校

区番号1～10は 昭和57年 、it～16は 昭和58年 に実施 した。調査を行 っ!4小 学校区

の選定 記あたっては、各類型 か ら最低1っ の小学校区を選ぶ ように配慮 しだ0な

お、アンケ ー ト項 営の作成 に関 しては、世論調査i)・8i.9)・卿 、愛知県1Pな ら

一89一

昭 和50年 昭 和45年 事故率の減少率(%)

類型 学区数 a b 類型 学区数 a b 件 数 死傷者数

A 20 2.935 3.949

パ 43 3.965 5.238

A+p' 63 3.638 4.829 A 28 6.855 9.蓋37 46.9 97.1

B 48 9.086 5.144 6 43 7.340 9.680 44.3 46:9

C ao 3.587 4.693

C' 23 3.682 4.715

C+C' 43 3.638 4.705 C 35 .:: 9.025 47.1 47.9

D 26 4.162 5.423 D 44 iItl io.70s 48.0 49.4

E s z.s4s 3.829 E 8 7.056 9.450 62.5 59.5

計 藍91 3.789 9.924 計 170 7.204 9.534 47.4 48.4



図5-3調 査小学校区の位置

(注)図 中の番号は小学校区番号

表5-4調 査小学校区の概要

小 学 校 事 故 率(件/昼 間 人 口)学 区 類 型 事 故 の 経 意 識 調 査

区番 号 昭 和50年 昭 和45年 昭 和50年 昭 和45年 年 動 向 サ ンプ ル 数

童6.147。73DD-2i8

21.163.38DA--125

32.154.13A,B-391

42.7710.88EE＼_203

54.256.58C,D/～272

617.258.ofBC___一 一一一ワー328

7.5.838.95CC-322

85.359.93・BD!ノ ー一一丶256

98.024.16AB/〆 一←364

101.is6.47AB/!　 -191

i14。44....A,A丶 丶ノ115

12'3.283.50A,A/363

132.266.36BB丶 ＼/丶277

14....。...AA＼ 〆 へ丶131

154.048.60DD-154

is3.877.50C,C/～218



びに名古屋市12)の 意識調査項目を参考にした。調査は世帯数の約5%の 抽出率

で、無作為抽出に準 じた方法を用いて、留置法により行っ泛。個人票の有効サン

プル数は総計で3.928票 であっ炬。なお、本分析は主として昭和57年度に実施し

だ結果について分析 した。

(2)交 通安全施設、交通規制の実態調査の概要

小学校区内およびその隣接地区における交通安全施設ならびに交通規制の実態

13)を 把握するために、所轄の警察署 ・土木事務所を訪問し、その整備実態を地

図に転記した。さらに、その後、現地確認を昭和57年7月23日 から8月4日 まで行

った。交通安全施設 ・交通規制のデータを整理する基準年月は昭和56年3月 末と

した。

表5・・5は調査項目の一覧表である。交通安全施設は7種 類、交通規制は8種 類

であり、この資料をもとに学区別の箇所数、延長を計測した。

裹5-5交 通安全施設 ・交通規制実態調査項目

注i)定 周期式、押しボタン式別

2)水 銀灯、蛍光灯別

3)ガ ードレール、ガードパイブ、ガードフェンス別

4)20km/hr、30km!hr、40km!hr、50km/hr別 の規制道路延長の総和をSS、

20km/hr、30km!hrの 低速度の規制延長をSZと した。

つ ぎ に 、 こ れ ら の デ ー タ を表5-6に 示 し だ 基 準 化 変 数 に よ っ て 基 準 化 し 、 学 区

別 の 整 備 水 準 指 標 と す る こ と に し た 。
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交 通 安 全 施 設 交 通 規 制

No 項 目 名 記号 No 項 目 名 記号

i 信号機n <S1) i 一時停止 <S2)

2 横断歩道 (S3) 2 指定方向外通行禁止

3 歩道橋 ・地下道 3 転回禁止

4 道路照明灯2, (SL) 4 駐車禁止 (ss>

5 中央分離帯 (S16) 5 速度制限4) <ss)(sz)

s 防 護3) <sc> s 一方通行 (sa)

7 歩道 (S17) 7 はみ出し禁止 (S14)

8 大型 ・大特通行禁止



表5-6交 通安全施設、交通規制の基準化変数

(3)交 通安全推進委員に対す る面接調査の概要

小学校区において、日頃、交通安全教育 ・活動 の推進を行 っている交 通安全推

進委員14》 に対 して、面接調査を行 った。調査期 間は、昭和57年8月211日 か ら9

月io日 までの問である。

表5-?は 、面接調査にさい しあらか じめ設定 した質問項 目である。157.16)面

接調査の結果 については、被面接者が各学区で1～2名 であ り、当人の個人的見解

の域 を出ないが、交通安全活動 の実情について多 くの示 唆を得 ることができた。

表5-7面 接調査の質問項目

その結果 を要約す ると、地区において交通安全対策 にたずさわ る人 々の多 くは、

町内会 の役員であ り、老人層や小学生 の子供 をもつ母親層が多 い。 まだ、地縁が

_09一

基 準 化 変 数

No 変 数 名 記号

i 小学校区面積 (Vi)

2 道路総延長 (KI)

3 幹線道路延長 (K2)

4 幹線ならびに準幹線道路延長 <K3)

5 生活道路延長 (K4)

s 道路総交差点数 (K5)

7 幹線道路交差点数 (K6)

8 幹線ならびに準幹線道路交差点数 (K?)

1広 報 活 動 3街 頭 指 導

① 看板の掲出

② 印刷物の配布

③ ポスター掲出

④ 街頭広報

① 「0」の日

② 通学通園路

4交 通 安 全 教 育

① 老人に対して

② 子供に対して

③ 一般ドライバーに対 して

④ 自転車 ・バイク利用者に対して

2点 検 パ ト ロ ー ル

① 通学通園路

② 子供の遊び場

③ 事故多発地点、区間

④ 駐車マナー(規 制)

⑤ 道路不正使用

5交 通 安 全 施 設 の 要 望

6学 区 特 有 の 問 題

7「 事故はなぜ起きるのか?」



強いと思われる地域において交通安全活動が盛んなものの、若い世代になるとそ

の結びつきが弱まり、地区問での活動の実態には差がないように思われた。なお、

警察に対する要望がどの地区においても強く、自主的な活動を行うことは資金的、

人季オ的にも難かしいという意見が多く聞かれた。

4.交 通安全対策に関する住民意識調査の結果

(1)個 人属性(図5-4参 照)

回答者の個人属性をみると、男女別では約半々の構成であり、年齢別では30才

以下の回答者が少なくなっている。職業別では主婦の割合が高いが、各職種ほぼ

網羅されている。免許の有無別では、53%が 普通免許を有 し、全く免許を持って

いない割合は40%で あった。最後に、住居の種類については、持家の割合莎82%

と偏 りがみられた。

1.is歳 以下5.40～49歳

曇:19:1鑛1:18讖 壅
4.30～39歳

1事 務7.サ ー ビ ス

2専 門 ・技 術8.主 婦

3管 理9.学 生
4技 能 ・生 産工10.無 職

5通 信 運輪H.そ の 他

6販 売

1.有2.無

i.持 家3.そ の他

2.借 家

図5-4個 人属 性

(2)交 通事 故の原因、今後の動向(図5-5参 照)

交通事故の発生原因をr道 路』、 『車』、r人 問畫の3っ に分 け、その順位ず

けを求めた ところ、第1位 の原因 として 『人間』にあるとす る割合が64%を 占め

てお り、ついで、G車 』 、 『道路 』の順 とな った。
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つ ぎに、r人 的原因』 と答 えだ理 由につ いてみ ると、 「不注意 」、 「無理 な運

転 」とい う回答が多 いことがわか っだ。

また、r今 後 の事故の動向dに つ いては、 「増加す る」という悲観 的な予想の

割合 が高 くな ってい る。

i.道路3。 人間
2.車

癒 鑠 鸛1懲 の不足

1.増える3.減 る
2.変わらない

図5-5交 通事故の原因、今後の動向

(3)交 通事故な どの体験(図5-6参 照)

r歩行者な らびに 自転車の立場で の事故体験 』率 は、14.4%と な っている。ま

た、r自 動車運転者の事故体験』率 をみ ると、単独事故 による物損 ・ケガの場合

は、56.5%で あ り、車対車事故に よるケガの場合 は、13.8%で あっ拒。 まだ、歩

行 者 。自転車事故 を起 こした割合は、14.2%で あ った。以上 の3っ の場合 を総合

して、自動車運転者 が少 な くとも1件 以上の事故体験 を持 つ割合 を計算す ると、

61.5%と なった。

なお、歩行時 ・自転車通行 時と自動車通行時での"ヒ ヤ ッ"と し炬体験の比較

をす ると、歩行時 ・自転車通行 時における危険の体験 が高 くな っている。

(4)交 通安全対策 に対す る評価(図5・7参 照)

r居 住地区の道路交通環境の整備 』については、地区固有 の整備状況 に よる評

価の違 いが生ず るが、同 じ学区内でも 「整備」、 「未整備 」と反対の回答をする

割合が同 じくらいあ り、回答者が住居す る位置や回答者の空 間認知範囲の違いに

より、この ような差異が生ず るもの と思われる。全学区の平均でみても、 「整備 」
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イ 歩行者 ・自転車事故などの体験

12111:鉛 葦二23nO以上

0単 独事故での物損 ・怪我の体験(免 許保持者のみ)

[11・1・1・Il:借1:23以 上

ハ 対車事故での怪我の体験(免 許保持者のみ)

Ii湘1:借1:230以 上

二 歩行者 ・自転車事故の体験(免 許保持者のみ)

「1團 ム:tdVIl:1圖 以上

ホ 運転 者 の事 故 体験(0.11.二.を 合 わせ て み た場 合)

レ2州1:借1:23p以 上

へ 歩行時などでヒヤッとした体験

11i・}・!・ll濫 戀 い1:鬻 霧・

卜 車の運転中にヒヤッとした体験
1.ほ とんどない3.時 々ある

234 .2.た まにある4。 いつもある

1

図5-6交 通事故などの体験

あ 道路交通環墳の整備状況

1.十 分整備3.や や未整備
2342.ほ ぼ整備4.未 整備

1

い 地域の交通安全教育 ・活動の状況1。 十分行われている

2.ほ ぼ行われている陣 3.余 り行われていない
4。ほとんど行われていない

i

う 運転者への安全運転教育 ・指導の状況1.十 分行われている

2.ほ ぼ行われている
1233.余 り行われていない

4.ほ とんど行われていない
4

え 交通違反取締りの状況

匚 〔E匸=珊 撫 鞦 く1:雛袈・・
45

図5-7交 通安全対策に対する評価
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、 「未整 備」半 々の評価であった。 『住居地 区におけ る交通安全教育 ・活動』に

ついても、調査学区間での差違 が予想 されたが、顕著な差異 はみ られず、全体で

は 「余 り実施 されていな い」 とい う評価がなされて いる。 『自動車運転者に対す

る安全教育9に ついては、 「ほほ実 施 されている」 と評価 して いる。 まだ、r交

通違反の取締 りdに ついては、 「現状 よ り厳 しく」すべきであるとい う評価の割

合が高 くな って いる。

(5)自 動車運転者 に対 する交通安全教育 ・指導の評価(図5-8参 照)

この質問 は運転免許保持者のみを対象 としている。第1に 、r自 動車教習所』

に対 しては、 「ほぼ満足 してい る」 と評価されてお り、第2のr免 許更新時』に

ついては、 「やや成果 がある」 とい う評価 とな っている。第3のr安 全運転管理

者 』については、 「十分 」、 「不十分 」が半 々とな ってい る。最後の 嗹 送業者』

については、 「不十分」な指導状況 にあると評価 してい る。

① 自動車教習所への評価
1.十分満足4.や や不満四 2.ほ ほ構足5.か な り不満
3.ど ちらでもない'5

② 免許更新時の講習の評価

いi23・51鑼 饕 な。 鍵 蹙鬣 果無

③ 安全運転管理者指導の評価1.十 分実施されている
2.ほぼ実施されている

112341:黴 齢 黜
ない

④ 逢送業者指導の評価1.十 分実施されている
2.ほほ1実施されている

2343.余 り行われていない
4.ほとんど行われていない

i

図5-8運 転者教育に対する評価

(6)交 通事故防止対策の重点(図5-9参 照)

は じめにP道 路交通環境の整備d、 『住民への安全教育 ・活動 の推進』、r運

転者への安全運転教育の推進』、 『交通違反の取締 りの強化』の4っ の大項 目の

中での重点順位 を質 問 した。ついで、各項 目ごとに詳細な対策の重点 顧位 を質問
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した。 ここでは、その うち、順位が1位 の構成率について検討 した。

大項 目の対策については、r運 転者への安全運転教育の推進』が最重点施策 で

あ ると評価 されCお り、他の3項 目は、ほぼ均等な重点順位 とな った。つぎに、

r道路交通環境の整備dの 重点の内容 をみ ると、各施策につ いて ほぼ均等 の重点

順位 とな っているCr地 区での安全教育 ・活動 £の重点を、その主体か らみ ると

「家庭 」での重要性 を認識 してお り、活動の内容 か らみ ると1「 街頭での安全指

導」が高い順位とな ってい る。最後に、c交 通違反取締 り譱の内容 についてみ る

と、 「無免許運転」 、 「飲酒運転」の重点度が高 く、つ いで、地域生活 と関連性

の深い 「スピー ド違 反」、 「駐停車違 反」の重点度 がやや高 くな って いる。

a事 故防止対策の重点

i21・411:灘 灘 教育1:饗欝 鑛 全教育

b道 路交通環境整備の重点

ii23411:鑵 蘓 施設1:輜 窪鵬

c地 域での安全教育 ・活動主体の重点

12・ 回1:糊1:讖 の団体

d地 域での安全活動の重点
1.安全教室開催3.街 頭安全指導四 2.点 検 バFロ ール4.ニ ュー ス、 ち ら し

4

e交 通違 反 取 締 りの重 点

1.ス ピー ド違 反4.歩 行者 横 断 妨 害晒 2。駐停車違反5.無 免許運転
3.信号無視違反6.飲 酒運転

3477.そ の他

図5-9事 故防止対策の重点(順位1位)

5.住 民意識 にもとつ く安全対策評価指標の作成

(1)安 全対策評価指標の計量化

ここでは、住民意識 にも とついた交通安全対策の施策の評価、優先度合な らび

に交通事故の体験 などを計量化す るための指標 を作成 し差.つ ぎに述べ るような

順位得点、評価得点な らびに体験得点の算定 を行 い、その後の分析に用い る。
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交通安全対策の優先順位を表すために、安全対策順位得点(GS)を 定義する。

GS・ 詔 沖 ・・P・」 …(5-1)

(5-1)式 において、CS丿は対策項目 」の順位得点であり、αiは順位iの 重みであ

り、Pi」はi順 位の回答の中で 」対策項目が占める割合である。

ま泛、安全対策の評価得点と交通事故の体験得点をつぎのように定義する。

ES=冲 ・ ・P・'…(5-2)

(5-2)式 において、ESは あ る安全対策の評価得点 であ り、 βkはkカ テゴ リーの

重み、P、 はkカ テゴ リーの構成割合 である。なお、体験得点の場合 は、(5-2)式

の βkが 交通事故な どの体験数 となる。

ここで、(5-1)式,(5-2)式 の αDβkの 決定 につ いて は、順位が高いものか ら

等間隔で(4,3、2、1)、 あ るいは、(+2、+1、-1、-2)と いうように設定 して算定 を行

うことに し泛。

つぎに、安全対策順位得 点GS;の 細分化 を行 うことに より、 より具体的な施 策

の順位得点(GSd)を 求め る。

GSd=GS、 ・ ⊥ ……(5-3)

GSd'
d=1

GSd'=nEa;・P;a… …(5-4)
i=1

ここで、GSd'は(5-1)式 の 」の代わ りにdと おいて、 」対策項 目よ り下位 にある

d対 策項 目の1順位得点を表 し拒ものである。

以上の(5-1>式,(5-3)式 の計算に よって、い くつかの ランクにおける具体的な

対策の相対的重点度 を把握す ることができる。

さ らに、これ らの指標 と他の統計デ ータとの関連性 を検討す ることによって、

小学校区における重点的な交通安全対策 の評価値 を予測 することが可能 とな る。

GS,-FCX)......(5-5)



ここで、Xは 小学校区の地 区特性を表 す種 々の統計値が考え られ るが、一般 に入

手 しやす い指標 が望 ましいといえよう。な お1本 分析 においては、小学校別 デ ー

タが不足 して いるために、(5-5)式 を用 いた分析は行 っていない。

(2)本 調査デ ー タによる安全対策順位得点(GSA)の 計算例

表5-8は 、本調査デ ータによる安全対策順位得点(GSd)の 計算結果 を示 したも

の である。

表5-8安 全対策の順位得点

この結果をみると、 「運送業者に対する指導」、 「交通安全管理者に対する指

導」、 「地域での交通安全の街頭指導」などの対策の重点度が相対的)yYL高く、 「

駐車違反の取締 り」、 「地域における交通安全のニュース・ちらし」等の施策の

重点度が相対的に低くなっている。なお1こ の順位得点の結果は、アンケート作

成段階での質問の形式ならびに質問の数に左右されるだめ、他の地区で実施した

調査結果と比較ができるような質問形式を作っておくことが望まれる。
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記号 大分類の対策(d) GS; 記号 小分類の対策(d) GS,

E1

道路交通環境の

整備
229

E6 交通安全施設の整備 56.6

E7 交通規制の推進 63.2

E8 子供の遊び場の整備 58.1

E9 路上対策の徹底 51.0

E2

住民への交通安

全教育 ・活動の

推進

237

E19 安全教室 ・講習会開催 60.2

E20 点検パトロール活動 s7.i

E21 街頭での交通安全指導 75.1

E22 ニ ュ ース ・ち らしの作 成 34.6

<E14) 幼稚園において行う <61.1)

(E15) 小学校において行う <sa.s>

(E16) 家庭において行う (69.0)

<E17) 地域団体において行う <44.3)

E3

運転者への交通

安全運転教育の

推進
327

E48 自動車教習所において 53.3

E49 免許更新時講習 s7.o

E50 安全運転管理者指導 96.5

E51 運送業者指導 iio.z

E4
交通違反取締

りの強化
207
E11 スピード違反取締 り 65.0

E12 駐停車違反取締り 25.9



6.事 故指標、安全対策評価指標ならびに交通安全施設 ・交通規制水準指標の

相互間連分析

(1)相 互関連分析に用いた指標

小学校区別の交通事故、住民意識、交通安全施設 ・交通規制水準の相互間連分

析を行うだめに、以下のような指標を用意Gた 。

a)事 故指数

以下の3指 標を事故指標として用意 した。

G.AT:名 古屋市内の交通事故件数に対 し各学区の件数が占める比重値(注D

R.AT:昼 間人口当たり交通事故件数(注2)

TDT:自 動車発生集中交通量当炬り事故死傷者数(注3)

(注1)昭 和51年か ら56年までの6年 間累計の値を用いている。

(注2)注1と 同様に累計値を使用。昼間人口は昭和50年,55年 の平均。

(注3)注1と 同様に累計値を使用。交通量は昭和55年 自動車OD調 査に

おけるトリップ ・エンド数を学区面積で按分したもの。

b)安 全対策評価指標

意識調査によって得られた結果を、前節で述べ炬計量化法などを用いて算定し

だものであり、主要なものを以下に示す。

E2:r住 民への交通安全教育 ・活動dの 順位得点

E3:P運 転者への交通安全教育』の順位得点

E5:r地 区の道路交通環境対策』の評価得点

E9:P交 通環境対策の 「路上対策など」』の順位得点

E12:r交 通違反取締 りの 「駐車違反取締 り」dの 順位得点

E13:r地 区の交通安全教育 ・活動』の評価得点

E19:r地 区の交通安全活動の教室 ・講習会開催』の順位得点

E10:r交 通違反取締 り』の評価得点

E18:r地 区での安全教室 ・講習会開催』の評価得点

E24:r歩 行時の"ヒ ヤ・ジ'』 の体験得点

E25:r運 転者の単独事古如 の体験得点

E27:P運 転者の歩行者事故、自転車事故』の体験得点

一100一



E2$:『 運転者の ゜`ヒヤ ッ"zlの 体験得点

ε48:ぽ 自動車教習所』の評価得点

E29:幹 線道路 での 「信号機 」設置要望率(注4)

E3◎:幹 線道路での 「横断歩道」設置要望率

E31:幹 線道路での 「歩道」設置要望率

E34:幹 線 道路での 「道路照明灯 」設置要望率

E37:幹 線道路 での 「速度規制」強化要望率(注 の

E4◎:幹 線 道路での 「駐車禁止規 制」強化要望率

ERI.':幹 線 道路 での 「指定方向外 禁止規制」強化要望率

E47:生 活道路での 「大型通行禁 止規制 」強化要望率

(注の 設置要望率な らび に強化要望率 は、アンケ ー トの各カヂゴ リーを

要望す る割合の ことで ある。

c)交 通安全施設 ・交通規制水準指標

ここではY以 下の ように、小学校区 における交通安全施 設 ・交通規制 の水準指

標 〈sゆ を定義 した。

SK=交 鮟 鑽 纛 導磐(s)一(-s>

な お、Sな らび にKは 、それぞれ表5-5,表5-6に 示 したもの であ り、い くつか

の組合 せが可能 とな る。以下に主要なものを示す。

～1:信 号機設置水準

S2:一 時停止箇齎水準

S3:横 断歩道箇所水準

SL:道 路照明灯設置水準

S8:一 方通行規制水準

S9:駐 車禁止規制水準

SS:速 度規制水準

5Z:20,30km/hr速 度規制水準

S14:追 越 し ・はみ出 し禁止規制 水準

SI6:中 央分離帯設置水準
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S17:歩 道設置水準

SG:防 護棚設置水準

なお、以下の分析は、断わりのない限り昭和57年 度に行った10学区の調査結果に

もとつ くものである。

(2)事 故指標 と安全対策評価指標 との関連分析

表5-9に 有意な関係をもつ指標の相関係数を示した。概して、この指標問相互

の関連性は弱いといえる。関連性のみられたものは、名古屋市の総件数に占める

交通事故の比重値(GA↑)と 『住民への交通安全教育 ・活動 の対策順位得点(E2)、

昼間人口あたり交通事故件数(RAT)と 『幹線道路への 「歩道」』設置要望率(E31)

であった。この関係を解釈すると、P住 民への交通安全教育 ・活動の推進』をす

ぺきであると住民が主張している地区ほど、ならびにU地 区内の幹線道路での 「

歩道』整備』の要望が高い地区ほど、交通事故率が低いという関係があり、交通

安全対策に関する住民の積極的な取り組みは、交通事故防止に大きく寄与するこ

とが示された。

表5-9事 故指標と安全対策評価指標の相関係数(r)

(注D磐 は特に関連性が明らかなもの

図5-10は 、16学 区で分析 しだものであり、r地 区の道路交通環境整備』に対

する住民の評価値(E5)と 交通事故率(RAT)の 関係を図示 したものであ り、環境

が整備されている地区ほど交通事故率が低いという妥当な結果が得られた。

(3)事 故指標 と交通安全施設 ・交通規制水準指標との関連分析

表5-10に 相関分析の結果を示 し炬。交通事故比重値(GAT)と の関連が強いも

のとして、信号設置水準(S1)、 道路照明灯設置水準(Sし)、速度規制水準(SS)、 歩

道設置水準(Sl7)、 防護棚設置水準(SG)な どがある。この結果から、交通安全施
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昼間人口あたりの交通事故件数(RA↑)

(件/千 人)5

図5-iO交 通環境整備評価値と交通事故率

(注)図 中の番号は小学校区番号である。

表5-10事 故指標と交通安全施設 ・交通規制水準指標の相関係数(r)

事 故

指 標

施設 ・

規制指標

相関係数(r)

基準化変数(D 基準化変数(2) 基準化変数(3) 基準化変数(の

GAT

S1 .849°<K1) .913°'<K4) .935p'<K5) .794"(V1)

S3 .815<K4) .814<K5)

Sし .894'<K4) .921"'(K5)

S8 .811(K1) .879'(K4) .767(V1)

ss 一.846"(K3) .932'<K4)

S五7 .893'(Ki) .925"'(K4) .826<V1)

SG .923"'(K4)

TDT S9 一.772"<V1)

(注P#は 特 に関連性が明 らかな もの。*は α=0.001、 そ の他は、 α=0.ofで 有 意。

(注2)基 準 化変数(1)～(4)で 、 施設 ・規制指標 を基準化 しだ変数を()の 中に示 してある。



設や交通規制 の設置水準が高 い地域 では、相対 的な交通事故の比重が高い ことが

わか った。

また、交通事故率か らみ ると、別の傾 向を読み取 ることがで きる。だとえば、

図5-11は 、16学 区で分析 したもの であ り、地域の交通安全施設水準 のひ とつで

ある道路照明灯設置水準(SL)と 昼 間人口による交通事故 率(RAT)の 関係を示 して

お り、整備率 の高い地 区ほど交通事故率が低 くな って いる。さ らに、駐車禁止規

制水準(S9)が 高い地区ほ ど事故率が低 くなってい るということもわか った。

この ように、絶対数でみ ると、交通事故 は交通安全施設な どの数量が多 い地区

に おいて相対的 に多 く発生す る。 しか し、事故率でみ ると、安全施設 などの整備

水準が高い地 区で交通事故 が少ないこと演わかる。

昼間人口あたりの交通事故件数(RAT)

(件/千人)5

4

3

2

i

°

。51。152・(灯/総 道路延長 ・k・)

道路照明灯設置水準(SL)

図5-11道 路照明灯設置水準と交通事故率

(注)図 中の番号は小学校区番号である。

(4)安 全対策評価指標と交通安全施設 ・交通規制準指標との関連分析

表5-lRこ 相関係数の結果を示した。E2,E19な ど今後r地 区における住民の交

通安全教育 ・活動の推進』を重点に行うべきであるという住民参加意識の高い地
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表5-11安 全対策評価指標と交通安全施設 ・交通規制水準の相関係数(r)

靆 雛 標 基鞭 数(1)基靴 変諤 繁ll変 数(,)鍬 変袤攵(,)
E21SIi-・851<K1)1-・874'<V1)

EgSL.783(1く5)

SLI.856<K1)

E12SgI
.788<K4)

S1-.920.(Kl)一.939'(K4)一.928・(K5)一.919°(vi)

S3-●924・(1く4)一.915.(K5)一 。809(V1)

SL-.846(Kl)一.970.(K4)一.933喚(K5)

E191S81-・933'<K1)1-・923'<K4)1-・926'<VI)

SgI-.918'<K4)

SSI.808(K3)

S171-.882'<K4)1--781<V1)

SLI.853<kl)E1
0SSI

- ・853<K2)

SZI.857<K1)1.835(V1)E18

S16.822(K2).807(K3)

E241SlI.891'<K3)

E25SG-.780(K2)一.785(K3)

SII.814<V1)E27

Sgi.878'(K4)

SlI.800(K1)

S2i-.901'<K6)1-・894'(K7)E28

SSi-.866<K2)

S141-.861<K2)

E29Sl-.813(K2)一.786(K3)

E341SII.812(K7)

GE37S3.914・(1く6)

E401S21-・843<K2)

GE471S21.859(K2)

E481SLI-・804(KI)

(注1)GEは 、 最 も 高 い 要 望 率 で 他 の 要 望 を 基 準 化 し た 値 。

(注2)基 準 化 変 数G)～(4)で 、 交 通 安 全 施 設 ・交 通 規 制 水 準 を 基 準 化 す る 変 数 を()の 中 に 示 し て あ る 。

区 は 、 交 通 安 全 施 設 の 整 備 水 準(Sl.S3.Sし,S17)や 交 通 規 制 の 実 施 水 準(S8.S9)

が 低 く な っ て お り 、 物 的 交 通 安 全 対 策 が 未 整 備 な 地 区 で あ る こ と が わ か っ 炬 。

ま 澄 、 意 識 と 環 境 実 態 が 非 常 に 良 く 対 応 し て い る も の と し て 、E2とS9、Elflと

SS、E29とSlな ど が あ り 、 駐 車 禁 止 規 制 の 水 準 の 高 い 地 区 ほ ど 徹 底 し 炬 「取 締 りJ
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を要望している。同様に、速度規制の水準の高い地区でも同様に 「交通違反取締

り」の要望が高い。さらに幹線道路における 「信号機の設置」要望が高い地区は、

信号機の整備水準が低い地区であり、実情によくあった結果となっている。

E9とSし、E18とSZに ついても関連がみられ、道路照明灯水準の高い都心地区に

おいて、歩道上における不法物件の放置など 「路上対策」の要望が大きい。さら

に、20～30km/hr速 度規制水準の高い住宅地域においてr地 区における交通安全

教室 ・講習会』への評価が高くなっている。

なお、図5-12は16学 区で分析したものであり、現状におけるr地 区の交通安

全教育 ・活動』に対する住民評価得点(E13)と 横断歩道箇所水準(S3)の 関係を示

したものであり、住民評価得点が高い地区ほど整備率が高い傾向にあるといえる。

地域の交通安全教育 ・活動の評価得点(E13)

-20

-30

-40

_50

-60

-70

-80

00.20.40.60.81.01.2i_4本/中 規模交差、

横断歩道箇所水準(S3)

図5-12地 域の交通安全教育 。活動の評価値と

横断歩道箇所水準

(注1)図 中の番号は小学校区番号である。

(注2)中 規模交差点とは、道路を幹線道路、準幹線道路

ならびに生活道路と分類し、準幹線道路と生活道

路が交差する交差点としている。
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7.ま とめ

本研究において得 られた結果を、以下に示す。

1)交 通安全行政を推進するさいに重要な行政単位となっている 「小学校区」

を対象としだ交通安全対策分析手順を示した。

2)小 学校区における交通事故率は昼間人口当り交通事故数が妥当といえる。

さらに、交通事故の発生動向をみるさい、類似した小学校区ごとに検討を行

うことが有効である。

3)交 通安全対策に関する住民意識を計量化するための指標として、安全対策

順位得点、安全対策評価得点を提案した。その結果、ブ泣ドライバ{y対 す

る交通安全教育ならびYy地 域での交通安全活動の重要性が指摘され、道路交

通環境の整備については相対的に低い評価にあることがわかった。

4)交 通安全対策に対 して積極的に取 り組んでいる地区ほど、交通事故率が低

く、住民の対応が交通安全対策に果たす役割は大きいといえよう。

5)交 通安全施設な らび)y交通規制の水準が高い地区では、交通事故率は低い

ものの、絶対的な交通事故数は多いことがわかっ!L。

6)住 民の交通安全施設 ・交通規制に対する要望は、その地区の整備水準とよ

く対応しており、今後、いかに住民の意見を取り上げていくかが安全対策を

進める上で重要であると考えられる。

なお、本研究は名古屋市内の小学校区245の うち16の小学校区において実施し

た調査分析であり、普遍的な結論を得たとはいえない。しかしながら、今後の交

通安全対策の方向として、住民を対象とした交通安全教育 ・活動は小学校区とい

う行政単位で行われ、その位置づけ演ますます重要になるものと思われる。した

がって、今後、この分野における実証的分析をさらに進めることが重要であると

考える。
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第6章 歩行者横断施設の危険度に関する分析1)

1.はVめ に

2.歩 行者横断施設の距離帯別危険度

3.道 路要因別にみ拒危険度評価

4.歩 行者横断施設の危険度の予測

5.危 険な歩行者横断施設の判別

6.ま とめ



1.は じめ に

(1)研 究の 目的

昭和45年 以降、交通事故に よる死傷者が減少 し続けているとはいえ、交通事故

は日常的な社会現象 と して定着化 して いる。昭和49年 中の交通事故 を1日 平均で

みると、発生件数1,34件 、死者数31人 、傷者数1.785人 とな る。死亡事故の

事故類型 をみると、歩行者対 自動車が36.2%、 自転車対 自動車が11.1%で ある。

また、年 齢別死亡者数で は、6歳 以下 の幼児 が8.6%、6◎ 歳以上の老人 が23.1%

の構成率 を占め る。 この ように、重大交通事故の被害者は交通弱者 と呼ばれ る層

において高 く、最近では老入の歩行者事故が増加 の傾向にある。

歩行者事故 をその類型 か らみ ると、横断歩道 および横断歩道付近を横iY中 が5◎

%、 道路への飛び出 しが3◎%を 占め、道路の横断行為 に属す るものが圧倒 的な比

重 を占め てい る。

一般 に、交通事故は、道路な どの物理的施設要 因に加 え、歩行者 ・ドラ イバ ー

の人的な要因が複雑に絡 み合 って発生 し、物理 的施設要因が交通事故)YLお よぼす

影響 を正確に把握す ることは難 しい。歩行者事故について も、横断歩道な どの交

通安全施設な らび に道路交通条件 を考 慮 した研 究は十分 とはいえな41。 したがっ

て、歩行者事故 の減少に資 す るような交通安全施 設の形態 を考察 することは、十

分 に意義 あることといえ よう。この ような観点か ら、本研究は歩行者事故 と道路

横断施設が位置 する道路交通条件 との要因分析 を行 い、歩行者事故削減の ための

基礎 的資料 とす るものであ る。

(2)従 来の歩行者事故研究 の流れ

歩行者事故の研究 は、1960年 代の初頭、英国のReadResearchしaboratary(R.

R.し)に よって本格的 に着手 された。 日本 において は、 これよ り数年遅れ て科学

警察碍究所 によ り研究が始 め られた。R。R.し は、都心における歩行者事故の翻減

を 目的と して、歩行者事故の実態調査、歩行者の道路横断挙動調査な らび に ドラ

イバ ーの運転挙動調査 を行い、それまでの区画線のみの横断歩道(cros斜alk)

と比較 し、今 日一般 に横断歩道 と呼ばれて いるス トライプの入 っだ横断歩道(z-

ebracrossing)の 有効性を示 した。その代表的な硬究 としてGarwood&Moore)
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.MackieaQlder3'.Moore邑Older°)の 研究があ り、歩行者事故の危険性 を裹 す

指標 としては、交通事故発生件数/当 該横断施設利用歩行者数 という相対的な指

標 がよいとしてy.tる。 さらに、横断歩道橋 、横断地下道 など立体横断施設の設置

効果 について検討 がな されてい る。4).5)ま た、Jacobs6)は ガ ー ドレール の歩行

者事故防止効果について検討 してお り、Reading?'は12歳 以下の子供を対象 にし

た歩行者事故防止のだめの教育 ・訓練 の成果について、興味ある調査 を行 ってい

る。 しか しなが ら、以上の歩行者事故研究 は、道路横断施設 と歩行者事故の関連

分析のみに限 られて お り、道路交通要 因と しての車道幅員、 自動車交通量な どと

の関係 を十分に考 慮 して いるとはいえない。

わが国においては、過去10年 余 り、多 くの歩行者事故研究がな されている。な

か でも、科学警察研究所 における一連の歩行者事故研究は、多 くの成果 を生んで

いる。貝沼 ら8)は 、単路横断歩道での歩行者 ・自動車の行 動観察調査 よ り、歩行

者保護施設設置のための基礎研究 を行 ってお り、自動車交通流 の変化が歩行者挙

動に大 き く作用す ること、施設効果の判定 に影響 をおよぼす主なデ ータと して自

動車交通量 、横断歩行者交通量、道路幅員があると報告 して いる。 まだ、宇留野

ら91は 、歩行者保護施設 がいかに歩行者の横断行動 に影響 を与 え るかについて検

討 してお り、横断施設利用率の関係か らガ ー ドレー1Lの 効果 が高いこと、横断施

設利用率の低い箇所 において事故の危 険が高いことを示 した。さ らに、歩行者事

故の詳細な事例研究 として、橘 田1●)、宇 留野11)の 報告がある。 ま艶、市街地

を近隣住区ゾ ーンに細分 し、歩行者事故率 と都市環境要因の関係 を調 べたもの と

して枝村 ら12)の 研究がある。交通安全施設の事故防止効果 を事前事後分析 によ

り行 ったもの としては越 ら13).14)の 研究が よく知 られている。 さら1こ、森15)、

溝口 らis>は 、 自動車交通量 などの要 因を考慮 しつつ、道路構造別 に交通安全施

設の効 果につ いて考察 してお り、道路交通環境要因 と事故危険率 の関係 をあ る程

度 まで明 らか にしだ。

以上の調査 ・研究における共通点 は、事故率 ・危険率な どの交通事故指標 を、

交通安全施設の種類 ・道路幅員な ど、多 くても2変 数の要 因で説明 しているのみ

で、その他の要因 との関連につ いては考慮 して いないことである。これ らの点 を

考慮 して、最近 では、多変量解析 による事故分析が活発 とな ってい る。1'?.1$i

しか しなが ら、歩行者事故 に限って、 自動 車交通量、道路幅員な らび に横断施設
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の種類などを考慮した多変量分析については余 り例を見ない。

(3)本 研究の内容

本研究は大きく2っ に分けられる。1は 、横断施設からの距離により道路区

間を区分し、それを 「距離帯」と名づけ、各距離帯ごとの歩行者事故発生件数を

「距離帯別危険度」と定義し、行った分析である。この距離帯別危険度について

は、路線別の検討ならびにいくつかの道路交通条件別に検討を行った。この指標

を用いた理由は、道路交通条件の違いにより歩行者事故の発生地点がどのようYY

変化 しているかを調べる泛めであり、道路交通条件にみあった交通安全施設の設

置を考えるうえに有効であると思われたからである。

第2は 、ある横断施設についての距離帯別危険度を合計しだ1横 断施設あたり

の歩行者事故発生件数を 「危険度」と定義し、進めた分析である。ここでは、危

険度を外的基準、道路交通条件を説明要國にとった林の数量化理論により、横断

施設の危険度の予測ならびに判別分析を行った。

なお、本研究の対象はr都 市的整備が進み交通安全施設の整備がほぼ完成して

いると思われる名古屋市中区内における主要道路25路線(車 道幅員9.Om以 上の

歩道の整備された道路)の 歩行者横断施設387施 設である。これらの路線の道路

交通条件については、建設省による全国道路交通情勢調査(昭 和46年 、49年 〉:s

'を 整理 しだものを使っており、名古屋市土木局の道路関連資料も参考とした。

また、歩行者事故データは、名古屋市中警察署作成の路線別事故類型図を転記し、

上記の路線で発生した歩行者事故のうち、横断施設の片側から100m以 内の道路

上で発生したX66(昭 和46年 と47年の合計)件 を用いた、なお、昭和46年 、解年

の交通薯故は昭和46年度の道路交通条件 と、昭和48年 の交通事故は昭和49年 度の

道路交通条件に対応させて分析を進めることにした。

2.歩 行者横断施設の距離帯別危険度

歩行者事故を横断施設あたりで検討するさい、横断施設の影響範囲をどこまで

とるかを検討する必要がある。交通事故データをみると、横断施設から1QOmの

範囲内でほとんどの事故が発生 している。過去の例2日)も100mと いう値を用い
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ており、本分析では、横断施設から片側100m、 両側で200mの 範囲内で発生 し

た2年 間の歩行者事故件数を 「危険度」と定義し、分析に用いることとした。

一般に、相対的な事故の危険性を表すために、横断施設利用者数あだりの事故

件数のような事故率が使われるが、本研究では横断施設における横断歩行者交通

量が観測されていないことから、上記の方法を用いることにした。

そのさい、横断施設からの距離と事故当事者の位置関係から、図6-1に 示すよ

うなr距 離帯」を設定 した。これにより、個々の横断施設JYYLついての 「距離帯別

危険度」を計測 した。

距 離 帯AivAluArcAl

距離帯
Cm)1005025002550100<m)

図6-1距 離 帯 の 区 別

つぎに、道路交通条件について以下に記す。道路交通条件としては、車道幅員

・縦断勾配 ・平面線形 ・見通しなどの道路設計要因、信号機 ・ガードレール ・歩

道などの交通安全施設、自動車 ・歩行者の交通量 ・走行速度などの交通量に関す

る要因が考えられる。これら道路交通条件の選択にさいしては、まず、データの

入手が容易なこと、第2に 、要因の操作性が高いこと、第3に 、要因間の相関性

が小さいことが望まれる。本分析は、データの入手に大きく左右されたが、車道

幅員、車線あたり自動車交通量、横断施設問隔、分離帯の形態ならびに路側歩行

者交通量を採用することとした。また、横断施設は、横断者用信号付きの横断歩

道(以 下、信号付横断歩道 という)、 灯火式横断歩道標識(以 下、無信号横断歩

道という)な らびに横断歩道橋の3種 類を対象とした。
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3.道 路要因別 にみた危険度評価

(1)路 線別の距離帯別危険度

路線 ごとの距離帯別危 険度 を(6-1)式 の ように計算 した。路線の距離帯別危険

度 寂.、(田:路 線、i:距 離帯)は 、

い 路皴 驫 島 灘糠 鑢 故雛 数 ・一佃)

さ ら に 、 路 線 の 危 険 度R,ry,は 、

Rm=ガRm、 … …(6-2)
r噐1

(6-1)式 を用 いて25路 線の距 離帯別危険度 を計算 し、その型 によって分類す る

と、図6-2TYrL示 す ように4っ の型に分 けられた。

危険度(件/横 断施設)

A`+31A"+B・1A・"+8・ ・冨A、,+B,り 距 離 帯

図6-2距 離 帯 別 危 険 度 の タ イ ブ

(注)Ai+B,横 断 施 設 上

Ate+B日 横断 施 設 か ら0～25mの 区 間

AiH+BlH横 断 施 設 か ら25～50mの 区 間

Ato+6,u横 断 施 設 か ら50～100mの 区 間
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ま だ 、 全 ヂ ー タ に つ い て の 距 離 帯 別 危 険 度 を 図6-3に 示 し だ 。 図6-2,図6-3

よ り 次 の こ と が い え る 。

危 険 度(件/横 断 施 設)

AryA蜘A髄AlBlB既BlllBN

(AI+BI)(A駈+Bxi)距 離 帯

(A胃+Bロ)(A膨+BN)

図6-3距 離 帯別 危 険 度(全 歩行 者 事 故)

(注)Al,B,,A,+B,横 断 施 設 上

A,,B瞬,A宦1+Bll横 断 施 設 か ら0～25mの 区 間

AtuBurAN+B皿!横 断 施 設 か ら25～50旧 の 区間

Alv,B呼,脳+Bry横 断 施 設 か ら50～100閉 の区 間

① 歩行者の進行方向の左から来た車(方 向A)に よる事故が多 く、歩行者が

道路を横断し終わる時に事故にあいやすい。なお、宇留野1Dに よる調査に

おいても同様の結果が得られている。

② 一般に、横断施設上での危険度が最も高く、つぎに危険度が高いのは、横

断施設から50m以 上離れた区間である。これは、建設省土木研究所17)の 調

査結果とほぼ同様である。

③ 路線の危険度が平均1.20〈 全路線の歩行者事故総件数/全 路線の横断施

設総数)よ り高い路線が、約1/3あ る。

④ 図6-2に おいて、タイブ1は 距離帯1の 危険度が非常に高く、自動車 ・歩

行者の交通量が多い商業 ・業務地区の幹線道路に相当する。タイプIIは 自動
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車交通量がいくらか少なく、道路構造的にも準幹線的な道路である。タイプ

皿は道路構造的にはタイプ1と 同格であるが、歩行者交通量がかなり低い道

路である。タィブWは 、横断歩道橋の影響が表れたものである。

以上のように、歩行者交通量が低いと見られる低規格の路線ほど距離帯1で の

危険度が低く、距離帯皿、Nで の危険度が高 くなる傾向がみられた。

(2)そ の他要因別の距離帯別危険度

ここでは、道路交通条件の要困別に距離帯別危険度の検討を行う。ある要因の

カテゴリー別距離帯別危険度R、i(k:要 因のカデゴリー、i:距 離帯)は 、

R.;一 カチ揚 驛1鷺 鐶 覊 総件数 一 鯛

さらに、カ チゴ リーの危険度 積 は、

ま
Rk=ΣRk,… …(6-4)

1;!

なお、 ここでは方向別の検討 は行 っていない。 し炬が って、各距離帯の危険度は

方 向Aと 方向Bを 加 えたもの である。

a>車 道幅員別の検討

車道幅員は、車線数 をもとに して 砧(9,◎ ～9.5m),響2(12.0～16.Om).Wa

(19.E～22.5m).翫(24。0～31.Dm),W∈ 〈33.2～37.5の と5っ のカテゴ リーに

分類 した。図6-4に 示 した結果か ら以下の ことがいえ る。

① 片側3車 線の道 路に該 当す る車道幅員が 鳩 の道路での危険度1.58が 最

も高い。鴇、冒5の広幅員道路で、危険度 は漸減傾向 を示 している。

② 横断施設上での危険度 は 砺W3で 高い。横断施設外での危険度 は、狭幅員

のW,、 広幅 員の痣 で高 く、鴇 で最 も低い。

③10m以 下 の2車 線道路鳩では、横断施設上 よりも、横断施設外での危険度

が高y.1。
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危 険 度(件/横 断 施 設)

1.

i.

0

幅 員

図6-4距 離 帯 別 危 険 度(車 道 幅 員 別)

(注DI,II,皿,IVは 距 離 帯 を 示 す 。

(注2)W,9.0～9.5mW4:24。0～31・Om

We:12.0^-16.Omws:33.2^-37.5m

Wa:19.5^-22.5m

b)車 線 あ た り自動 車 交 通 量 別 の検 討

自動 車 交 通量 と車 道 幅 員 は相 関 が 高 いため 、 こ こで は、1車 線 あ た りに換 算 し

た 自動車 交 通 量(12時 間)を 用 い、Q1(3.000台 以下),q2(3,000～4,000台)

,Qき(4,000～5,000台),Q4(5,000～6,000台),Q5(o.000～7,000台),Q6
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(roOO台 以上)の6カ テゴ リーに分類 しだ。図6-5に 示 した結果か ら、

① 自動車交通量が2番 目に高い 転 の危険度1.98が 最も高 く、交通量の少

ないQ1と 非常 に多いQ6に おける危険度0.71が 最 も低い。

② 横断施 設上での危 険度 は、〔15にお いて最も高いが、横断施設か ら最 も遠 い

距離帯IVで はGyこ おいて危 険度が最低 となる。

③ 横断施 設外での危険度 は03に お いて最 も高 く、Q4で 最 も低 い。

危 険 度(件/横 断 施 設)

OQ
lQ・Q・q・Q・Q・ 車線 あ た り

自動 車交 通 童

図6-5距 離 帯 別 危 険 度(車 線 あ た り 自 動 車 交 通 量 別)

(注DIII,III,Nは 距 離帯 を示 す。

(注2)Q,3,000台/12h以 下Q4:5,000～6,000台/ian

Q23,000～4,000-aC7/正2h4s:6,000～7,000台/12h

Q34,000～5,000台/12hQs:7,000台/12h以 下
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c)路 側 歩 行 者 交通 量別 の 検討 一

道 路 の路 側 を通 行 す る歩行 者 の 断 面 交通 量(12時 間)を 路 側 歩行 者 交 通 量 と呼

び 、Pi(1,000人 以下),P1(1,000～2,000人),P3(2,000～z,soo人),P4(

3,000～5,500人),P5(9.000人 以上)と5カ テ ゴ リーに 分類 した。 図6-6に 示 し

た結 果 か ら、

行者交通童

図6-6距 離 帯別危険度(路 側歩行者交通量別)

(注1)III,III,IVは 距離帯を示す。

(注2)P11,000人/12h以 下Pa:3,000～5,000人/12h

P21,000～2,000人/12hP5:9,000人/12h以 下

P32,000～2,600人/12h

① 路 側 歩 行 者 交 通 量 が 最 も多 いP5で 危 険 度2.13は 最 高 に な る が 、 つ い で

危 険 度 が 高 い の は 交 通 量 が 低 いP2と な って い る 。
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② 横断施設外 での危険度 は、い くらか路側歩行者 行通量が低いP2,Pε で 高 く、

それ以上 にな ると危険度が下が る。

㊤ 最も路側歩行者交通量の多 いP=で は、横断施設か ら離れ るに したが い危

険度 が低下す る。

d)横 断施設問隔別の検討

隣接 する横断施設問の距離 をC横 断施設問隔」 とし、当該施設 の両端 に位置す

る横断施設 までの距離の半分 を各 々加 えた距離 と した。交差点での横断施設 につ

いては 、交差点の中心方向への距離 を0と してい る。計測 され た結果 の頻度分布

よ り、L(9◎ 腱1以下),12(100～190m3,13(200～290m},Ie(3UO～390m

),15(XOO搬 以上)と5カ デゴ リーに分類 しだ。図6-7に 示 し泛結果 から、

危険度(件/横断施設)

横断 施 設問 隔

図6-7距 離 帯 別 危 険 度(横 断 施 設 間 隔 別)

(注DIIm,Nは 距離 帯 を示 す 。

(注2)m以 下

100^-190m

200^-290m

300^-390m

4m以 上
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① 横断施設問隔が200^-2JOmと な る13の 時、危険度1.56と 最も高い。13

以上の閤隔になると危険度が下が る。

② 横断施設外 の危険度は、横断施設問隔が長 くな るにつれ、危険度 が高まる

傾 向が著 しい。

③ 横断施設間隔が長 いId,ISの 場合、横断施設上 よ りも横断施設外での危

険度が高い。

e)横 断施設別の検討

信号付横断歩道 、無信号横断歩道、横断歩道橋の距離帯別危険度 は図6-8の よ

うにな る。図6-8よ り、

危険度(件/横断施設)

図6-8距 離帯別危険度(横 断施設別)

(注1)1,II,III,IVは 距離帯を示す。

① 無 信 号横 断 歩 道 の危 険度2.87は 、他 の2っ に比 べ か な り高 く、 特 に その

施 設上 での 危 険度 が 著 し く高 い。
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② 横断歩道橋では、その真下の距離帯1よ りも、施設か ら少 し離れた距離帯

IIお よび遠 く懿れた距離帯Wの 方が高い危 険度 となっている。

f)分 離帯別の危険度

分離帯 には、道路 の中央)+YLある中央分離帯 と、道路の両側 に側道 を伴 った道路

においてJ本 の分離帯 を持つ側方分離帯 と呼称 できるものがある。各形態別 に踵

離帯別危険度 をみ ると、図6-9よ り、分離帯の ある場 合の方がない場合 よ り危険

度が高 く、中央分離帯 よ り側方公離帯 での危険度が高い。 しか し、横断施 設上で

の危険度 は側方分離帯 より中央分離帯 の方 が高 くな っている。

危険度(件/横断施設)

2.o

1.5

1.0

O・5

0申 央分離帯 側方分離帯 分離帯な し

図6-9距 離 帯 別 危 険 度(分 離 帯 別)

(注1)1,II,III,IVは 、距 離 帯 を示 す 。

以上、道路交通条件の要国別y分 析を行っだが、つぎに、多変量解析により分

析を行う。
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4.歩 行者横断施設の危険度の予測

(1)危 険度予測モデルの作成

ここでは、定量的ならびに定性的要因を同時に扱うことのできる多変量解析の

一手法である数量化理論1類2Dに より、横断施設あたりの歩行者事故数を予測

し、その妥当性について検討した。さらに、得られた予測式を用いて昭和48年 度

の歩行者事故を予測 し、適合度の検定を行っだ。分析の対象は、3.に おいて用

いだデータのうち危険度が極端に高いもの(危 険度10以 上の7サ ンプル)を 除い

た380の 横断施設である。

数量化理論1類 の外的基準としては危険度(1横 断施設あ炬りの2年 間の歩行

者事故発生件数)を 用いた。このうち危険度 ◎のデータを含まない場合をケース

1、 含む場合をケースIIと した。一方、説明変数としては3.に おいて検討した

6要 因27カテゴリーを用いた。

ここで、姻 問の相関 につ いぞはクラマ ーのコンテ ィンジ ェンシ ー係数22'を

用 いて検討 しだ。その結果 、車線あだ り自動車交通量 と路側歩行者交通 量の場台

0.321、 分離の形態 と車道幅員で は0.392と やや高い値 とな った。その他 はすべ

て0.20以 下 と小さな値 とな っている。 なお、車道幅員 と車線 あだ り自動車交通

量では0.174で あった。 したが って、この6要 因を全て用いて分析を行 うことに

しだ。

(2)予 測モデ ルの結果

ケース1、IIの 分析結果 を表6-1に 示す。分析結果の精度を表す重相 関係数 は、

ケ ース1の 場合、6要 因で0.461,4要 因で0.453、 ケースIIの 場合、6要 因で

0.493で あ り、あま りよい精度 とはいえない。F検 定23)に よって有意性 を検定 し

た ところ、いずれ も1%水 準で有意 であった。

(3)考 察

カチゴ リースコアな らび に レンジとその順位 について考察す る。まずケース1

について は、横断施設の種類が最も大 きな レンジを示 し、ついで車道幅員 、路側

歩行者交通 量の順 に大 きい。その他の3要 因 については低 いレンジ にとどま って

お り危険度予測への寄与 は小さい。な お、カテゴ リースコアはプラス側 にな るほ
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表6-1危 険度 予 測 の分析 結 果(数 量化理 論1類 に よる)

要 因 カ テ ゴ リ ー サンフ ル゚数
ケ ー ス1 ケ ー ス1 ケ ー スII

カテゴ リー レ ン ジ カテゴ リー Lン ジ カテゴ リー レ ン ジ
ス コ ア (順 位) ス コ ア (順 位) ス コ ア (順 位)

車 導
m野 員

9.0^-9.5
12.0^-16.0
19.5^-22.5

15
127
99

一〇
.53

-0
.15

-0 .28

1'.02
(2)

一〇
.73

-0
.35

-o
.ls

1.32
(2)

一゜

-0

0

64
36
03
1.02
(2)

24.0^-31.0 47 一〇.00 0.05 0 35
33.2^-37.5 92 0.49 0.60 0 38

一3 .000 49 一〇
.12 一Q .66

車 線 あ た りの 3 000^4 000 33 0.26 0.02
自動車交通量 4 000^-5 111 87 一〇.03 0.44 0.07 1.10
(台/12時 間) 5 000^-6 111 110 0.02 (5) 11: (2)

6 000～7 tlt 40 0.11 0.43
7 000^一 61 一〇

.19 一〇.oa

293^-938 ioa 一〇
.24 一〇.34 一〇.22

路側歩行者交通量 1,137^-1,785 42 一〇
.49 1.02 一〇.39 0.96 0 10 !is

(人/12時 間) 2,072^-2,540 93 一〇.03 (2) 一〇.06 (3) 0 10 (5)
3,028^-5,346 85 0.54 0.57 一〇 17
9,090^-16,109 58 0.31 0.37 0 67

～90 79 一〇.65 一〇.63 一〇.56

横断施設の間隔 100.190 168 0.09 0.81 o.lo 0.77 0.02 1.04
(m) 200^-290 79 0.16 (4) 0.14 (4) 0.37 (2)

300^-390 37 0.16 0.15 0.07
400^一 17 0.06 0.05 0.48

横断施設の種類 黛擣尊覊鑵
313
42

一〇.io

O.91

1.50
(1)

一〇.lo

O.95

1.61
(1)

一〇.19

1.83

2.76
(1)

横 断 歩 道 橋 25 一〇.59 一〇.66 一〇.93

分 離 帯
中 央 分 離 帯

軅 鞦 啻
19°

15

175

o.ia

O.07
-o .1$

0.30
(6)

0.07
0.63
-0 .13

0.76
(6)

重 相 関 係 数(ρ) p=0.461 p=0.453 p=0.493



ど危険度が高く、マイナス側になるほど危険度が低い傾向をもっている。3種 類

の横断施設では、無信号横断歩道において最も危険度が高く、横断歩道橋の方が

信号付横断歩道より危険度が低いという順当な結果が得られた。

車道幅員については、幅員が大きくなるほど危険度が高くなっており、都心地

区における歩行者事故の特徴を示すものと考えられる。

路側歩行者交通量については、12時間断面交通量で2,000人 を越えると危険度

は平均より高 くなる。これは、断面歩行者交通量が多い路線では道路を横断する

歩行者交通量も多くなると仮定した場合、 「都心の人通りの多い道路における歩

行者事故は道路横断歩行者量に比例する」という考察2)と 一致 した結果を示すも

のである。また、横断施設の間隔については、平均間隔が90m以 内の場合Y危 険

度は著 しく下がることがわか っ炬。

つぎに、ケースIIの結果についてみると、ほぼケース1の 結果 と同 じであるが、

重相関係数が少し高くなっている。レンジの大きさをみると、横断施設の種類に

ついての説明力が他の要因に比べ著しく高い。反面、他の5要 因のレンジは似か

よった大 きさを示し、説明力に余り差がなくなっている。またカテゴリースコア

の傾向をみると、路側歩行者交通量のパターンがケース1と 比べ不規則なものと

なっている。

この結果より、危険度の予測に関して、横断施設の種類ならびに車道幅員は高

い説明力を持つが、他の要因は十分な説明力がないことがわかっ泛。

(4)予 測の適合性

数量化理論1類 によって得られたカテゴリースコアを用いたモデル式による危

険度の予測値と、昭和48年の実際値(昭 和46、47年 データと同様の名古屋市中警

察署作成による路線別事故類型図より集計)と の適合度を検討 した。

予測計算は、各サンプルの各要因について、データが該当する要因のカテゴリ

ースコアを要因ごとに総和したものに、全サンプルの危険度の総平均を加えるこ

とにより算定できる。なお、1年間分の実測値 と2年間分の予測値 とを比較してい

るので、予測値はその1/2の 値を用いることにした。また、予測式はケース1、

Hと もに6要 因を用いたものを使っだ。

適合度の検討は、x2検 定cl)に より行 った。その結果、ケース1で は、,'、
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=175.5、 ケ ースIIで はZε ,=X32.5と 、いずれも1%水 準で有意な結果がみ られ

た。な お、危険度の現実の値 は0,1,2,......と いう整数値 であ り、 その中で

も危険度 ◎、i、2、 というサンプルが大半であ るため、予測 の精度が必ず しもよ

くない。 しか し、数量化理論1類 を用 いた危険度 モデ ルは、説明要因をさ らに精

選 し、デ ータ数 を増 やすことにより、有効 な交通事故予測 モデル として利 用でき

ると考 えられる。

5.危 険な歩行者横断施設の判別

(i)危 険度判別モデルの作成

ここでは、危険度の 大ききをカデゴ リー化す ることに よって 、個 々の横断施設

が安全あ るいは危険であるかを判断す ることが できる判別分析 を行 った。手法 と

しては数量化理論H類19を 用いだ。分析 に用 いだデ ータは3.に おけるもの と

同一のもので ある。

まず、危険度 の累積頻度曲線 を図6-10に 示す。危険度0の サ ンプル が45%あ り、

分析対象の55%に あたる横断施設において歩行者事故が発生 しているが、その う

ち、危険度1,2の 占め る割合が非常 に高い。 したが って、外的基準 とな る危険

度 のカテ ゴリー区分の ための分点をいかに決定 するかが問題 となる。 そこで、外

的基準のカテゴ リーの組合せ を、種 々変 えて検討す ることに した。な お、説明要

因は4.に おいて用 いたもの と同様 のものであ る。

累積頻度(%)

1

危険度(件/横 断施設)

図m10危 険度の累積頻度曲線
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(2)判 別モデルの結果

外的基準のカテゴ リーを表6-2に 示す ように、2群.3群,4群 に分 け、各 々

について判別分析を行 った。その結果 、4群 判別 の分析精度が最 もよ く、相 関比

は0.X38で あ った。カテゴ リースコア、および レンジの大 きさは表6-3に 示す よ

うに、2群 判別 と3群 ・4群 判別の場合で大 きな相違 がみ られ る。 しだがって、

2群 判別 の場合 と4群 判別の場 合について以下 に考察 を行 っだ。なお、カデゴ リ

ースコアのプ ラス側は安全 を、マ イナス側は危 険を表 してい る。

表6-2判 別の為 の外的基準 カテゴ リー

(3)考 察

a)4群 判別の場合

危険度0を 安全、危険度1を 危険1、 危険度2,3を 危険H、 危険度4以 上 を危

険mと した4群 判別分析で あり、相関比 は0.X38と 余 り高いといえな いが、安全

と危険のおおよその傾向 をみ ることがで きよう。

レンジの最も大 きい横断施設の種類 につy.1ては、数童化理論1類 の結果 と同様

の傾 向を示 してお り、無信号の横断歩道 の危険性 が示 されて いる。2番 目に レン

ジの高 い要因 は横断施設の間隔で、施設の間隔が長 くな る)Y4Lつれ、危険性が増す

傾向 が明 らかである。車線 あた り自動車交通量 では、交通量 が極端に多いか少な

い場合安全側 とな る。分離帯 、路側歩行者交通 量は中程度の レンジ を示 し、危険

度を判別 する支配 的要因 とはいい難 い。最後 に、車道幅員 につ いては、6要 因中

最 も レンジが低 く、危険度予測の結果 と大いに異な っている。な お、各要因の カ

テゴ リースコ アは危険度予測の結 果 と同様な傾 向を示 してい る。
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試 4群 3群 2群 サン7°ll数

0 安 全 安 全 安 全 174

1 危 険1 危 険1

危 険

114

48

19

2

3
危 険II

危 険II

4^-13 危 険 皿 25



表6-3危 険度 判 別 の分 析 結果(数 量 化 理論H類 に よ る)

要 因 カ テ ゴ リ ー
4群 判 別 3群 判 別i2群 判 別

カテゴ リー

ス コ ア

レ ン ジ

(順 位)

カテゴ リー

ス コ ア

レ ン ジ

(順 位)

カテゴ リー

ス コ ア

レ ン ジ

(順 位)

幅 員車 導
m)

9.0^-9.5
12.0^-16.0
19.5.22.5
24.0^-31.0
33.2^-37.5

0.22
0.13
0.04
-0 .11
-o .aa

0.44
(6)

0.07
0.io
O.15
-0 .11
-0 .25

0.40
(6)

一〇 .ao

O.03

-o
.oa

11:

-o
.oa

0.27
(6)

車 線 あ た りの自動車 交通 量

(台/12時 間)

3
4
5
6
7

一3.000

000^-4.000

000^-5,000

000^-6.000

000～7000

000～

1.03
-0 .31
-0 .39
-o .is
-0 .34
0.43

1.42
(3)

1.27
1:1
-0 .36
-0 .24
-o .ia
O.45

2.07
(2)

1.34
-o .as
-0 .64
-0 .14
-0 .27
0.40

1.97
(2)

路 側歩 行 者交通 量
(人/12時 間)

293^-938

1,137^-1>785

2,072^-2;540

3,028^-5,346

9,090^一

0.13
-0 .55
-0 .18
0.32
-o .oa

0.87
(4)

一〇 .03

-0
.56

-0
.13

0.57

-0
.18

1.13
(4)

一〇
.00

-1 .31

0.01

0.75
-0
.16

2.04
(2)

横断施設の間隔
(m)

^-90

100^190

200^-290

300^-390

400^一

0.82
0.20
-0 .75
-0 .42
-1 .36

2.18
(2)

0.79
0.i7
-0 .70
-0 .36
-1 .38

2.17
(2)

0.67
0.27
-0 .74
-0 .39
-1 .63

2.32
(1)

横断施設の種類 簸齶囎鎚
横 断 歩 道 橋

0.07
-1 .33

1.30

2.33
(1)

0.05
-i .i8

1.40

2.58
(1)

o.oi
-0 .65

0.99

1.64
(4)

分 離 帯
中 央 分 離 帯

軅 鞦 琶
一〇.32

-0 .46

0.38

・!

(4)

一〇.35
-0 .50

0.42

0.92
(5)

一〇.25

-o .i8

0.as

0.53
(5)

相 関 比(η) η=0.438 η=0.424 η=0.397



図6・11は 、危 険度 の判別グラ フであ り、判 別の精度を示す判別成功率 を求めて

み ると 「安全」 と 「危 険皿」の場合74%で あ り、その他の場合 は低 い値 にとどま

ってい る。

判別得点の各階級の割合(%)

5

n

、

1
.2.7-2.i.i.5.星.0-0.nO.且0。71.2i.U2,n

判別得点の階級

図6-11危 険度の判別グラフ(4群 判別の場合)

注)判 別得点とは数量化理論II類の判別式により推計される値

であり、各外的基進の曲線で囲まれる面積は100%と なる。

b)2群 判別の場合

危険度0を 安全 、危険度1以 上 を危険 とした判別分析 で、相関比 は0.397で あ

っ7Y2。レンジの大 きさをみ ると、横断施設問隔が最 も大 きくついで路側歩行者交

通量、車線 あた り自動車交通量、横断施設 の種類の順にな って いる。なお、分離

帯 、車道幅員 は、ほとんど説明力がな いといえる。な お、この場合 の判断成功率

は56%と 信頼性 に乏 しい。

以上、判別分析 を行 っだが 、結果 の精度は必 ず しもよ くない。判別に影響を与

え る要 因は、4群 判別 と2群 判別では違 って くるが、横断施設の種類 と横断施設

間隔は、いずれの場合 も比較 的高 い説明力 をも?こ とがわか った。

6.ま とめ

一128一



以上の分析 より、明 らかにな ったことを要約 す ると、以下のとお りであ る。

1)道 路 交通条件別に距離帯別危険度の考察 を行 った結果 、道路の ラン クに よ

り距離帯別危険度 は特有の傾向 を示す ことがわか った。特 に、道路ラン クが

低 くなる程、横断施設か ら50m以 上離 れた距離帯にお いて危険度 が高 くな

ってお り、閑散な低規格道路 に対 し注意 を払 う必要があ るといえよう。

2)要 因別危険度についてみ ると、車道幅 員では21m、 車線 あた り自動車交通

量 では6,400台/12時 間、路側歩行者交通量では13,000人/12時 問 、横断

施設問隔では235m4yお いて ピークがみ られ、無信号横断歩道、 側方分離帯

で危険度が高いことが明か とな った。

3)個 々の横断施設についての危 険度の予測な らび に判別に関Lて は、精度 が

余 りよ くないものの、横断施設 の種類、車道幅員の説明力が大 きいことがわ

か った.ま た、危険度0の 取 り扱 いによ って、分析の精度な らび に要因の説

明力に違 いがみ られ、ある施設において歩行者事故が発生するか否か とい う

予測、判別 は難 しいことがわか った。

つきa>YL、本分析 に残された課題 について記 す。

1)今 回は、交通事故の絶対数 を危険度 と したが、横断歩行者交通量な どを用

いた相対的な危険度に より分析 を進め ることも必要 とい えようb

2)危 険度 の予測、判別分析に関 しては、相対的危険度 を外的基準 にと り、説

明要因 として、他の要因 をも加えた分析も必要であると思われ る。

3>本 分析 は、名古 屋市中区 とい う都心地 区での事故分析である。今後は、歩

行者事故 の被害者の多 くを占め る子供 ・老人が多い住宅地区において分析 を

進め るこ とも意義 があるといえ よう。

なお、本研究の後になされ た歩 行者事故の研究についてみ ると、保 良 ら24?は 、

道路の計画段 階か らみた事故防止対策の中で、信号処理上の問題か ら交差点 間隔

は短す ぎると問題である と言及 している。さ らに、矢野 ら25)は 歩行者 に対す る

安全感の意識調査 をもとに、道路 の整備水準 を評価 する醗究を行 っている。 また、

門 田ら26)は 信 号交差点 におけ る歩行者の横 断特性 を、実験計画的 に取 り扱 って

いる。横断歩道の位置の移動に より、交通事 故が どのように変化 したか について

報告 した例 もある。27)さ らに、yagar28)は 、横断歩道設置の効果が 、分析 に用

いた調査期 間の長 さに応 じて、いかに変化す るかについて述べている。
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第7章 交差点改良事業の交通事 故防止効果 に関す る分析1L2)β`

1.は じめに

2.交 差点事故の評価に関する過去の碍究

3.物 損事故をも含めた交通事故率の提案

4.交 差点における平均交通事故発生数の検討

5.交 差点改良事業の事前事後分析

6.ま とめ



1.は じめに

今日の交通事故の発生状況を道路形状男尊にみると、交差点内およびその付近(

交差点から30m以 内の単路部)で の交差点事故が約60%を 占める。人口集中地区、

その他市街地ならびに非市街地の地形別に交差点事故の構成比をみると、図7-1

に示すように、市街化が進展 している地域ほど、その構成比が高くなっている。

特に、人口集中地区での交差点事故の構成率は、約70%に も達 している。まだ、

図7-1か ら、近年、交差点事故が増加傾向にあることがわかる。

表?-1は 、いくつかの要因ごとに、そのカテゴリー構成率の変化を表したもの

である。昭和55年 から60年にかけて、要因別の構成率がプラス側に変化している

要因カテゴリーをみると、 「出合頭」、 「軽貨物車」、 「高齢者」、 「夜問」、

「交差点内」、 「車道幅員5.5～7.4m」 などがあげられる。このカテゴリーを要

素として文章を作ると、 「夜間、狭い道路の交差する交差点で、高齢者が軽貨物

と出合頭事故にあった。」という交通事故場面となる。

このように、今後の交通安全対策を推進するざいに、交差点事故防止は施策の

重要な柱として位置ずけられている。d)交差点事故を防止する施策は、大 きく3

つに分類される。①路面標示Y信 号現示の変更などによる簡易な対策 ②導流帯

の設置などによる小規模な対策 ◎拡幅、立体交差など用地取得が必要な大規模

な対策。hlこ のうち、①,② は交通安全事業の中の交差点改良事業として、◎は

主として道路整備事業で実施されている。6)

交差点改良事業は、法的には、r交 通安全施設など整備事業に関する緊急措置

法』に定めた一種事業であり、国からの補助の対象となる 「特定交通安全施設な

ど整備事業」 〈特定事業)、 地方自治体の 「単独事業」により実施されてY」る。

昭和61年度における特定事業の事業費を、道路管理者分に限ってみると、総額1,

986億 円の申で、交差点改良事業は82億 円とわずか4%に 過ぎない。7)し かしな

がら、交差点改良事業の有効性は、数多くの報告から知らされている。8).9)

このような背景のもと、近年、交差点における交通事故の発生頻度ならびに事

故率の研究、さらに交差点の改良に関した事前事後分析の評価に関する研究が見

直されてきている。そこで、本研究はi第 一に、交差点事故率ならびに交差点改

良の事前事後分析の評価法に関しての過去の磆究例を整理し、第二に、新たな交
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(注1)「 交 通統 計 」 の資 料 を基 に 作 成 した。



表7-1交 通事故の要因別構成率の変化

平 均 構 成 率(%)構 成 率 平 均 構 成 率(z)構 成 率

事 故 要 因 カ テ ゴ リ ー1980～1983～ の 差 α)事 故 要 因 カ テ ゴ リ ー1980～1983～ の 差(X)

198201985② ② 一①198201385② ② 一 ①

類 型 別 横 断 歩 道 横 断4.43。8・0.60昼 夜 別 昼 間73.271.2-2.00

人 対 車 両 単 路 横 断9.97.6・2.30夜 間26.928.8i.90

人 対 車 両 そ の 他4.74.3-o.40

人 口 集 中 地 区47.848.20.90

追 突is.820.iO.30地 形 別 そ の 他 市 街 地20.520.3-0.20

出 合 頭22.524.52.00非 市 街 地31.731.5・0.20

車 両 相 互 右 折 側 面 衝 突10.51L20.70

左 折 側 面 衝 突5.05.30.30交 差 点 内46.948.71.80

車 両 相 互 その 他17.417.60.20道 路 形 状 別 交 差 点 付 近to.811.8・1.00単 路39
.839.1-0.70

転 倒0.80.90.io

車 両 単 独 路 外 逸 脱1.3.1.1・0.20交 差 点 内14.916.01.10

車 両 単 独 その 他3.73.5-0.20信 号 作 動 交 差 点 付 近3.43.1-0.30

単 路0.40.90.00

バ ス0.80.6-o.20

普 通 乗 用 車51.350.8・0.50交 差 点 内31.832.60.80

軽 乗 用 車3.i2.8・0.30信 号 な し 交 差 点 付 近9.48.6。0.80

大 型 貨 物 車2.62.2-o.40単 路39・938・9'1・00

普 通 貨 物 車13.511.9-1.60

第 一 当事 者 ラ イ トバ ン5.94.5-1.90一 般 国 道24.024.60.60

別 軽 貨 物 車6.910.53.60主 要 地 方 道to.014.40.40

自 動 二 輪 車3.43.60。20道 路 種 類 別 一 般 県 道14.612.7-1.90

原 付 自転 車6.37.20.90市 町 村 道45.946.50.60

自 転 車2。82.90.to高 速 道 路 な ど0.70.80.10

歩 行 者2.82.4-o。40

3。5m未 さ冓3。83.5駒0.30

is才 未 満12.311.9・0.403.5～4.4m7.06.8・0.20

20～24才19.719.3-o.404.5～5.9m9.99.8・0.io

25A-29才14.812.5・2.30道 路 幅 員 別5.5～7.4m、35.336.5t.20

30～34才14.611.8。2.807.5ん8.9旧14.915.10。20

35～39才10。811.8i.009.0～12.9m13.913.6-0.30'

第 一 当 事 者40～44才8.99.91.0013.0～19.4m11.411.2・0.20

年 齢 別45～49才7.67.90,3019.5旧 以 上 .3.53.2・0.30

50^-59才5.26.3t.10

55～59才3.29.3L10

60～64才1.7'2.20.50(注1)「 交 通 統 計 」 の 資 料 を 基 に 計 算 し た 。

65才 以 上1.52.10.60(注2)道 路 形 状 別 の 構 成 率 の う ち 、 「信 号 作 動Jと 「信 号 な し 」 の 構 成 率 は そ の

合 計 で10眺 と な る。 さ ら に 、 類 型 別 の 構 成 率 は 、 「人 対 車 両 」 、 「車 両 相

互 」 、 「車 両 単 独Jの 構 成 率 の 合 計 で100%と な る。



差点事故率の開発ならびにその評価を行うものである。なお、本研究の特徴は、

分析対象とする交通事故として、人身事故のみならず物損事故をも含めだ点4L

る。物損事故をも含めた交差点事故の研究は、海外においていくらか行われてい

るものの、国内においては非常に少ない状況にある。

2.交 差点事故の評価に関する過去の研究

(1)交 差点事故率の定義

交差点における交通事故率の研究は、単路区間における交通事故率の研究と同

様に、交通事故分析者の重要な課題であっだ。一般には、それぞれ次式により定

義されている。6).10)

当該区間内の年間死傷者数 、
区間轍 率=区 間延長(L) .日 交齷(Q).365… ㈲

交差点辮=交 差纛 慧 耋響 黌 驚 犬指瀛 厂 一tr-2)

ここで、主道路 ・従道 路の交差点流入交通量 ①)、 交差点形状指標(し)の

変数 として、 どの様な変数をとるかが問題 とな る。栗本 ら11)は 、Qな らび にLを

い くつか組 み合わせて検討 した結果、次式 が妥 当であ ると している。

事故件数
交差点事故率=… …(7-3)(Q1+Q2)

◆(し1+L2)

ここで、Ql,Q2は 交差点 に交差する主道路な らび に従道路の流入 自動車 交通量で

あ り、L1.L2は 主道路な らび に従道路 の交差点内の距離 として相対す る横断歩道

間の距離 をとっている。

また、三谷12?、 佐 々木 ら1)は 、⑪な らび にLの 変数 を、主従道路の和,積 の

形 と して作成 し、検討 した結果 、次の(7-4)式 が妥当であるとしている。

事故件数交差点轍 率
=

交差点流入交邏(Q)°'"・ ・(7噛4)

(7-4)式 において、主 ・従道路か ら交差点への流入交通量(① は、Ql+Q2あ るい

は.、価;硫 のいずれかと しお り、その優劣 については断定 していない。同様の研
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究 は、海外において も活発 であ り、そのほとんどが(7-4)式 を交差点事故率 とし

て採用 して1Yる 。i4?.151

(2)交 差点 の危険度評価

交通事故率 などを用いて、交通安全対策の実施箇所の選定 を行 うさい、どの箇

所 が危険であるかという基準が必要 とな って くる。道路区間については、特定事

業 の場合は道路 を2Km以 上の道路区 間に区分 し、一号指定基準6)と して 目安 の選

定基準が設 け られて いる。交差点 に関 しては、明確 な基準を作成す るまでには至

っていないものの 、い くつかの研究 成果 が発裘 されて いる。

佐々木iは 、交差点交通事故の予測モデルを、道路交通要 因を説明変数 とす

る重回帰式 によ り作成 し、推定値 と実側値の散布図 を用い、95%信 頼区間を外為

た危険側の区域 にある観測デ ータを危険交差点 と して抽出 している。建設省土木

研究所 においては獄 最小二乗法 あるいは最尤法 を用 いた線形 モデル,ロ ジッ ト

モデルに より交差点危険度 を推定 し、平均事故率の信頼性係数 よ姶、危 険交差点

の抽出を行 っている.し か し、両者 に共通す る問題 として、事故件数が0件 、1

件な との交差点 をサ ンプル として入 れ るか否 かという問題が残 され てい る。0件 、

1件 のデ ー タを除 いてモデルを作成 すれば、説明力が高 くな るが、本来対策 を必

要 とす る多 くの対象交差点 を失 うことにな る。 また、全事故 を対象 とせずに、よ

り詳 しく検討 をするため に、歩行者事故、車相互の事故な ど類型別の事故の予測

モデル を作成す るとなると、上記の問題が一層大 き くな って しまう。

海外 においても、重回帰モデル等 によ り交差点事故 を予測す るモデルの開発が

数多 く行われ ている。輸 また、V.F.BABkOV搬 らは、詳細な交通流実測 をもと

に、交差点の交通の流れの衡突点(PointofC.anflict)を 考慮 し、その衡突点

の タイブ ごとに1重 みに相 当す る相対的な交通事故係数 を設定 し、交差点の危険

度を予測す る方法を提案 している。同様の研究例 と して、R.」.Br脚n17》 は事故類

型ごとに事故率 を予測す るモデル を提案 している。 さ らに、R.E.Wardらis)は 、

T字 交差点を小 さな リンクに分割 し、道路要因 を考慮 した危険性指標を開発 して

い る。な お、国内においても、過去 に、三瀬 ら19)の 同種 の磆究例があ る。 これ

らの衡突点 を考慮 したモデルの問題点 は、個 々の交差点ご とにかな り詳細 な事故

デ ータ、交通量 ヂ ータを必要 とす る点 にあ.)こ れ らのデ ータをいかに確保す る
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かが重要 とな る。

(3)交 差点改 良におけ る事前 ・事後分析

交差点に おけ る信号機の設置 、右折専用現 示の新設、右折導流帯の設置 な らび

に道路標示 の適正化 などの交差点改 良工事の効果を判定す るだめに、その効果分

析が行われる。通常、改良工事の事前 ・事後の交通事故発生件数の増減 によ り評

価が行われてい る。

TechnicalCouncilCommittee6U20)の 指針 においては、スチューデン トのt

検定 を用いだ対策効果の判定について説明を行 っている。(7-5)式 は観測デ ータ

の 七値を示 しだものであ る。dは 一組 の対策箇 所の事故減少数 の平均値であ り、

V・・=S
、d-u/yN-(7-5>

μは通常0と 仮定 され る事前 ・事後 の平均の差 である。 また、S、は事故減少数の

標準偏差であ り、Nは 対象 とした対策箇所であ る。 この 七。b。値 と}分 布袤の臨界

七値の大小 によ り、対策効果の判定 を行 うものであ る。な お、同指針 は(7-5>式

の改良型のもの、z2検 定への適用 につ いても解説 している。な お、交通事故減

少数 としては、①交通事故件数 ②交通事故率 ③等価事故指標(Equivalent

Pr◎petty1..;-Only)が 示 されて いる。

また、M.S.Short"ら は、新規 に信号を設置 した交差点の事前 ・事後分析に

さい し、比較対照群 として市域全体の事故の変動 を用いた方法 を示 している。

さ らに、E.Hauer22).23)は 、事前事後分析に よる対策効果の判定 は、対策対

象地点の選定にさい して発生す る 「選定バ イアス」(BiasbySelection)1こ よ

り、従来大 きめに評価 されていたことを指摘 し、そのバ イアスを取 り除 く方法を

説 明 してい る。そ して、事前事後分析 においては、対策がコン トロールされ た実

験計画的な分析手法で行 うことを強 調 し、統計学 的に展開 している。な お、選定

バイアス とは、比較対象の中か ら選定 した箇所 は相対的 に高い事故率 の箇所であ

り、 その ような箇所は、何 ら対策 を しな い場合 でも、次年 は前年 よ り交通事故が

下がる傾向にあるというものであ る。同種の研究 と してB.Persaud24)は 、事前

の推定事故数か ら事故減少率 を推定す るモデルについて検討を行 って いる。
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わが国においては、建設省土木研究所LG・1が事故率減少率の信頼区間の検討な

らびにε。肱verが提案 した尤度関数を用いた対策効果の分析を行っている。

以上のようないくつかの研究があるものの、交差点における改良事業の効果に

ついて研究したものは、非常に少ないといえる。ここで、交差点事故率ならびに

交差点改良事業の効果判定にさいし、大きな問題となっていることは、

① 一交差点あだりの交通事故発生件数が0件,1件 の交差点と、2件以上の交差

点を同時に分析モデルに適用すると、モデルの精度が低下すること。

②2件 以上の発生件数を持つ交差点に関しても、時系列データを取った場合、

その偶然変動が大きく、対策地点選定のバイアス問題が出てくること。

などであ彎、主として、交通事故数の発生の希少性に起因する問題である。そこ

で、本研究においては、従来の研究が交通事故数を人身事故に限定していた点を、

物損事故をも加えた交通事故数で分析することにより、どのような成果越得られ

るかについて検討を行った。

(4)本 研究の留意点

物損事故は人身事故の約5倍 発生 していると見積もられている。n物 損事故に

関する研究が過去あまりなされていなかった理由は、①物損事故は暗数が多く、

統計上の安定性を欠 くQ)②事故統計の対象 となっていないことによるものと思わ

れる。しかしながら、①に関しては昭和53年 末の自動車保険の約款の改正にもと

ずく交通事故証明書の励行化により、近年、統計的な安定性が増してきたといえ

よう。さらに、②に関しては電子計算機の低価格化 ・大容量化という環境のもと

で、今後、見直されることが予想される。そこで、本研究は物損事故データの活

用化をめざし、D物 損事故をも含めた事故率の提案2)基 準年における交差点交

通事故件数別の次年の平均交通事故件数の実態把握3)事 前事後分析における物

損事故データの活用について分析したものである6

3.物 損事故をも含めた交通事故率の提案

(1)従 来の事故率の問題点

事故率は交通事故発生の危険度を評価する炬めの指標であり、事故率を用いて

事故多発区間の選定、事業効果の評価などがなされる。一般に使用されている事
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故率は先に(7-1)式 で示 したように表されるが、以下に示すような問題点がある。

当該区間内の年間死傷者数
事擲=扇 延長(L)

.駮 縫(Q).365…(7-1>

① 年間死傷者数(件 数〉を人身事故に限定 しているために、偶然変動の影響

を受けやすく、事故率の安定性が悪い。

② 日交通量が観測されている路線は、幹線道路、準幹線道路であり、低規格

の道路に適用できない。

③ 区間延長が2～10キ ロと長 く、相対的な事故多発区間の選定にはよいが、

事業対象としての事故多発区間の選定にはむいていない。

また、交差点事故率としては(7-2)式 で示したものが考案されている。n)

交差点辮=交 差纛 灘 騨 讐 讒 指標(し)一㈲

(7-2)式 は、区間事故率(7-1)式 の交差点への応用であ り、依然として前述の問

題が残っている。すなわち、①人身事故に限定していること ②交通量として交

差点流入交通量を使う場合、各交差点ごとに交通量調査を実施する必要があり、

そのような箇所は幹線道路に限られる。さらに、交通量を断面交通量で代用する

ことも考えられるが、その場合は、現実の交差点流入交通量とのかい離が大きく、

適正さを欠くことになる。

(2)物 損事故をも考慮した事故率の提案

ここでは、以下のように物損事故をも含めた交差点事故率の提案をする。

当該交差点内の総事故件数(T)
総事故率(R・)=主 .従 黼 の輔 嬾 禾。(L)… ㈹

ここで、総事故件数(T)=人 身事故件数(X)+物 損事故件数(P)

重み付辮 ω=… 当該壅孝驪 嘉耋呈諜L;の 一 一・(7-7)

こ こ で 、
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物損事故件数(P)重み付事故件数(
w3=人 身事故件数(X)+一 一一一(7-8)

重み係数 巛)

重 み係数(K>は 、 ある地域の交差点 の類型ご とに求 め られ る対比係数 で あ り、

地域(r)、 交差点類型の大 ・中 ・小(,1)な どによ り変化 するもの と考 える。

ある交差点類型の総物損事故件数(ΣP,・ 〉重
み係数(r」)=一 一 _-a-一(㍗ 渺ある父差点類型の総人身事故 件数(ΣX

,」)

ここで、iは ある地:域(r)の 交差点類型(」)の 中の交差点をさす。なお、比較 の

だめに、人身事故率(R、)を(7-10)式 によ り定義 した。

当該交差点 内の人身事故件数(X)
人身事故率(Rx)蠶 一 、 一 ……(7-1の王

・従道路の車道幅員和(L)

本研究において提案 した事故率の特微 を記す と、以下 のようである。

¢ 物損事故 を含め ることによ り、事故件数 の希少性 という問題が改善 され、

事故率 の統計的安定性が増す。 しか し、物損事故件数が少 ない小交差点b'つ

いては問題が残されて いる。

② 事故率の基準変数 とUて 交差点形状のみを考 え、主 ・従道路の車道幅員秘

を用いている。 この基準変数 は、必ず しも事故件数 との相関が高いとはいえ

ないが、地域の環境や交差 点規模 が類似 した対象 に限 って分析す るさいには、

妥当性 があるといえよう。

◎ 基準変数 として交差点流 入交通量を用 いていないので、全ての交差点 を対

象にす ることができる。 したがって、交差点改 良事業な どの対策地点の優先

順位 を決定す るさい、実用性 が高 いといえ る。

④ 総事故率の場合、物損件数の影響が大 き く、人身事故率 とのかい離 が大 き

いが 、重み付事故率の場合 は、その点 が改善 されている。

(3)ケ ース ・スタデ ィ

名 古屋市の東部 に位置 し、副都心地区を含む住宅市街地 に相 当す る千種警察署

管 内における信号交差点(159交 差点)を 対象 とし、4種 類 の交差点事故指標 を計

算 した結果 について述べ る。大,申,小 の交差点の類型は下記の警察署 の定義に
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準拠し、幹線道路 ・準幹線道路の交差状況を参考にして決定し1LO

大交差点:交 差する2っ 以上の道路の車道幅員が13m以 上の交差点

中交差点:交 差する2っ 以上の道路の車道幅員が5.5m以 上の交差点で大交差

点以外のもの

小交差点:大 交差点および申交差点以外の交差点

図?-Zは 、名古屋市、千種区の全域ならびに千種区内の類型別信号交差点の重

み係数の経年推移を示しだものである。交差点ならびに単路区間を含めた全域の

重み係数をみると、千種区においては物損事故の発生件数が相対的に高いことが

わかる。まだ、信号交差点を類型別にみると、大交差点では約6.0と 安定 してい

るが、中 ・小交差点では経年変動が大きくなっている。

重み係数

図7-2交 差点類型別の重み係数の経年推移

(注1)重 み係数噐物損事故件数/人 身事故件数

(注2)千 種交差点は千種区内における全ての交差点を、名古屋交差点は

名古屋市における全ての交差点を対象とし泛ものである。
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図7-3か ら図7-6は 、各種事故指標の統計的要約纏を袤示した交差点類型別、

経年別の平行箱型図'^辱である。図中の○,● のデータは、外側値ならびに極外値

を表す外れ値であtj、指標埴の分布においてその出現が極めて希な異常値とみな

すことができる。(標 準正規分布ではその出現確率は、片側で◎.35%で ある。〉

外れ擁の出現の様子をみると、人身事故件数では小 ・中交差点で同じ事故件数

において外れ値が並ぶが、他の事故率では離散して分布している。また、入身事

故率と総事故率 ・重み付事故率の比較をすると、小 ・中交差点において人身事故

率では外れ値の出現回数が少なくなっている。さらに、人身事故率と重み付薯故

率の外れ纏の出現傾向はよく類似したものとなっている。

つぎに、中央纏を基準としたサンプルの散らばりをみると、人身事故率では中

央値より下側での散らばりが大きくなり、総事故率ならびに重み付事故率では、

中央値より上側での散らばりがやや大きくなっている。また、総事故率は他の3

つの指標とは異なった散 らば り形状となっており、これは、物損事故件数の大き

さに影響されだことによるものと考えられる。

図?-7か ら図7-9は 、交差点類型別に人身事故率ならびに重み付事故率が高

い値をもつ交差点について、各年ごとの事故率の噸位を図示したものである。こ

れによればi大 交差点の場合、事故率の高い交差点が毎年上位にくる傾向が明ら

かである。しかし、中交差点、小交差点となるにしたがい、順位の経年変動が激

しく高低下しており、特に、小交差点では上位1～5番 と6～10番 の交差点問で

の出入りも生じてくる。また、人身事故率は重み付事故率にくらべ順位の変動が

大きく、その傾向は大 ・中交差点で顕著である。しかしながらi小 交差点の場合、

両者の変動幅の差が縮まっている。

以上のように、重み付事故率は人身事故率との分布形状が類似していること、

事故率の高い順に交差点を順位ずけする時、その経年変動が人身事故率よりも小

さいことなどの特性を持っている。現在、交差点における交通安全事業の地点選

定には、人身事故件数の絶対値を用いることが多いと思われる。その場合、順位

の高い交差点は固定化しており、選定の順位を下げると中位クラスの候補の選定

が難しくなつている。このような場合、重み付事故率を用いることにより、より

適正な改良交差点の候補リストを作成することができるといえよう。
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昭和(年)

小:1

蒹1側

ll

1耨
0481216

人身事故件数(件)

図7-3交 差点類型別、経年別にみ拒人身事故件数の平行箱型図

(名古屋市千種区内の信号交差点)

昭和1(年)

豢ll
点:l

崟譱
点8°61

妻1
00.10.20.30.40.5

人身事故率(件/m)

図7-4交 差点類型別、経年別にみた人身事故率の平行箱型図

(名古屋市千種区内の信号交差点)
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昭 和(年)

01.02,0 .3.0

総事故率(件/m)

図7-5交 差点類型別、経年別にみた総事故率の平行箱型図

(名古屋市千種区内の信号交差点)

昭和(年)

57
58
59
60
61

虫5758
X・ ・

点1壯

57

58

59

点6°61

00.20.40.60.8

重 み付事故率(件/m)

図7-6交 差点類型別、経年別 にみ た重み付事 故率の平行箱型図

(名 古屋市千種区内の信号 交差点)

-144一



b.上位6～10番 の大交差点

図7-7事 故率の高い交差点についての交通事故率順位の経年変動

(千種区の15大 信号交差点)
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図7-8事 故率の高い交差点についての交通事故率順位の経年変動

(千種区の81中信号交差点)



図7-9事 故率の高い交差点についての交通事故率順位の経年変勲

(千 種区の69小 信号交差 点)



XJ.t+1

X;t

次年の人身事故件数

012345678910ii121314151617
合 計

次年 の平均

人身事故 件

数(Xi.t+1)

O

i

2

基1
準5

年6

の7

人8

身9

事10故
11

件12

数13

14
15

598278903114421

24416410337149411

7976452614922

37764526149221

14141519134451

3765763432111

2437242131

11511211111

121311

111222211

isiiiii

iii

i

蓋

iois

577

254

169
89

49

29

is

9

13
8

3

i
O

1

1

.64

i.os

隻.50

2.12

2.72

4.35

4.86

6.13

5.78

6.15
..

6.67

ii.00

●o● ■oO

8.00

8.00

合 計 9755842991469250292513964201011 2237 1.32

4.交 差点における平均交通事故発生数の検討

欄別の交差点 におけ る各年の交通事故発生件数は、交差点の類型 の大小 を問わ

ず、非常 に変動 が激 しいことがわか った。交差点改良事業な どの効果 を事前事後

分析 で評価す るさい、改良交差点 に関 して事前の発生件数 に対応 した事後の発生

件数の基準 があれば、 その事業の安全性に関す る効果の判定が可能 とな り、有益

な資料 として活用で きる。 しか しなが ら、改 良交差点での資料は十分 に蓄積 され

ているとはいえな い。そこで、 その ような基準作成の だめの参考資料 として、あ

る年 に発生 した交通事故件数 ごとに交差点を区分 し、それ らの交差点では、次年

に何件の交通事故が発生 したかについて検討 を行 ってみた。

表7-2は 、名古屋市の信号交差点(2237箇 所)を 対象 として、基準年(昭 和57

年)な らびに次年(昭 和58年)の 事故発生件数の クロスに該当する発生件数 があ

っだ交差点数 を示 し炬ものである。表 の右側の値は、基準年の発生数に対応 した

次 年の平均発生 件数 を示 してお り、以下の ように計 算され る。

表7-2基 準年 ・次年の人身事故件数クロス別にみた信号交差点数(名 古屋市)

(注)表 中の数値(fiJ)は、基準年(t>において.i件 、次年(t+1)においてj件 の交通事故が発生
した信号交差点の数を表す。なお、この表では、七=昭和57年、t+1=昭和58年である。
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け

t・ 凅 ゜f・J

Xi.t+1

操lf・ ・

ここで、x..t.iは 、基準年 にi件 であっだ交差点群の次年の平均発生件数 であ り、

X3.t.1は 、次年の発生件数が 」件であることを示 す。 ま炬、fiJは 基準年 の発生

件数がi件 、次年の発生件数が 」件であっ炬交差点 の数 である。

(1)名 古屋市 の信号交差点 を対象 としだ分析

図7-10は 、名古屋市のデ ータを用いて基準年 な らびに次年の年数 を変化 させ、

次年の平均人身事故件数 をプ ロッ トしたものであ る。図中の破線 は、4時 点のサ

次年の平均人身事故件数(X田)

12

10

8

6

4

2

0
024681012

基準年の人身事故件数(Xt)

図7-10基 準年の人身事故件数別にみた次年の平均人身事故件数

(名 古屋市内の2237箇 所 の信号交差点)

(注1)図 中の点線はXい1の 中央値線である。

(注2)驪 襯 鮮 し)で はデータ数が
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ンブルの中央憊を結んだ中央値線である。基準年の事故件数が0～4件 までの範

囲では、4時点の平均値も近接 して`1るが、5件以上となると、各時点での平均値

の散らばりが大きくなり、8件 以上では、各年の平均値の差が2件 近 くにな り、

中央値の安定性が下がっている。

交差点の類型別に、次年の平均人身事故件数をみだものが、図7-11で ある。

小交差点の場合は、基準年の発生件数が4件 以下では安定 し炬中央値となるが、

5件以上 となると変動が大きくなる。中交差点では、発生件数が2～6件 の範囲に

おいて、比較的安定 し炬中央値線を描き、その曲線が下降していることに特徴が

あるといえよう。大交差点では、次年の平均発生件数の変動が大きいものの、上

下に振動しながら上昇傾向にあることがわかった。なお、以上の図中に示した中

央値線の値を表7-3に 示 しておく。

表?-3基 準年の人身事故件数からみた次年の

平均人身事故件数の中央値(名 古屋市)

(注Da
b;鐚 顯 畑1て 簷糶 鬆 奮驚 箇所)

(注2)購 鑼 畑 靆 鑼 講所)

(2)名 古屋市千種区の信号交差点を対象とした分析

次年の平均発生件数を、人身事故ならびに物損事故をも含んだ重み付事故件数

から検討するだめに、千種区のデータを用いて分析しだ。図7-12,図7-13は 、そ
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次年の平均人身事故件数の中央値(MXt.1)
基準年の
事故件数(Xt) a. b C a

0 .64 .81 3.33* 6.00*
i 1.09 1.04 5.60 5.59#
2 1.51 1.33 4.30 5.38#
3 2.18 1.58 4.15 6.75#

4 2.79 1.72 4.14 6.04

5 3.73 1.41 3.89 6.69

s 4.43 i.s7 4.07 7.89

7 5.65 2.09* 3.83 6.29
8 5.55 4.00# 3.82* 8.15
9 6.58 一 3.25* 7.69
10 7.34 一 一 7.34

ii 7.34* 一 一 11.75*
12 9.25* 一 一 一



図7-11基 準年の人身事故件数別にみた次年の平均人身事故件数

(交通事故件数による名古屋市内の信号交差点区分別)



図7-12基 準年の人身事故件数別にみた次年の平均人身事故件数(千 種区)



図7-13基 準年の重み付事故件数別にみた次年の平均重み付事故件数(千 種区)



れそれ人身事故,重 み付事故件数の次年の平均事故件数を図示したものである。

人身事故件数について名古屋市の分析と比べると、千種区ではヂータ数が少ない

ため、事故件数が大きい場合の平均値を求めることができないが、全体的に、千

種Cの 方が名古屋市全域の場合と比べ、各年の平均人身事故件数の散らばりが大

きいようであり、中規模交差点ではその傾向が著しいといえよう。

重み付事故件数についてみると、その件数が7件 までは、一部のサンプルを除

けば、各時点の平均値の散らばりが小さくなっており、中央値も安定したものと

なっていることがわかる。表7-4は 、これらの中央値線の値をまとめたものであ

る。

表7-4基 準年の事故件数からみた次年の平均人身・重み付

事故件数の中央値(千種区)

;ll鑢難畑飜 無_

以上のように、ある基準年に交差点で発生した交通事故件数から、次年の発生

件数を推測することは非常に難しく、大きな変動をもつという結果が得られた。

しかし、表7-3,表7-4に 示した次年における平均事故件数の中央値は、事前事後

分析の評価を行うさいの参考資料として利用できると考えられる。ま泛、物損事

故データが活用できる場合は、重み付事故件数が人身事故件数よりも有効な指標
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項 目
篩霙潘均人身謙讐 鶲$魏 動廉難

基準年の事故
件数(Xt,Wt) a. b C. d

0 .80 1.12 .72 1.93

i 1.24 i.72 i.so 3.09

2 .; 2.06 2.45 3.40

3 2.25 2.23 2.91 4.17

4 3.37 3.3? 3.57 4.63

5 5.00# 5.17# 4.56 5.04

s 4.08# 3.75* 4.82 6.25

7 5.25* 4.25# 6。25 6.63

8
一 一 7.67# 6.67*

9 一 一 7.96# 一

io 一 一 9.50# 一

ii
一 一 9.09#

一

is 一 一 10.00* 一

13
一 一 ?.00# 一

14 一 一 9.50# 一



であることがわかった。しかしながら、交通事故件数の発生件数が大きな交差点

においては、人身および重み付の交通事故件数のいずれの場合も、基準となる有

効な数値を得ることができなかった。

5.交 差点改良事業の事前事後分析

(1)事 前事後分析の現状

交差点など箇所ごとの事業効果を測定するために、事前事後調査が行われてい

る。特に、交差点改良事業は円滑性と安全性の確保を目的としているだけに、そ

の効果測定の重要性は高いといえよう。通常、事前事後の期間を半年、1年 ある

いは2～3年 とし、人身事故や物損事故の件数を事故類型別に把握し検討してい

る。しかし、以下のような問題がある。

① 事業を実施した全ての事業対象に対し、効果測定を行うことは予算ならび

に効率性からみても難しく、事前事後分析の報告例は少ない。さらY'L1標準

的な効果水準の提示が要望されているが、今のところ未知の部分が多い。

② 物損事故まで考慮しだ効果測定の例は、非常に少ないと思われる。

③ ある地点の安全性向上が、他の地点 ・区間の安全性の低下に転移する可能

性について考慮していない。

(2)交 通事故減少指標の提案

事前事後分析では、安全性の評価を交通事故の減少件数あるいは減少率によっ

て行うのが一一般的である。しかし、Hauer2e'が 示 したように対策地点の選定バイ

アスを考慮しない場合には、対策の効果が過大に見積られることになる。特に、

交通事故発生件数が0,1,2件 など小さな値の小交差点、さらに、10件以上の大き

な事故件数をもつ大交差点においては、事前事後の減少件数の評価について、十

分な注意を払わなければならない。

本研究では、交差点における希少あるいは過大な事故発生件数にも対応可能な

評価指標として、以下の交通事故減少指標 ①)の 提案をする。

Xb‐xa
交通事故減少指標 ①)=… …(7-12)

NXb+xa
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ここで、XGは あ る交差点における事 前の事故 件数、X.は 事後の事故件数 であ

り、Xb,X、 が ともに平均mw,m8の ボアソン分布 にしたがう時、減少事故件数(

XゼX,)の 平均 と分散 は、(7-1'3)式 で示される。

E(XドX、)鵠 眺 一砺
・・…(7-13)

V鰍(Xb-X.)=Itl,+撤,

この ように、(7-13)式 は、減少事故 件数(XゼX己)が 、その標準偏差の何倍離れ

て いるかを示す無次元の尺 度指標であ る。 したが って、交通事故減少指標 を用い

ることによ り、検討対象 との類似性が少 ない他の対照群 につ いても比較が可能 と

な り、事業効果 を相対的に評価す ることがで きるといえよう。

図7-14は 、減少件数をパラメータとして 、前年の交通事故件数 と交通事故減

少指標 の関係を図示 したものである。

讐≒

:
〇〇123456789!01112

前年の事故件数(XD)

a.前 年 の事故件数が小さい場合

図?-14前 年の交通事故件数と交通事故減少指標との関係

た とえば、前年の事故件数 がそれぞれ4件,7件 あ り、次年 において減少 件数

が等 し く3件 とな った場合、通常 の事故減少率 ではi前 年が4件 の場合75%、7
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件の場合43%と な り、事故減少率の両者の対比は1.74(=75/43)と な る。 それ に対

して、前年が4件 、な らび に7件 の場合の事故減少指数 は、それぞれ1.34,0.9

0と な り、事故減少指標 の両者の対比は1.49(=1.34/0.90)と なる。す なわち、

事故減少指標は、前年の事故発生件数が少な い方(4件)の 事故減少度 合を、相

対的に低 く評価する性質 をもつて いる。

(3)ケ ース ・スタデ ィ

a)分 析の概略

名古屋市千種 区の主要地方道 と主要市道が交わ る 校 差点 において、交差点改

良事業が1983年 末 に実施 された。事業内容 は南北方向の主要市道 におけ る右折専

用通行帯設置 を中心 としたもので あ り、東西方向の右折専用通行帯 は既 設されて

いだ。両方向で5車 線の大交差点で あ り、人身事故件数 が年平均10件 以上発生

す る事 故多発交差点で ある。

ここで は、次 の2点 に留意 して分析 を行 っ拒。

① 交通事故発生地点範囲のケース別検討:

図7-15に 示す ように、ケース1はA交 差点 のみ を範囲 としたもの である。

ケ ース皿は、蹴交差点の改良の影響が他地点に波及す る転移 の可能性(Acci-

den七Migration)を 考 え、A交 差点 に続 く単路 区間 を含めた範囲 とし泛もので

ある。

ケいス1:交差点1のみ④範囲
ケ唄∬:交差点1及び単路区間6～9の範囲

図7-15交 通事故発生範囲(7一ス1,皿)

-157一



② 物損事故をも考慮した検討:

人身事故件数のみの交通事故減少指標のみならず、人身事故に物損事故を

加えた総事故件数ならびに重み付事故件数の場合をも検討した。

b)分 析の結果

表7-5は 、事前事後の調査期間を半年 ・1年 ・1年半の期間にし、人身件数 ・総

{牛数 ・重み付事故件数のそれぞれについて、ケース1・II別 に交通事故減少指標

(以下Dで 表す)を 計算 した結果である。

表7-5各 種ケース別の交通事故減少指標 一名古屋市市街地部のA交 差点一

注1)裘 中の数の上段 ・中段は事故件数、下段は指標値。
注2)ケ ース1は 交差点及び付近の事故、 ケ双Hは ケース1に 、交差する単路区問を加えた事故を封象とした。注
3)重 み付事故(i)の 重み係数は一率に6.0を 用いており、重み付事故(2)の 重み係数は各期問に対応

した重み係数を用いた。

通常の評価においては、表中のどれか1つ のセルのみによって効果の評価を行

っており、期間を1年 とした② と④の人身件数を比較すればわかるように、期間

のずれによって評価が大きく異なることがわかる。調査期間が半年の場合と、1

年以上とってY}る 他の3つ の場合のDの 値には、大きな相違がみ られることから、

調査期間は最低1年 以上とることが望ましいと思われる。

事故発生地点範囲のケース別にみると、3種 類の事故件数いずれの場合も、ケ

ース皿の方がケース1よ りDの 値が大 きいことがわかる。すなわち、交差点改良
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番 号

(期間)

ケース

事前事後の期閣

人 身 事 故 総 事 故 重み付事故(1) 重み付事故(2)

ケース1 h一ス皿 ケース1 ケース矼 ケース1 ケース皿 ケース1 h一スII

0

(半年)

1983.i^-1983.6
1984.1^-1984.6

3
4

14
14

41
26

118
104 亨:1

31.3
29.0

9.4
7.9
31.6
30.1

交通事故減少指標 一 .38 .0 i.ss .94 .39 .30 .36 .is

②

(i年)

1982.7^-1983.6
1984.7^-1985.6

8

13

35

34

71

85

255
256
18.5
25.0

71.?

71.0

::

25.9

72.5

73.8

交通事故減少指標 一1
.09 .is 一i

.ia
一
.04

一
.99 .os 一i .os 一 .11

0

(1.5年)

1982.1^-1983.6
1984.1^-1985.6

14
17

57

48

105
iii

378

360

29.2
32.7

110.5
ioo.o

29.5

33.8

iii.s
103.8

交通事故減少指標 一
.54 .88 一 .4亘 .ss 一 .44 .72 一 .54 .52

④

<1年)

1982.i^-1982.12

1984.1^-1984.12

11
io

43
29

64
69
260
229
19.8
is.a

79.2

62.3

20.0
20.6

80.0

64.8

交通事故減少指標 .22 1.65 一 .43 1.40 .o 1.42 一 .os 1.26



事業 の安全性への寄与は、A交 差点 よりも、それに続 く単路区間に強 く貢献 した

ことが うかがえる。 したがつて、交差点改 良事業の効果 を安全面か らみ る場合、

交差点内のみな らず単路部分をも影響範 囲 として考慮すべきで あるといえよ う。

さ らに、ケ ースIIに つ いては、人身事故で評価 し炬場合 の方が、総事故 ・重み

付事故件数の場合 よ りDの 馗が正に大 き く、安全性を過大評価 する危険性 がうか

が える。 また、重み付事故件数 のDに つ いてみ ると、全体的に人身件数 と総:事故

件数のDの 中間の値を とる傾向にあ る。 さらに、重み係数の とり方の違いに よる

Dの 差は小さいことがわかった。

つぎに、A交 差点の相対 的な評価をす るだめ6y、 対 照地区群 として、① へ交差

点の管内で ある千種区 ②名古屋市 ◎千種区 ・名古屋市の大交差点 を選び、各

々のDを 計算 した。表7-6に よれば、同一一一期 間において、当地域は事故 が増加傾

向 あったものの、大交差点 においては減少傾 向にあ った ことが分か る。

表7-6対 照地区における交通事故減少指標

注1.表 中の数の上段、中段は事故件数、下段は指標値。
注2.大 交人身事故とは、大交差点における人身事故のことをさす。

そ こで、これ らの対 照群 と同一のDがA交 差点 にあ ったと仮定 した時、 咬 差

点の事後の交通事故減少数 はどれだけで あったか を逆算 したところ、裹7-7の よ

うになった。千種、名古屋 を対 照群 とした場合 は、いずれも大幅な事故増加 とな

るが、大交差点 を対照群 とした場合、実際値 とほぼ合致するケースもみ られる。

A交 差点は、人身事故のケ ース1で は事前 よ りは増加 してい るが、他の大交差点

と比較 して、事故 の増加の程度が高かったということはない と結論 され よう。
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対照地区

事前事後の期間

人 身 事 故 総 事 故 大交人身事故

千種 名古屋 千種 名古屋 千種 名古屋

1982.1^-1982.12 Aso 10451 5745 62300 32 1265

1984.1^-1984.12 780 10625 6146 67598 30 1207

交通事故減少指標 一 .51
一i
.ao

一3
.68

一14 .70 .25 1.1?



表7-7対 照地区群の事故減少指標に基ずく(事 後一事前)の 件数

珪1:魏 齠 警整1ま欄 黶糶 叢讓鑠 欝 ぞ犠 一事前)
の件数を、左下は実際の(事後一事前)の件数を示す。

6.ま と め

(1)本 醗究のまとめ

本研究のまとめを以下に記す。

D物 損事故を考慮し拒交差点事故率を開発し、交差点の各類型ごとYL従来の

事故率と比較 した結果、重み付事故率は、安全対策を実施するさitの順位ず

けに有効であることがわかった。

2)あ る基準年に交差点において発生した交通事故件数は、次年にどのように

変化しているかを検討し、交差点類型ごとに、次年の平均の人身事故件数な

らびに重み付事故件数の基準値を提示した。

3)交 差点改良事業の事前事後分析を行うための評価指標として、交通事故減

少指標を作成し、事例分析を行った。その結果、調査期間は最低1年 以上と

ることが望ましく、改良事業の影響範囲としては、交差点部ならびに隣接す

る単路部をも考慮した検討が必要であることを示すことができた。

(2)交 通事故資料の有効的活用にむけて

以上、物損事故を利用した事故指標の提案を行ったが、これらの提案には、い

くつかの前提ならびに問題点がある。すなわち、物損事故データを交差点などの

地点データとして利用するためには、個々の交差点 ・区間での交通事故発生地点
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＼ 対照駆 群 人 身 事 故 総 事 故 大交差人身事故

臟 壽件歙
千 種

D=一.51

名 古 屋

D=-1.2

千 種
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の特定 化をす ることが必要であ り、 その作業 の精度 を上げ るため には、以下に示

すような一定の条件が要求 され る。

1)交 差 点内、交差 点付近 あるいは単路区間 に、事故の発生地点 を記入す るこ

とは時間のかか る作業 であ り、正確 さを得 ることが難 しい。27)そ のために、

警察署において作成 している 「事故報告書」の事故現場状況図の書式 を見直

す ことが必要 であると思われる。具体的には、交差点 ・道路区間の コー ド化

な らび にそれ らの地図類の定型化 を進め ることが必要 といえよう。28).291

2)現 状における物損事故の取 り扱 い量の増 加傾 向を見 ると、そのデ ータの有

効な蓄積 ・活用を行 うため には、現場警察 署におけるOA化 の導入が前提 と

な る。3Dた とえば、地 図デ ータベ ースを用 いた検索 シスデムの援用 は、近

い将来にお いて実現 性の高い手法であるといえよう。32)

3)そ のような検索 システムは、対話処理が可能な ように設計すべ きであ り、

事故情報の利用頻度 を考慮 しなが ら、調査デ ータ項 目については必 要最小限

の ものに厳選す ることが望 ましいと考 えられ る。具体的には、事故 発生 時刻 、

交通事故 の当事者種別 な らびに交通事故類型 な どが あげ られよう。D
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第8章 結論

1.本 研究の結論

2.交 通事故指標の有効的利用にむけて



1.本 研究の結論

本研究は、交通安全対策の立案にあたり、対策の実施主体に対応した交通安全

対策評価法の必要性について論じ、いくつかの具体例について検討した。すなわ

ち、地域性を考慮した新しい交通事故指標について評価を試み、交通安全対策の

効果分析に対して一つの方法を提案したものである。本研究により得られ拒主な

成果を、各章ごとにまとめると次のようになる。

第2章

D物 損事故をも含めた交通事故指標の提案を行い、地域段階 ・地点別に人身事

故率、総事故率ならびに人身/物 損の対比の目安傾を提示 した。

2)同 一県内における警察署管内あるいは都市部の交差点を対象とし泛場合、物

損事故を考慮した交通事故指標の活用性が高いことを明らかにし炬。なお、都

道府県ならびに小学校区を対象とした場合、その活用性は低いことが示された、

3)高 速道路を対象としだ交通事故指標は、他の地域段階 ・地点の交通事故指標

の基準として有効であり、一般道路は高速道路に比べ、人身事故率で約13～

20倍、総事故率で17～20倍 の高い事故率 となつていることがわかった。また、

物損事故の発生頻度は、人身事故の約5倍 程度であることが確かめられた。

第3章

1)都 道府県を分析対象とVて 、 「交通事故の発生数は、都市化量(地 域の社会

経済の活動量)と 安全化量(交 通安全対策の実施量)に よって説明される」と

いう事故モデルを開発した結果、高い相関係数を得ることができた。

2)将 来の交通安全対策量を設定 し、府県別の交通安全対策の効果を評価する指

標(対 策効果比、対策効果相対比率)の 検討を行 うことにより、県別交通安全

対策の効果に関する地域間格差の実態を明らかにしだ。

第4章

1)市 町村を分析対象として、発生地のみならず居住地を考慮した新たな交通事

故指標を定義し、交通事故による危険、安全都市の判別分析を行ったところ、
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交通事故居住者死傷比率、自転車歩行者事故死傷者率の2指 標について妥当な

精度を得 ることができた。

2)地 域内の居住者の事故比率が高`1地域は、公共交通機関が夫整備で幹線道路

の通過している地域であり、近年、全域的にこの比率が増加の傾向にあること

がわかっだ。これにより、地域の居住者に対する交通安全対策が重要であるこ

とを示しだ。.

3)自 転車や歩行者事故の比率が高い地域は、交通施設が未整備で、比較的自動

車交通量が少ない地域であり、大都市の周辺部kyL位置 していることが判明した。

第5章

1)小 学校区における交通事故率とVて は、昼間人口当り交通事故数が妥当であ

ることを示しだ。

2)住 民意識調査にもとずい炬交通安全対策評価指標の計量化法を提案し、交通
ゴ＼ 安全対策の優先順位について分析したところ

、プロドライバーに対する交通安

全教育、ならびに地域における交通安全活動の重要性を確認することができた。

これに対し、道路交通環境の整備の必要性について、住民は相対的に低い評価

をしていることがわかった。

3)交 通事故指標、住民意識調査にもとずく安全対策評価指標、ならびに交通安

全施設 ・交通規制水準指標の相互関連分析を行った。その結果、交通事故指標

と安全対策評価指標の関連性は総じて低く、安全対策評価指標と交通安全施設

・交通規制水準指標の関係が強いことが明らかとなった。

第6章

1)道 路交通条件別に歩行者横断施設の距離帯別危険度の考察を行った結果、道

路の規格により距離別危険度は特有の傾向を持っていることがわかった。特に、

道路幅員が狭くなるにつれ、横断施設から50m以 上離44/L距 離帯において危

険度が高 くなるという結果が得られ炬。

2)歩 行者横断施設の要因別危険度についてみると、車道幅員では21m,車 線あ

だり自動車交通量では6,400台/12時 間、路側歩行者交通量では13,000人/

12時間、横断施設問隔では235mに おいて危険度のピークがみられ、さらに、
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無信号の横断歩道、側方分離帯での危険度が高いことが明らかとなった。

3)個 々の歩行者横断施設についての危険度予測 ・判別に関しては、精度がよく

ないものの、横断施設の種類、車道幅員ならびに横断施設の間隔の説明力が高

いことが判明し叛。また、危険度0の 取 り扱いによって、分析の精度や要因の

説明力に大きな違いがみられ、ある横断施設において歩行者事故が発生するか

否かという予測、判断は非常に難しいことがわかった。

第7章

1>物 損事故を考慮 し拒交差点事故率を開発U、 交差点の類型ごとに従来の事故

率と比較しだ結果、重み付事故率は、安全対策を実施するさいの、順位ずけに

有効であることを明らかにした。

2)あ る基準年において交差点で発生 し炬事故件数別に、次年の発生事故件数を

検討し、交差点類型ごとの次年における人身事故、ならびに重み付事故件数の

基準値を提示することができ炬。

3)交 差点改良事業の効果を評価するだめの指標として、交通事故減少指標を作

成し、事例分析を行っだ。その結果、事前事後の調査期間は最低1年 以上 とる

ことが望ましく、改良事業の影響範囲としては、交差点部ならびに隣接する単

路部をも考慮すべきであることが判明した。

2.交 通事故指標の有効的利用Z'Lむけて

自動車による交通移動が主流となつた今日において、交通事故は避けることの

できない現象といえよう。今後、交通事故を防止する泛めには、道路利用者の合

意が得られるような新しい理念にもとずいた、科学的で、効率的な交通安全対策

が提示されなければならない。

本研究は、そのような交通安全対策を立案するだめの基礎資料として、交通安

全対策の実施主体となるいくつかの行政単位、対策実施地点を分析対象として、

交通安全対策の評価に欠かすことのできない交通事故指標の新たな開発と評価を

行ったものである。ここでは、その結果を踏まえ、交通事故指標の有効的利用を

図るための要点を記し、今後の課題についてまとめ泛。
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(1)交 通事故指標の有効的利用

今後の交通安全対策の立案 ・推進の過程において、交通事故指標は交通安全対

策の実施主体ごとに、安全対策の実施項目ごとに考えなければならない。

① 都道府県を主体とし炬対策は、交通安全施設などの蓄積量についての地域

間格差を配慮し、投資効率の高い予算配分を念頭において検討する必要があ

る。そのさい、交通事故予測と交通安全対策の評価を結びつけ泛 「事故モデ

ル」が有効であると考える。

② 市町村が主体となって対策を実施する場合は、隣接する'市町村問の道路交

通条件、交通流動を考慮した交通事故指標を使用することが必要となる。そ

のさい、交通事故当事者を考慮した交通事故居住者死傷比率、自転車歩行者

事故死傷者率が有効といえよう。

◎ 警察署が主体となる交通安全対策は、道路利用者に対し極めて重要な影響

をおよぼすため、十分配慮しなければならない。特に、交通規制、交通取締

りを実施するさいの分析において、地区、路線、地点に対応した交通事故指

標を用意する必要があり、人身事故、物損事故を考慮し炬総事故率が有効と

考えられる。

④ 小学校区を対象とし泛交通安全対策は、その地域住民に対する交通安全教

育 。活動を前提としている。その捷め、住民の理解 ・協力を得ることのでき

るような交通事故指標が必要であり、昼間人口を基準変数にし炬人身事故率、

総事故率が有効である。まだ、視覚性が豊かな交通事故発生地点図は、効果

が高いといえよう。

⑤ 歩行者事故防止のための歩行者横断施設を検討するさいは、横断施設の種

類とその間隔を考慮しだ距離帯別危険度が有効な指標といえよう。また、個

々の横断施設、歩行者防護施設の設置にさいしては、道路交通条件を調査し、

道路利用者の合意を得るように検討しなければならない。

⑥ 交差点を対象とし泛交通安全対策は、今後、その重要性が一・層高まるとい

えよう。その場合、交差点のみならず交差点付近の単路部をも考察対象とL、

人身事故、物損事故を考慮 した総事故率、重みつき事故率により検討するこ

とが有効であるといえよう。
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(2)交 通事故資料活用化のための条件

物損事故を利用した事故指標の提案には、いくつかの前提がある。すなわち、

交通事故データを交差点などの地点データとして利用するさい、交通事故発生地

点の特定化作業が必要となり、その作業精度を上げるためには、以下に示すよう

な条件が要求される。

① 交差点内、交差点付近あるいは単路区間に、事故の発生地点を記入するこ

とは時間のかかる作業であり、正確さを得ることが難しい。その炬めくYL、警

察署において作成 している 「事故報告書」の事故現場状況図の書式を見直し、

交差点 ・道路区間をコード化し、関連する地図類の定型化を進めることが必

要といえよう。

② 交通事故データの有効な蓄積 ・活用を進めるさい、現場警察署において、

OA化 を推進する必要がある。たとえは、地図データベースを用いた検索シ

ステムは、近い将来において実現性の高い手法であるといえよう。

③ そのような検索システムは、対話処理が可能なように設計すべきであり、

調査データ項目については、事故情報の利用頻度を考慮しながら、事故発生

時刻、交通事故の当事者種別ならびに交通事故類型など必要最小限のものに

厳選すべきであると考えられる。
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